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MESSAGE

「模倣」と「創造」

わが家の子どもたちは、夏休みの宿題にイ
ンターネットをよく活用する。自由研究に取
り組むには、まずインターネット上でおすす
めの自由研究を検索する。ポスターを描くに
も、人・物のイラストを探して参考にし、読
書感想文の本も、おすすめの本を検索すると
いう具合である。「日本人は『模倣』は得意
だが、『創造』は苦手」という言葉をよく耳
にするが、こんな宿題のやり方でわが家の子
どもたちの創造力が正常に育まれていくのか
心配になってしまう。
 「模倣」と「創造」は対義語とされる。だ

が、この２つの言葉は単に対極に位置するの
ではなく、その関係に注意が必要で、 「模倣」
は「創造」に向けた出発点であるというの
が、学問的には定説となっている。つまり、

「創造」というものは「模倣」なしには決し
て始まらない。まずは「模倣」により、全体
の構成要素とその組み合わせを理解する。そ
して、その要素を入れ替えたり足したりして
違う組み合わせにすることで、全体として新
しいものをつくり出すことが「創造」である
という考え方である。

 日本には古くから、「守破離（しゅはり）」
という教えがある。能楽から始まり空手道、
柔道、剣道、書道、茶道などにも修行の過程
として伝えられている。

 最初の「守」は、師の教えを忠実に守り、
すべて型どおりにやる段階。次の「破」は、
師の教えに自分なりの工夫を加えて型を破る
段階。最後の「離」は、師のもとを離れて自
分自身をさらに高める段階とされている。

「守」を疎かにして「破」に進んでは、「離」

執行役員、サービス・産業ソリューション第二
事業本部副本部長、通信システム二部長

稲田陽一
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の成功は決して得られないと教えられてい
る。最初の「守」が「模倣」であるのはいう
までもない。

 ところが最近の日本人は、「学ぶ」ことは
善、「真似る」ことは悪という感覚が外国人
に比べて強いそうである。「学ぶ」の語源は

「真似る」だが、いつの間にか善悪に強く区
別して考えているようである。特に創造力が
必要とされる科学や芸術の世界で、「真似
る」ことを忌み嫌う傾向が強いらしい。 前
述の「日本人は『模倣』は得意だが、『創
造』は苦手」というレッテルを意識しすぎ
て、「真似る」＝「模倣」を悪と捉えすぎて
いるのかもしれない。「模倣」は「創造」に
向けた出発点であることを、われわれ日本人
はあらためて認識する必要がある。

そう考えると、わが家の子どもたちがイン
ターネットを活用して夏休みの宿題に立ち向
かうことも否定するものではないようだ。最
終的に単なる「模倣」で終わっているのか、
それとも自分なりの工夫を加え「創造」と呼
べるものになっているのかを観察してみたい。

 
私の専門分野であるシステム構築プロジェ

クトについても、「模倣」と「創造」という
視点で少し考察したい。

私は、2012年３月まで品質監理本部に在籍
し、第三者の立場から多くの苦戦プロジェク
トを見てきた。苦戦プロジェクトの要因を注
意深く分析すると「模倣」と「創造」の失敗
が潜んでいるケースが多い。そしてその失敗
に当事者は気づいていないために失敗が繰り
返される傾向にある。

プロジェクトマネージャーは過去の成功事

例から、プロジェクト管理手法や設計書体
系・雛型を「模倣」する。過去の成功事例を
模倣することは、もちろん大切である。ただ
し、そこで最も重要なのが「プロジェクトの
特徴を捉えたマネジメント」であることを忘
れてはならない。

システム構築プロジェクトといっても、目
的・内容・規模・開発手法等々、その構成要
素は千差万別である。たとえば、インターネ
ットのWebサイト構築と銀行の勘定系シス
テム構築では、求められる品質・価格・納期
が大きく違うし、使用する開発手法も異な
る。これは極端な例であるが、システム構築
プロジェクトに同じものは一つもない。

したがってプロジェクトマネージャーは、
過去の成功事例からプロジェクトマネジメン
トの基本を「模倣」して学ぶと同時に、プロ
ジェクトの特徴を捉えて、その構成要素を分
析・改良し、新たなプロジェクトマネジメン
トスタイルを「創造」することが要求される。

つまりシステム構築プロジェクトには、前
述の「守破離」のような、まずは「守」＝「模
倣」の段階を経て次に「破・離」＝「創造」
に進むのではなく、「模倣」と「創造」の同
時進行が求められる。 「模倣」に終始し、

「創造」＝「プロジェクトの特徴を捉えたマネ
ジメント」が不十分なプロジェクトマネージ
ャーは苦戦を強いられる。システム構築プロ
ジェクトの世界はとても難しい。

最後に、冒頭で「わが家の子どもたちは」
と子どもの行動に疑問符をつけたが、私自身
も本稿を書くに当たり、インターネットを活
用した事実を告白しておく。	（いなだよういち）
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今求められる全社型業務改革の意義と
成功要因

CONTENTS Ⅰ　全社型業務改革が求められる背景
Ⅱ　日本企業の業務改革の必要性と優先度
Ⅲ　全社型業務改革の特徴
Ⅳ　全社型業務改革の実践事例
Ⅴ　全社型業務改革の進め方と成功のポイント

1	 経済環境が厳しさを増すなか、日本企業はグローバル化への対応や新事業の拡
大・創造に向けた経営リソースの再配置を目的とした、従来型の改革よりも一
層抜本的に業務の見直しをする「全社型業務改革」に取り組み始めている。

2	 戦略実行力の有無がビジネスの勝敗を決める昨今の状況では、戦略そのものの
巧拙に加えて、戦略をすばやく的確に実行する仕組みを構築することは、日本
企業にとって急務である。一方、戦略実行力強化の必要性と優先度の高まりに
対して、現状の日本企業は人的リソース配分やIT活用度の点では途上段階に
あり、今後強化していきたい意向が強いことが野村総合研究所（NRI）の調査
からわかっている。

3	 従来の業務改革と比較した際の全社型業務改革の特徴は、①改革の目的が戦略
実現である、②大胆な組織改編や人事異動を伴う、③改革の対象が全社または
複数部門に及ぶ、④専任部署の設置が必要になる──の４点にまとめられる。

4	 全社型業務改革は、①戦略直結型業務改革、②システム一体型業務改革、③人
材変革型業務改革──の３つに類型化できるが、いずれのタイプにおいても、
改革を全社視点で先導する専任部署の設置とその推進力が重要となる。

5	 経営層には、業務改革を現場の問題と捉えるのではなく、改革シナリオを自ら
の言葉で提示し、陣頭指揮を執る役割が求められる。日本企業は、全社型業務
改革によって次世代の経営基盤を早期に確立させるべき時期にあり、経営のあ
り方、経営者自身のあり方そのものの改革も同時に求められている。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1

要約

村上勝利
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Ⅰ 全社型業務改革が
 求められる背景

日本ではこれまでも多くの企業が、業務改
善やBPR（ビジネスプロセス・リエンジニア
リング）に取り組んできた。2008年のリーマ
ン・ショックを経た現在では、専任部署を設
置し、特定業務や部門の垣根を越えて全社レ
ベルで新たな業務を再構築する「全社型業務
改革」（図１）と呼ぶべき改革に取り組む企
業が増えている。

企業がこのような全社型業務改革に取り組
む背景には、以下のような３つの経営課題が
ある。

１点目は、国内市場の成熟・飽和や急激な
円高などの逆境の克服に向けた「成長戦略の
遂行」である。厳しさを増す経営環境の変化
に対応すべく、多くの企業が新たな事業領域

の構築や事業のグローバル展開、M&A（企
業合併・買収）、新たな市場創出のための製
品やサービスのイノベーション（革新）に取
り組んでいる。

新事業領域を構築・拡大させるには、従来
の業務プロセスとは異なった新たなプロセス
の構築が必要となる。たとえば、新興国で市
場拡大を試みる企業は、製品開発のプロセス
や販売・アフターサービスの手法をその市場
に合わせた方法へと変えていかなければ、も
はや競争力を発揮できない。また、M&Aを
行った企業では、統合効果を発揮するために
PMI（M&A後の統合プロセスとマネジメン
ト）として、業務や情報システムの統合を図
っていかなければならず、この過程におい
て、少なくとも１社または複数社の業務自体
を抜本的に変える必要が生じる。

これらは、企業にとっていわば未体験の取

図1　日本企業が抱える経営課題とバリューチェーン（価値連鎖）における全社型業務改革の位置づけ 

注）BI：ビジネスインテリジェンス、CRM：顧客関係管理、M&A：企業合併・買収、SCM：供給網管理

新事業創造

出荷物流 マーケティ
ング販売

サービス

技術開発

人的資源管理
機能子会社
改革

間接業務
改革

グローバル経営管理・BI 

CRM・営業改革物流改革

研究開発・ 
イノベーション・マネジメント

従来型業務改革 （部門内・特定業務）全社型業務改革 （部門・業務横断）

全社型業務改革により
解決すべき

3つの経営課題 

（新事業、グローバル化、
M&A、イノベーション）

コスト構造の
抜本的改革

（基幹システムの老朽化、
新業務標準の確立）

成長戦略の遂行

業務の抜本的見直し

製造購買物流

調達

グローバルSCM改革・調達改革

生産改革

全社型 
業務改革の 
必要性

全般管理（インフラストラクチャー）

ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
改
革



6 知的資産創造／2012年12月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

り組みであり、従来のやり方をゼロベースで
見直し、仕組みや業務を新たに構築する活動
である。

２点目は、「コスト構造の抜本的改革」が
挙げられる。日本国内はもとより世界的な不
況のなか、製品・サービスのコストダウンに
とどまらず、間接コストの低減によって企業
の収益力を上げていくことが求められてい
る。

この点において日本企業は、欧米企業と比
較して投資家からの収益性向上に対する圧力
がそれほど強くない。また、企業自体も長き
にわたって短期収益よりも中長期の成長に重
きを置いた経営をしてきた歴史がある。しか
し、時代は変わった。昨今の経営環境は、中
長期の成長を目指すうえでも従来のコスト構
造を見直し、短期的な収益向上を実現すべく
生産性を高めていかなければ立ち行かない。
国内大手電機メーカーが大規模なリストラク
チャリング（事業の再構築）を相次いで実施
したり、増幅させすぎて機能が重複してしま
ったグループ子会社を再編したりしているの
もこのためである。

直接支出となる外部調達コストの見直しは
もとより、間接部門やグループ会社など、従
来は手をつけてこなかった領域を含む「聖域
なきコストダウン」が本格的に始まってい
る。

３点目は、社内の基幹システムの更新に伴
う「業務の抜本的見直し」の必要性である。

日本では長年厳しい経営環境が続いてきた
ために、不要不急の投資を抑制するという観
点から、基幹システムの更新を凍結・先送り
してきた企業も多い。そのような企業のなか
には、これまでの各種の「延命措置」では業

務遂行に支障をきたし、いよいよシステムの
更新をしなければ業務が立ち行かないといっ
たところも少なくない。

基幹システムの更新には多額のIT（情報
技術）投資と、設計から開発、移行まで含め
れば数年にわたる期間が必要なケースが多
い。多くの日本企業ではERPパッケージ（統
合業務パッケージ）を導入して、費用と開発
期間を最少化しようとしているものの、日本
企業独特の商習慣や業務も多く残っており、
その業務自体を見直して改革するか、あるい
はシステムの追加開発やカスタマイズをする
かが必要となる。

このため基幹システムの更新は単なるIT
的側面での取り組みではなく、全社の業務を
一から見直して課題を整理し、新しい業務標
準を構築しようとする業務改革への取り組み
につながっていく。

成長戦略の遂行、コスト構造の抜本的改
革、業務の抜本的見直し、いずれかの要因ま
たはその複合的要因によって、特定部門の改
革にとどまらない全社型業務改革に、業界を
問わず多くの日本企業が取り組むようになっ
てきている。

Ⅱ	 日本企業の業務改革の
	 必要性と優先度

現在企業が直面する経営課題を解決するた
めに始まっている全社型業務改革は、日本企
業の経営能力としての「戦略実行力」を強化
する取り組みといえる。

企業にとって戦略とは、経営目的達成のた
めに何をすべきかを決定する最も重要な機能
である。しかし、現在の経営環境では、何を
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するかを決定したら直ちに実行して競争優位
性を築けなければすぐに陳腐化してしまう。
また、不確実性の高い経営環境下において
は、経営を安定化させようとすると、どうし
ても思い切った戦略は取りにくくなり、同業
他社と似た戦略になりやすい。

しかし、戦略実行力が高い企業は、ライバ
ル企業に先手を打たれるなど多少の出遅れや
失敗で一時的にダメージを負っても、すばや
い実践や修正で早期に業績を回復させること
が可能である。

たとえば、スマートフォン（多機能携帯電
話）市場では、アップルがイノベーティブな
製品を開発し市場を創造してきたが、韓国企
業は数年のうちにキャッチアップし、すでに
世界市場でトップシェアの座を勝ち得てい
る。薄型テレビ市場も同様に、もともと優位
であった日本企業の技術力に対して、韓国企
業が価格競争力に加えて広告・宣伝力で対抗
し、技術力までもキャッチアップして凌駕し
てしまった。現在では中国企業が韓国企業に
追随している。

これらのことを人体にたとえるならば、も
ちろん脳は必要だが、神経系を発達させ、筋
肉にすばやく情報を伝えて行動できる能力

が、市場で勝つために今まさに求められてい
る。脳で考えた「戦略」を、神経系を通じて
すばやく「情報伝達」し、全身の器官である

「組織で実行」するのである。また逆に、今
市場で起きている変化を全身の器官で察知し
て経営の中枢にすばやく伝達し、戦略の変更
や新たな「打ち手」を講じるといった動きを
取らなければならない。

話を企業に戻せば、巨大組織についた無駄
な贅肉をそぎ落とす従来型の改革と同時に、
組織間の情報連携・伝達をすばやくすること
で、経営の意思決定力向上と現場がスピーデ
ィに実行に移せる改革に取り組み、その両方
を通じ、企業は全身を鍛え直さなければなら
ない。

無駄な贅肉という観点からいえば、日本企
業のスリム化はいまだ途上段階にある。

日本企業の多くは、今まさに真のグローバ
ル化を目指しており、野村総合研究所（NRI）
の調査結果によると、海外売上高比率が３割
を超えると、グローバル事業を担うためにグ
ローバル本社機能を拡充させる動きが本格的
に出てくる。

2011年12月〜12年１月にNRIが実施した「グ
ローバル本社機能のあり方に関するアンケー

図2　日本企業における本社部門の変化

2000年ごろと比較して本社部門はどのように変化したか

0 20 40 60 80 100

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月

N＝145

業務範囲

コスト・人員数

%

34 33 23 3 2 5

19 28 23 12 12 6

大幅に増えた 若干増えた あまり変わらない 若干減った 大幅に減った 無回答
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ト調査」では、「2000年ごろと比較して本社
部門の業務範囲がどのように変化したか」と
いう問いに対し、67％の企業が「増えた（『大
幅に増えた』『若干増えた』）」と回答してい
る。そしてそこに割かれるコストや人員は、
同じく2000年ごろと比較して、47％の企業で
増加しており、「減少した（『若干減った』

『大幅に減った』）」とする企業は24％にすぎ
ない（前ページの図２）。グローバル事業の強
化という戦略に基づいて、多くの企業が本社
間接部門の強化を図っている実態がわかる。

一方、NRIが米国のハケットグループと提
携して日本企業向けに提供しているグローバ
ル・ベンチマーキングに基づいて日本企業と
欧米のグローバル企業を比較すると、新たな
実態が浮き彫りになってくる。

たとえば日本企業の経理・財務部門の人員
は、現在でもデータ収集や加工、編集、報告
といった定型的な「処理的業務」へ投入され
る割合が高い。一方、データ分析や考察、経
営への提言など企画・計画や管理的な「財務
計画・業績管理業務」への人員投入は欧米グ
ローバル企業よりも少ない（図３）。人事関

連部門も同様で、従業員関連のデータ更新業
務の自動化率を比較すると、日本企業は欧米
グローバル企業の２分の１から３分の１程度
にとどまっており、「処理的業務」への人的
リソースの投入割合が高いことがわかる。

以上から推察されるのは、日本企業では業
務範囲の拡大に合わせる形で本社部門の人員
を増やしてきており、人員の適正配置を含め
た抜本的な業務効率化の観点ではまだ不十分
ということである。

神経系である組織間の情報連携・伝達の観
点でいえば、企業成長に伴う組織の規模拡大
やその組織の世界的な広がりのなかで、日本
企業においても優れた神経系を備える重要性
はますます高まっている。

実際、NRIの前出の調査からは、多くの企
業で「部門情報の集約・経営判断の仕組み強
化」や「川上・川下での情報の共有」「営業
現場の情報活用力強化」といった情報連携・
伝達にかかわる課題が、戦略課題として積極
的に取り組まれていることがわかる。

ところで、企業内の情報連携・伝達を支え
るITシステムにBI（ビジネスインテリジェ

図3　日本企業と欧米グローバル企業の経理・財務部門の人員数 

注）日本企業・欧米グローバル企業の各業務を担当する平均的な人員数を相対的に比較したものであり、グラフの高さは絶対数を表す
ものではない

出所）「NRIグローバル・ベンチマーキング」の結果に基づき作成 

日本企業 欧米グローバル企業

コンプライアンス・ 
リスク管理業務

財務計画・ 
業績管理業務

財務経理・ 
企画・管理業務

処理的業務

30～40%の差
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ンス）システムがあるが、この導入状況を見
ると、約７割の企業が「経理・財務業務」に
導入している。しかし現状で「経営企画・管
理業務」に導入している企業は４割に満たな
い。一方、３割以上の企業が今後、経営企画・
管理業務への導入意向を示している（図４）。
BIシステムの用途別活用度を見ると、欧米
グローバル企業を１とした場合、日本企業は
２分の１から、３分の１にとどまっているの
が現状である（図５）。

日本企業にとって、人員配置も含めた抜本
的な構造改革による「経営の合理化」と「情
報連携・伝達機能の高度化」という課題の重
要性と優先度は、間違いなく高まる一方であ
る。対して現状は、いまだ途上段階にある。

Ⅲ	 全社型業務改革の特徴

日本企業が市場で生き残るために、今まさ

に求められ、優れた神経系と全身の器官を備
えた、すなわち戦略実行力を高めるための企
業改革が「全社型業務改革」である。これ
は、これまで取り組んできた特定部門の業務
改革や現場の知恵を結集した、いわゆる「カ
イゼン」とは異なる性質のものである。本章

図5　日本企業と欧米グローバル企業のBIシステムの用途別活用度 

注）BI：ビジネスインテリジェンス、OLAP：オンライン分析処理 
出所）「NRIグローバル・ベンチマーキング」の結果に基づき作成 

OLAP機能 報告書作成機能 統合化機能

高 高 高

低

低

低

2分の1から3分の1 
の活用度 

日本企業 欧米グローバル企業

図4　BI（ビジネスインテリジェンス）システムの導入状況と、今後導入したい業務

BIを導入している業務 今後BIを導入したい業務

N＝145 N＝145

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月
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では、従来の業務改革と比較した際の、全社
型業務改革の特徴を整理したい。その特徴と
は、

①目的は「全社の戦略の実現」
②大胆な組織改編や人事異動の実施
③改革の対象が全社または複数部門
④専任部署の設置
──の４点である（図６）。

1	 目的は「全社の戦略の実現」
１つ目の特徴は、業務改革の目的そのもの

である。従来の業務改革の目的が生産性向上
やコストダウンであるのに対し、全社型業務
改革は全社の戦略の実現が目的なのである。

業績が悪化し余剰人員を抱えてしまってい
るという状態であれば、単純な人員削減の施
策に舵を切り、最低限の人員で業務をこなす
というやり方もできる。しかしその結果、縮
小均衡のサイクルに陥り、新事業の立ち上げ
や事業機会の波に乗れず、何度もリストラを
繰り返すという事態を招いてしまうケースも
少なくない。

今求められているのは、企業全体が新しい
事業環境に適応するための全社を挙げた改革
であり、単純なコスト削減や特定部門だけの
生産性向上ではない。したがって全社型業務
改革には、企業としての経営戦略、あるいは
事業戦略が必要不可欠となる。企業や事業全
体を生まれ変わらせるために、組織や人も含
めて業務全体を見直し、環境に適応させてい
く必要がある。

2	 大胆な組織改編や人事異動の実施
２つ目の特徴は、組織や人員の異動・変更

である。従来の業務改革では、改革実行者の
利害関係が背景にあるため、同実行者の管理
下にある部門や部署で働く人員に対しては踏
み込んだ改革がされにくかった。なぜなら、
特定業務や特定部門の改革を主導するのが部
門長自身であり、自分の組織に手をつけるこ
とへの心理的抵抗が強く働くからである。そ
のため、外注費や派遣社員の削減を検討する
ことはあっても、管轄部門や管轄部署を超え
た正規社員の大幅な配置転換や人員削減を伴

図6　従来の業務改革と全社型業務改革の比較 

従来の業務改革 全社型業務改革

部門長、プロジェクトチーム

ダイナミック 
（組織改編・人事異動を伴う） 

ミニマム 
（派遣・契約社員の削減、

社員の担当変更）

経営者＋専任部署

全社（海外・子会社を含む）
または複数部門・業務
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組織の生産性向上 
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う改革は、いわゆる「リストラ」でないかぎ
り、実施されにくかった。

こうしたことから、業務改革を実行しても
当初の期待とは裏腹に社員の余裕時間が増え
るにとどまり、業務上の利便性向上にはつな
がるものの、目に見える形での財務的成果に
つながらないケースが多かった。

これに対して全社型業務改革は、先に論じ
たように「戦略の実現」が目的であるため、
組織や人の問題にも大胆に踏み込んだゼロベ
ースでの改革という特徴がある。ビジネスを
遂行していくうえで現在の組織が本当に最適
なのか、そこに社内の人的リソース（資源）
を割り当てることが付加価値創造につながる
のか、といった観点で業務を見直していく。

低成長の事業環境下で、企業としては従来
の分野から新たな分野に人材を振り向けるた
めの原資を生み出さなければならない。場合
によっては早期退職やリストラによって経営
の合理化を進めないと、会社全体が立ち行か
なくなるおそれがある。多くの日本企業が、
アンタッチャブルな（手をつけにくい）領域
にも踏み込んだダイナミックな改革をしなけ
ればならないという、切羽詰まった状況にあ
るともいえる。

3	 改革の対象が全社または複数部門
３つ目の特徴は、従来型業務改革よりも、

対象となる組織や業務の範囲が拡大している
点である。戦略の実現に向けて、組織改編や
人事異動を含む経営リソースの再配置をする
結果、当然ながら改革の対象範囲は拡大する。

業務効率化や、生産性向上を目的とした従
来型の業務改革およびカイゼン活動でも、特
定部門や特定業務の改革を長年続けている

と、当初こそ大きな改革効果が得られても、
その改革余地は徐々に小さくなっていく。し
かし、業務間の前後の連携や組織間の連携に
着目すると、業務全体の流れおよび業際に、
実はこれまで見逃していた改革余地や新しい
業務のやり方があることに気づく。

問題の大きい部門や課題のある部門のみで
業務改革を進めるのではなく、個々の部門を
バリューチェーン（価値連鎖）上のビジネス
の一構成要素であると捉え、関連する部門の
集合体を改革の対象とする──いわゆる「サ
イロ化」した組織の壁を取り払う形の改革で
あることが特徴である。

個々の組織や業務の最適化ではなく、会社
全体やバリューチェーン全体を見て最適化を
図る。その結果、従来の業務改革よりも一段
と大きな効果、および未着手だった領域での
効果も期待される。

4	 専任部署の設置
４つ目の特徴は、改革を企画・推進して新

たな業務の仕組みづくりをするために専任部
署の設置が必要になることである。ここ数
年、日本企業では「業務改革本部」や「業務
革新推進室」といった名称の組織・部署が設
置されるようになってきている（次ページの
図７）。

従来の業務改革では、特定部門のタスクフ
ォースという形で事業部門からメンバーを招
集して社内でプロジェクトチームを編成し、
情報システム部門がそのニーズを情報システ
ムに実装するというケースが中心だった。

しかし大規模な業務改革を進めるに当たっ
ては、特定部門の利害や、場合によっては特
定の人の社内での声の大きさに左右されるこ
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となく、鳥瞰的見地から全社の「あるべき業
務」を決定する必要がある。またプロジェク
ト運営の観点からも、関与者が増え、個別に
検討を進める分科会やワーキンググループが
複数立ち上がる大規模なプロジェクトとなる
ため、専任部署が改革全体の橋渡し役となっ
て進捗管理をしていかなければ、期待された
改革の効果を予定期間内に上げることが難し
くなる。

Ⅳ	 全社型業務改革の実践事例

では、全社型業務改革とは具体的にどのよ
うな改革なのか。NRIは全社型業務改革を、
改革の契機とその内容から、

①戦略直結型業務改革
②システム一体型業務改革
③人材変革型業務改革
──の３つに類型化している。それぞれの

改革について事例を交えて以下に論じる。

1	 戦略直結型業務改革
「戦略直結型業務改革」とは、海外を含む新
規の事業領域での成長を目指して現行の業務
とは異なる業務プロセスを構築する場合や、
従来のサプライチェーン（供給網）とは異な
る形の取引形態を実現するような場合の改革
である。

● 製造業Ａ社の事例
製造業Ａ社における経営戦略の最優先事項

は海外事業の拡大であった。中国や東南アジ
アを中心に、過去10年間で着実に売り上げを
伸ばしてきていたが、今後のさらなる事業の
発展や、現地でのさまざまな経営リスクをコ
ントロールするうえでは、海外法人の経営の
現地化が課題となっていた。

そのため海外事業の経営構造改革のプロジ
ェクトを本社直轄で立ち上げ、中国と東南ア
ジアに地域統括会社を設立して現地人経営者
を同社の幹部に登用する改革を行った。併せ
て、日本本社側の海外事業担当部門の機構改
革も実施し、事業部門ごとであった個別管理
体制を海外事業統括部門に再編した。さら
に、グローバル経営管理システムを導入する
ことにより、海外法人側の意思決定を迅速化
させるとともに、日本側でも海外側と同じレ
ベルで経営状況をモニタリングできるように
した。

● 消費財メーカーＢ社の事例
消費財メーカーＢ社は、卸や小売りを通じ

た間接販売チャネルでの事業拡大に限界を感
じ、消費者に直接販売する直販チャネルの強
化を重要な経営戦略として掲げた。

通常であれば、従来の販売チャネルとの競
合を回避するため子会社で事業を立ち上げた
り別ブランドで販売したりと、スモールスタ

図7　業務改革部署への人事異動発令企業の推移 

注）国内全上場企業を対象に、「業務改革」「業務改善」「業務プロセス改革」などの
組織キーワードを含む部署で人事異動が発令された企業を集計 

出所）ダイヤモンド社D-Vision Net ｢人事異動情報｣より作成  
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ートの形態を取る。しかし、競合他社がそう
したやり方での事業の立ち上げに失敗し撤退
する様子を見てきたＢ社は、事業化の最初か
ら、数年後に計画する事業規模を前提に、直
販専用の新たな商流・物流の業務設計、およ
びそれに必要な情報システムを整備してい
る。

この上述の２社とも、経営戦略を実現する
ために業務と情報システムを新たに構築した
例である。従来は業務・情報システムのこう
した整備は後回しにされがちであったが、ス
ピード感を持った事業構築が求められる昨今
では、事業拡大に合わせて、あるいは先行し
て仕組み構築に着手するようになってきてい
る。

2	 システム一体型業務改革
「システム一体型業務改革」とは、基幹シス
テムの更新をきっかけに、現在のビジネスや
取引形態とミスマッチを起こしている、過去
から脈々と受け継がれてきた業務プロセス
を、先進的なITを活用して全社的に見直そ
うとする改革である。

● 中間流通業Ｃ社の事例
中間流通業Ｃ社は、受注処理から物流倉庫

への出荷指示、仕入会計・販売会計までの一
連の処理を、ホストコンピューターで一手に
行っていた。しかし、川上・川下両方からの
業界全体への圧力が強くなり業界再編の動き
が活発化してきたため、近年はM&Aを繰り
返し、そのたびごとに新旧の情報システムを
併用しながら、順次、統合していくという作
業を繰り返していた。

ホストコンピューターによる現行システム

は、そもそも二十数年前に原型が開発された
もので、いわば「建て増し」のような追加開
発を随時行って構築されてきた。そのためシ
ステムの全体像を把握する人員が、社内にも
アウトソース（外部委託）先の情報システム
会社にもいないという状態になっていた。こ
のような状況下ではあったが、ハードウェア
だけは「延命措置」で更新されてきていた。

そこで当初は、情報システム部を中心に
「基幹システム再構築プロジェクト」として
社内プロジェクトが組成されてスタートし
た。しかし、新システムの開発には数十億円
の投資が必要になるうえに、自社の業務上の
課題だけでなく、小売り・流通業を取り巻く
業界全体の環境変化を踏まえた新たな業務要
件を取り込んで開発をしなければならない。

そのためＣ社の経営陣は、情報システム部
門を中心とするプロジェクト体制に不安を抱
き、新たに商流・物流の業務に詳しい人材や
営業部門の人材も巻き込んだ専任部署を新設
した。この部署は単に新システムの開発が目
的ではなく、既存業務全体を合理化し、今後
の事業戦略に求められる業務要件を盛り込ん
だ新業務の実現を目指した。そこで同社は経
営上のこの取り組みを、当初の基幹システム
の再構築から格上げし、業務そのものを見直
す活動の下に新システムを構築することと位
置づけし直した。

このＣ社の例に見られるように、企業の基
幹システムの再構築は、企業のバリューチェ
ーン全体を見直す大きなきっかけになり、従
来の特定部門または特定業務単位の改革では
手をつけにくかった部門間・業際間の問題の
抜本的な見直しにつなげることができる。
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3	 人材変革型業務改革
「人材変革型業務改革」とは、自社だけでな
く顧客や取引先といったステークホルダー

（利害関係者）の人材、およびその働き方、
コミュニケーションに着目する改革である。

たとえばホワイトカラーと呼ばれる事務系
社員の生産性向上という点に着目すると、そ
の戦略的意図とは、社内外の情報伝達をスム
ーズにして社内ナレッジ（知識・知恵）を有
効に活用しながら間接業務を削減し、そのう
えで、人材や効率化した時間を新たな事業や
直接業務に振り向けることにある。つまり、
ボトムラインとトップライン双方の効果が期
待できる。

この場合、戦略的に新たに振り向ける先の
事業や業務が存在しないと、その効果が半減
したり余裕時間として吸収されてしまったり
するので注意が必要である。

改革の具体的な打ち手としては、研究開発
部門や営業部門、本社企画・管理系部門に対
して、全社的に情報が共有できるITコミュ
ニケーションツールを整備する。社内外のナ
レッジをいつでもどこでも活用しながら働く
ことのできる環境を提供し、ホワイトカラー
のワークスタイルそのものの変革を促す。

多くの企業で見られる光景であるが、社内
の会議が多く、その大半が意思決定ではな
く、情報共有のための会議であったりする。
また、社内報告や顧客への提案のために、表
計算ソフトを駆使したデータ集計に時間をか
けていたり、プレゼンテーション用ソフトで
資料を大量に作成していたりする光景も見ら
れる。これらは一見すると必要な業務に思え
るが、生産業務か事業価値創造につながる本
来の活動であるのかという観点からすると、

非効率であったり別の手段で代替できたりす
るケースが多い。

● 化学品メーカーＤ社の事例
化学品メーカーＤ社は、これまでも生産工

程の業務改革には取り組んできており、工場
ラインの自動化や可視化を進めてきた。その
結果、原料価格・為替変動の影響はあるもの
の国際的な競争力を維持してきた。その一方
で、間接部門や研究開発部門での業務の可視
化は進んでおらず、適正な業務量や人員配置
という観点からは、経営側も漠然と問題意識
は持ちながらも、現場の抵抗もあり改革のメ
スを入れることができなかった。

そこでＤ社は、ホワイトカラーを中心に全
社の業務量調査を実施した。本社および工場
管理部門では本来的な企画・管理業務と処理
的業務とを切り分けして可視化し、研究開発
部門では試験・実験・開発業務と、過去の実
験データなどの情報収集や報告業務を精緻に
可視化した。

その結果から、社内の会議や連絡・伝達方
法、紙媒体・電子媒体による社内情報の蓄
積、およびコミュニケーションに問題がある
ことを突き止め、全社の情報系システムを再
整備することを決定し、着手している。

また、本社オフィスの移転が決定していた
ため、間接部門や営業部門の社員に対して
は、固定の自席を用意しないいわゆる「フリ
ーアドレス制」の導入、社内の文書自体を減
らす「ノンペーパー活動」への取り組み、さ
らに在宅勤務の制度整備にも着手して、ホワ
イトカラーの働き方そのものにメスを入れよ
うとしている。

これらの一連の業務改革でＤ社が期待して
いる成果は、従来の大量生産型ビジネスか
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ら、近年の成長事業領域である素材を活用し
た電子材料などの多品種型ビジネスへの人材
シフトである。戦略実現に向けて社内の人材
やナレッジの交流を促し、社員の融合化とモ
ビリティ（可動性）を高めて、業務だけでな
く企業文化をも変えようとしている。

Ⅴ	 全社型業務改革の進め方と
	 成功のポイント

全社型業務改革を成功に導くには、改革に
かかわる部門や人材が、それぞれの立場で求
められる役割を着実に果たすことが前提条件
である。

1	 専任部署の全社最適視点による
	 改革推進

全社を挙げて業務改革を実行しようとする
場合、従来、その運営組織は経営層から任命
されたプロジェクトチームのほか、情報シス
テム部門が主導してきた。しかし昨今は、事
業部門や情報システム部門など、人材をクロ
スファンクションで集結させ、業務改革の専
任部署を新設して取り組むケースが増えてい
る。

前述のNRIの調査によると、国内の上場企
業3500社のうち約200社の企業が、業務改革
を推進する専任部署をすでに設置しているこ
とがわかっている。そしてその部署の長には
社長自らが就いたり、常務取締役や執行役員
クラスが就いたりする企業も多い。

専任部署を置くメリットは、特定部署の現
状の利害を超え、今後の戦略を踏まえた全社
最適の観点から新業務を設計できることにあ
る。また、兼任体制によくありがちな「活動

に十分な時間が取れない」「検討が中途半端
になる」「活動が遅延する」などのリスクも
回避・軽減できる。

逆にいえば、特定の事業部門の代表者や情
報システム部門だけでは部分最適に終始し、
現状にとらわれすぎて抜本的な業務改革に至
らないケースが多く、経営が望む改革の推進
にとって大きな足かせとなる。特定の事業部
門の代表者は、自部門の業務には精通してい
るものの、必ずしも業務の最初から最後まで
の全体を一連の流れとして捉えているわけで
はない。また、本来の業務を横に置いてま
で、改革をどうしても成し遂げなければなら
ないという意識も持ちきれない。

そこで業務改革の専任部署がPMO（プロ
ジェクト・マネジメント・オフィス）の役割
を担い、業務全体を見渡しながら事業部門に
適切な提案やアドバイスをし、一方、情報シ
ステム部門に対してはコストと時間をマネジ
メントしながら、改革活動全体を進めていく
ことが有効である。

2	 事業部門の積極関与
業務改革の対象となる部門が果たすべき役

割は２つある。１つは、自社の戦略を理解し
たうえで今後のあるべき業務を描くこと、も
う１つは、現状にとらわれず、変化を前向き
に受け入れて現状の業務を積極的に変えるこ
とである。

これまでの多くの業務改革は、事業部門の
抵抗により頓挫したり、情報システム面では
多くの例外処理やカスタマイズ開発が必要と
なって開発費用や期間が当初の想定を超過し
たりしてきた。しかし、事業部門が自らの事
業や業務範囲を超えて自社全体が置かれた経
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営環境を認識し改革の必要性を理解できれ
ば、新業務の設計や導入において、「本当に
守らなければいけないもの」「変えるべきも
の」は何かが明確に取捨選択できるはずであ
る。

プロジェクト活動を通じて業務改革に取り
組む場合、事業部門からの積極的な関与が不
足し、同部門からの理解がどうしても得られ
ないということが起きがちである。これは大
きな障害となる。このことから、事業部門出
身者をプロジェクトの専任者として人事異動
を発令し、専任部署に取り込むことが全社型
業務改革の有効な手立てとなる。これによ
り、専任部署は事業部門と継続的かつ綿密に
対話を繰り返すことが可能となる。

3	 情報システム部門と専任部署との
	 二人三脚による先導

情報システム部門も全社型業務改革では極
めて重要な部門である。戦略直結型、システ
ム一体型、人材変革型の３類型のいずれにお
いても先進的なITを情報システムに導入し、
有効に活用することが必須である。

情報システム部門は、全社型業務改革の専
任部署に中核メンバーを輩出する部門である
とともに、専任部署と緊密な協力関係で改革
を進める主体者の一つである。その点で、以
下の３つの役割が求められる。

第１に、事業部門および業務改革の専任部
署に対してITに関するさまざまな情報を提
供することである。事業部門の関心は現場の
業務を着実に遂行することにあり、現状を大
局的な見地から分析したり、同業他社や異業
種の業務がどのようなやり方であるかを把握
したりする機会は比較的少ない。これに対し

て情報システム部門は、ITに関連する情報
や提案をさまざまなベンダーから提供される
機会が多い。その優位性を活かして、情報シ
ステム部門は、成功事例を含むこれらの外部
情報を事業部門に提供するとともに、併せて
自社での適用可能性とその予想効果を検討
し、社内の業務を変えるアイデアを提供する
のがその役割である。

第２に、事業部門の要望を整理し適切な実
現手段を提供することである。情報システム
の利用者は表面的なユーザーインターフェー
スや特定機能の有無にこだわる傾向がある。
また仮に戦略的見地を踏まえ、今後のあるべ
き業務を特定できたとしても、事業部門が実
現したい業務の本質は何であるかをITの専
門家の目で捉え、どのような技術やアーキテ
クチャー（システム構成・構造）によってそ
れを実現するのか、安定的に運用するための
システム基盤をどうするのかなどを提案する
ことは、情報システム部門の本来の役割であ
る。

第３に、部門横断の業務改革プロジェクト
のマネジメント機能である。情報システム部
門は専任部署とともに、外部のシステム会社
を適切に管理しながら、業務改革推進の先導
的な役割を積極的に果たすべきである。

4	 経営者主導で次世代の
	 経営基盤を構築

今後、日本企業で取り組みがますます本格
化していくと予想される全社型業務改革で
は、業務改革を先導する専任部署を中心にす
えて、事業部門・情報システム部門それぞれ
の役割を明確にして取り組むべきである。

日本企業が現在置かれている経営環境を考
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えると、業務改革はもはや現場レベルの課題
ではなく全社レベルの経営課題となってい
る。プロジェクトチームや情報システム部門
からの進捗報告を受けるだけでなく、経営が
率先して、自社をどのように改革しようとし
ているのか、全社の戦略の方向性と合わせて
指し示す必要がある。

第Ⅳ章で示した全社型業務改革の３類型で
ある、

①戦略直結型業務改革
②システム一体型業務改革
③人材変革型業務改革
──のいずれの改革も、もはや特定部門単

体で解決できる問題ではない。外部の力も活
用しながら、社内の複数部門または全社まで
巻き込まなければ答えは導き出せない。この
活動は、いわば新たな経営基盤を構築する活
動にほかならない。

企業のトップマネジメントには、自らの言

葉で改革シナリオを提示して陣頭指揮を執る
役割が求められる。自社の戦略と併せて、全
社型業務改革で目指すゴールを明確に提示
し、社員をその改革に巻き込んで、会社全体
を一気に変えていく。

日本企業を取り巻く環境は急激に変化して
おり、トップマネジメントが全社型業務改革
で強いリーダーシップを発揮することで経営
リソースを早期に再配置し、戦略を実行・推
進させる実現力を高めなければ、時代に取り
残されてしまう。

全社型業務改革は、経営のあり方、経営者
自身の役割とあり方そのものも同時に求めら
れる改革である。

著 者

村上勝利（むらかみかつとし）
経営情報コンサルティング部長、上席コンサルタント
専門は経営戦略、ビジネステクノロジー



18 知的資産創造／2012年12月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

グローバル本社機能の再構築

CONTENTS Ⅰ　日本企業の本社を取り巻く環境変化
Ⅱ　本社改革の阻害要因──グローバル本社のあり方（アンケート調査結果より）
Ⅲ　グローバル有力企業が恒常的に活用するベンチマーキングソリューション
Ⅳ　日本企業の本社・間接機能の構造的な問題点
Ⅴ　比較すべきは常に進化するグローバル有力企業のプラクティス

1	 「構造的な円高」「高税率」「高インフラコスト」「エネルギー供給不安」および
その他のマクロ環境要因がボトルネックとなり、日本企業はそのオペレーショ
ンの海外移管を加速させている。事実、大手製造業の海外利益依存度は着実に
高まる傾向にある。

2	 ところが、海外利益を生み出すオペレーションを支援するはずの本社・間接機
能は、従来の国内オペレーションの規模とスタイルを想定したまま日本の本社
組織に滞留している。一方、過去15年間、諸々の規制に対応してきた結果、本
社にはさまざまな専門組織が乱立し、一度は実現した「小さな本社」は再び肥
大化している。このような環境下では、日本企業の本社・間接機能の適正規模
（ライトサイズ）の把握とそれに向けた業務改革が急務となる。

3	 日本企業の多くは「現状のグローバル本社機能の評価・見える化」と「ライト
サイジング」という基本的要件すら乗り越えられていない状況にある。こうし
たなか、「見える化」のソリューションとして、「グローバル・ベンチマーキン
グ」の活用が考えられる。グローバル有力企業は同サービスを定期的に活用
し、自社の相対的なポジショニングを意識して恒常的に業務改革をしており、
日本企業でもすでに同サービスを自社の「改革の入り口診断ツール」として採
用し始めている。日本企業には、BIツール利用の遅れ、非付加価値業務によ
る企画スタッフの時間の占有など、特有の本社・間接機能の構造的パフォーマ
ンス不良が見られる。ガラパゴス的に進化した本社機能の改革は急務である。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1

要約

森沢  徹
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Ⅰ	 日本企業の本社を取り巻く
	 環境変化

1	 外部環境
	 ──海外市場へ逃避する企業収益

国内の経営環境の悪化と海外市場のプレゼ
ンス（存在感）拡大に伴い、企業収益が加速
度的に海外にシフトしている。日本の大手製
造業に限っていえば、従来の「売り上げ」の
逃避に加えて「営業利益」の海外シフトも顕
著である（図１）。同図からもわかるとおり、
連結売上高の海外比率は､ 2008年のリーマ
ン・ショック後に短期的に下振れしたもの
の、連結営業利益の海外比率はこの10年間、
一貫して上昇を続けている。

この収益の海外シフトの背景には、海外拠
点の新設・増設という「連続的な成長」や、
M&A（企業合併・買収）などによる自社拠
点の「非連続な拡大」という力が働いてい
る。特に構造的な円高をテコにした「内外型

（IN-OUT型）M&A」（日本企業による海外
企業の買収）は、きのうまでいっさい無縁で
あった被買収企業を、一日のうちに連結対象
として迎え入れることになるため、従来の日
本型グループ経営を根本から非連続的に揺る
がす可能性が高い。

2	 内部環境
	 ──本社・間接機能の肥大化と
	 　　脆弱化のジレンマ

一方、本社の内部環境を見ると、この15～
20年間に「肥大化」と「脆弱化」という一見
相矛盾する２つの現象が同時進行してきたと
いえる。

①肥大化
1990年代後半以降、諸々の新規制の導入に

対応するため、本社にはさまざまな専門の組
織が設置された。多くの企業の15年前の本社
組織には、CSR（企業の社会的責任）、ダイ
バーシティ（人材の多様性）、コンプライア

図1　日本の大手製造業の海外売上高・海外営業利益比率の推移

海外
国内

海外比率（右軸）
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兆
円

％ 兆
円

％

注）2000年度から海外売上高情報を開示し、継続的にデータが取れる売上高5000億円以上の製造業74社の合計
　　2010年度以降はマネジメントアプローチによるセグメント開示のため、データの継続性が損なわれており分析不能
出所）各社有価証券報告書の地域別セグメント情報より作成
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ンス（法令遵守）、J-SOX、内部統制という
名称の組織はなかった。

②脆弱化
1990年代後半以降、多くの企業は一貫して

「権限委譲型」の組織設計・運営を進めてき
た。たとえば、カンパニー制度の導入や、純
粋持株会社への移行に伴う事業部門の分社化
である。このような組織形態を円滑に運営す
るには、権限が委譲される事業部門・事業会
社の企画機能を強化する必要があった。そこ
でコーポレート部門から、事業部門・カンパ
ニー、あるいはグループ企業へと企画系スタ
ッフ人材が多く流出し、その結果、コーポレ
ートに残る純粋な企画スタッフ・機能は希薄
化し脆弱化した。

さらに、優秀な日本人コア（中核）人材を
コーポレートから海外現地拠点へ派遣するモ
デルも、もはや破綻しつつある。野村総合研
究所（NRI）が2008年に実施した「グローバ
ル経営管理に関するアンケート調査」注1に

よると、グローバル人事・人材に関する最も
深刻な上位２つの問題として、

● 本社からの派遣者育成が事業展開のスピ
ードに間に合わない

● 本社側に、現地の問題や特異性を理解し
て調整・対応を図れる人材が乏しい

──が指摘された（図２）。
海外拠点の展開先が、従来の生産拠点とし

てのASEAN（東南アジア諸国連合）、販売
市場としての欧米先進国であった時代には、
量的な供給や人材の質の問題も軽微であっ
た。しかし、この10年間でBRICs（ブラジ
ル、ロシア、インド、中国）に代表される新
興国への拠点進出が加速し、そこへの本社人
材の供給は質量ともに限界に達している構造
が見える。本社から駐在員が派遣されないな
かで海外拠点のオペレーションを継続すると
いうことは、従来であれば優秀な本社人材が
担っていた現地拠点業務を、現地人材が肩代
わりしている状況である。

図2　グローバル人事・人材マネジメントに関する問題
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応を図れる人材が乏しい
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各国の人材マネジメント上の問題やベストプラク
ティスを共有する機会がない

世界中の拠点から優秀な人材を発掘・開発し、適切
なポジションへ配置・評価・代謝する仕組がない

注）「問題である」と回答した割合が多い上位6項目のみ掲載
出所）野村総合研究所「グローバル経営管理に関するアンケート調査」2008年9月
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3	 日本企業のグローバル本社に
	 突きつけられた４つの改革要件

前節までに見てきた日本企業本社にとって
の外部環境変化と内部環境変化の影響を統合
的に評価すると、図３の①〜④に示す４つの
改革要件が浮き彫りになる。

第１は今後日本に残るオペレーションに見
合った規模まで「グローバル本社（GHQ）
機能・業務をライトサイジング（適正規模化）
する」ことが要件となる。ライトサイジング
はほとんどの企業ではダウンサイジングを意
味する。本体に計上される収益が十分な水準
となるまで、グローバル本社の管理間接固定
費を削減する流れのなかで、一部の機能は生
産拠点・販売市場により近い地域へと、地域
統括機能として海外へ移植されるべきである。

第２の要件は、多極分散化マネジメントモ

デルの構築、すなわち地域統括機能の適切な
設計である。従来のように、低い専門性と高
いコストで日本人駐在員がRHQ（地域統括
本社）に駐在するモデルはもはや許容されな
い。理想的なRHQ機能は各社各様ではある
ものの、従来より一層高度な専門機能（法
務、経理、人事・人材、マーケティング、購
買など）を有し、その多くの役職は現地人材
によって担われるべきである。

第３の要件としては、古くて新しい課題で
ある「PDCAサイクルのグループ・グローバ
ルでの確立」が挙げられる。連結会計が導入
された2000年３月期前後から、多くの日本企
業で「国内連結経営」は段階的に定着してき
た。しかしそれはあくまでも「本体＋国内の
主要グループ企業どまり」のPDCA（計画、
実行、評価、改善）サイクルであった。海外

図3　対応が求められる4つの改革要件（❶～❹）

注）M&A：企業合併・買収、PDCA：計画・実行・評価・改善
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の子会社・拠点はそのPDCAの蚊帳の外に置
かれ続け、計画策定（Plan）への巻き込みが
不十分なまま、あるいは会計年度すら本体と
ずれた状態のまま完全に取り残されてしまっ
た。海外子会社のトップが日本人駐在員の場
合、PDCAプロセスはそうしたトップが半期
から四半期に一度、日本本社に帰国するタイ
ミングで実現することが多い。収益の源泉が
これだけ海外に依存しているにもかかわら
ず、日本人同士の日本語によるこのような内
輪的なPDCAでは、もはや立ち行かなくなる
ことは自明である。

そして第４の改革要件として、これも古く
て新しい課題である「グローバル人材（特に
次世代経営幹部を担う上級管理職）の本格的
な育成」がある。ここでの「グローバル人材
育成」とは、もちろん、日本人コア社員の一
方向的な国際化ではなく、国籍・その他の属
性によらない多様な「グローバルタレントの
最大活用」という意味である。バックグラウ
ンドも学歴も職歴も多様なこうした人材が、
PDCAプロセスを通じて、グループ・グロー
バルの価値創造に向けて共通言語でやり取り
しながら切磋琢磨する制度と場づくりが急務
である。

Ⅱ	 本社改革の阻害要因
	 ──グローバル本社のあり方
		    （アンケート調査結果より）

1	 10年前と比較して業務範囲と
	 規模が拡大した本社

NRIでは、国内外の環境変化に対する日本
企業の問題意識と改革の実態を探るため、

「グローバル本社機能のあり方に関するアン

ケート調査」注２を実施した。図４は、本社
の業務範囲およびコスト・人員数について、
10年前と比較したものである。それによる
と、グローバル本社の業務範囲、コスト・人
員数が「大幅に増えた・若干増えた」と回答
した企業が、「大幅に減った・若干減った」
と回答した企業を大きく上回った。すなわ
ち、より広範な業務を担い、かつコスト・人
員もかかるようになったグローバル本社の改
革は、経営課題上軽視できない、重要な位置
づけにあるといえる。

2	 改革のゴール設定の難しさ
同調査で、グローバル本社改革の障壁（阻

害要因）について、複数回答方式で集計した
のが図５である。突出して多かったのは、

「本社・間接機能については、どのような規
模（コスト）・品質が最適なのか尺度が無
く、目標設定が困難」と「そのような本社・
間接機能改革を実際に推進するスタッフが不
足」という回答であった。

オペレーション範囲がグローバルに広が
り、間接機能は、もはや本社組織や本社ビル
内にとどまらず物理的に広がっている。その
ようななか、連結ベースでの適正規模や適正
品質を見たときの尺度は、もはや自社の過去
の水準ではなく、比較可能な形式に加工され
た、客観的かつ定量的な他社データこそが求
められる。

3	 改革のイニシアチブ（推進責任）の
	 所在の曖昧さ

改革を現場で推進するスタッフの不足に加
えて、図５を詳細に読み解くと、本社改革を
リードする改革のオーナー（推進責任者）の
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不在も高い障壁となっている。本社組織の主
要な部門である財務・経理、人事・人材、企
画、IT（情報技術）などには各々担当役員
が置かれていたり、その専門性の高さから互
いの領分に対して改革のメスはおろか、社内
的なコミュニケーションすら満足に取れてい
なかったりするケースが散見される。たとえ

「本社担当役員」という役職があったとして

も、その役員自身は、どこか特定の間接機
能・フィールド（分野）出身の役員というケ
ースが多い。

すなわち、本社・間接機能全体あるいは特
定機能を最適化するためのドライブ（原動
力）、もしくはインセンティブ（動機づけ）
は、特定の役員からは生まれにくい構造がこ
こにはある。ある意味で、「『Ｃ』レベルのオ

図4　グローバル本社の業務範囲、コスト・人員数の変化

注）GHQ：Global Headquarters（グローバル本社）
出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月

％
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2.コスト・人員数

大幅に増えた 若干増えた あまり変わらない・どちらともいえない

若干減った 大幅に減った 無回答
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　GHQが担う業務拡大
→GHQの重要性の向上

　コスト・人員数の増加
→今後はコスト効率向上が課題

Q. 2000年頃と比較して、GHQの規模（1. 業務範囲、2. コスト・人員数：派遣社員、契約社員を含む）
　 はどのように変化しましたか。（各項目について○を1つずつお付けください）
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図5　グローバル本社の改革の阻害要因

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月

Q. GHQの機能（本社・間接機能）の費用対効果を最大化する改革の障壁となっている要素・要因に
　 ついて当てはまるものをお答えください。（当てはまるものを3つまで選んで○をお付けください）
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フィサー（CFO〈最高財務責任者〉、CTO
〈最高技術責任者〉、CHO〈最高人事責任者〉
など）」という専門性の軸が弱いという日本
企業特有の構造的な問題でもある。

4	 グローバル本社、地域統括機能、
	 それらを結ぶPDCAおよび幹部
	 人材育成のあるべき姿

今後のグローバルオペレーションを考える
と、従来型のフル装備のグローバル本社はオ
ーバーサイズである。市場および競合に近い
地域に統括機能を有するRHQを設置し、そ

のRHQに相当程度の機能を移管する。キー
ワードは「権限委譲とガバナンス」である。
すなわち、よりローカルな情報に基づく意思
決定と業績推進責任を現地に持たせる代わり
に、グローバル本社およびRHQは従来以上
にガバナンス（統治）を強化するのである。

そうした権限委譲とガバナンスとのテンシ
ョン（緊張）の均衡のうえで戦略PDCAが回
り、かつその戦略の実行を指揮できるこうし
たグローバル人材の育成が回る。NRIが提唱
するグローバル経営管理モデルの「あるべき
姿」を図６に模式的に表現した。

図6　日本企業が構築すべき「あるべきグローバル経営管理モデル」

グローバル人材

ローカル人材

注） KPI：重要業績評価指標、RHQ：Regional Headquarters（地域統括本社）
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Ⅲ	 グローバル有力企業が恒常的に
	 活用するベンチマーキング
	 ソリューション

前述の一連のアンケート結果からわかると
おり、日本企業の多くは、必要な４つの改革
要件の最初「現状のグローバル本社機能の評
価・見える化」と「ライトサイジング」とい
う基本的な要件すら乗り越えられていない状
況にある。本章以降では、改革の第一歩に必
要なグローバル本社機能パフォーマンスの

「見える化」のソリューション（課題解決
策）として、NRIと米国ハケットとの戦略的
提携関係によって提供可能となった「グロー
バル・ベンチマーキング」を紹介する。

1	 米国ハケットとNRIとの提携
	 によるベンチマーキング
	 ソリューション

ハケットは創業20年、米国ナスダック市場
に上場し、なかでも財務・経理、人事・人
材、購買、IT、シェアードサービスをはじ
めとする管理間接機能のベンチマーキング、
および業務改革に特化した老舗のベンチマー
カーである。NRIとは2010年に戦略的提携関
係を締結し、以降、日本ではNRIが、ハケッ
トのベンチマーキングソリューションを日本
企業に独占的に提供している。

ハケットが保有する、累積2000社を超える
グローバル有力企業のデータベースは、顧客
企業の機密情報を高いセキュリティレベルで

表1　野村総合研究所とハケットで計測が可能な4つの主要間接機能・業務

財務・経理（Finance） 人事（Human Resources） 購買（Procurement） 情報技術（IT）

■支払サイクル
①支払債務管理
②旅費・交通費、その他経費

■収益サイクル
③与信
④顧客への請求書発送
⑤債権管理
⑥入金管理
⑦紛争管理

■一般会計および外部報告
⑧一般会計
⑨内部取引
⑩原価計算
⑪固定資産
⑫外部報告

■税務管理
⑬税務管理
⑭資金管理
⑮資本管理、リスク管理

■コンプライアンス管理
⑯コンプライアンス管理

■財務計画・業績管理
⑰事業計画・および収益管理
⑱事業分析

■一般管理業務
⑲一般管理業務

■総合報酬関連
①健康保険関連事務
②年金および貯蓄積立管理
③報酬管理

■給与計算・支払サービス
④顧客への請求書発送
⑤債権管理

■データ管理、コンプライアンス
⑥従業員データ管理と報告
⑦コンプライアンス管理

■人材配置関連サービス
⑧人材採用・配置
⑨退職プロセス

■人材開発サービス
⑩伝承可能な能力
⑪伝承不可能な能力

■組織効率に関するサービス
⑫組織設計と組織開発
⑬従業員リレーション

■労務管理
⑭労務管理

■計画・戦略策定
⑮総合報酬計画
⑯戦略的人材育成計画

■人材企画・管理
⑰人材企画管理

■処理実行とコンプライアンス
①取引先データ管理
②購買依頼および注文書の処理
③サプライヤーのスケジュール管
理
④検収データの処理
⑤コンプライアンス管理

■顧客管理
⑥外部顧客の管理
⑦内部顧客の管理
⑧商品設計・開発支援

■調達実行
⑨要求定義とサプライヤーの入札
⑩サプライヤーとの交渉および契
約

■サプライヤー管理および開発
⑪サプライヤー管理
⑫サプライヤーとのパートナリン
グ

■計画および分析
⑬調達計画および戦略の策定

■購買企画・管理
⑭戦略およびパフォーマンス管理
⑮調達機能の改善活動とその管理

■全社共通IT基盤管理
①全社共通IT基盤管理
②エンドユーザーサポート
③全社共通IT基盤の開発お
よび実装

■アプリケーション管理
④アプリケーション保守
⑤アプリケーションの開発
および実装

■計画・戦略策定
⑥システム化計画とシステ
ム投資計画
⑦情報システム関連規定の
整備
⑧IT分野の技術動向の把握
⑨アプリ・インフラ開発に
おける品質管理
⑩リスク管理

■IT管理・企画運営
⑪CIO関連業務

出所）野村総合研究所およびハケット（The Hackett Group）
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管理し、３年間というデータ保存期間を維持
することで常に新鮮なベンチマークデータが
活用できる。

実際のベンチマーキングのプロジェクトで
は、クライアント企業は、自社の「規模」と

「複雑性」の２つの観点から類似した比較企
業群（ピアグループ）を抽出する注3。間接
機能のパフォーマンスは、前ページの表１に
示した４つの機能ごとに「コスト効率×業務
品質」の２軸で比較できる。図７には、

● クライアント企業
● ピアグループ
● ワールドクラス
──を、「ハケットバリューグリッド（The 

Hackett Value GridTM）」という散布図に落
として相対的な位置関係を可視化している。

このハケットバリューグリッドの左右に
は、「有効性（業務品質）」および「効率性

（コスト効率）」を構成する主要成分（図７は

財務・経理機能の例示）の各項目に、そのパ
フォーマンス水準を信号機形式で可視化（図
では赤＝●、黄＝●、緑＝●で表示）してい
る。

これによって経営者は、他社と自社との相
対的なポジションを知ることができるばかり
でなく、自社のどのプロセス要素のパフォー
マンスが相対的ポジショニングを決定づけて
いるのか（悪化させているのか、あるいは牽
引しているのか）を把握し、このプロセスを
ピンポイントで改革することができる。

また、表２はベンチマーキングのアウトプ
ットの例で、コスト効率の対ピアグループと
対ワールドクラスとのコスト差を、「プロセ
スグループ」という粒度注４で定量化したも
のである。自社の実際のコストが金額ベース
で把握でき、さらにピアグループとワールド
クラスが実現しているプロセスグループとの
コスト差も、金額ベースで定量的に把握する

図7　「ハケットバリューグリッド」によるクライアント企業と比較対象企業群の相対的パフォーマンスの可視化

★：クライアント企業 　　　　　●：ピアグループ
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ことができる。ここで把握できるコストは、
活動原価基準法で算出されるような「配賦

（あるいは見なし）コスト」ではなく、人件

費、外部委託費、テクノロジー関連費、その
他部門維持費を足し上げた「実際に発生した
コスト」である。

たとえば「一般会計および外部報告」とい
うプロセスグループでは、自社の年間コスト
は5210万ドルである。自社が抽出したピアグ
ループの中央値は「－2090万ドル」、すなわ
ち、約3100万ドルで同じプロセスグループを
実現している。さらにワールドクラスでは

「－3160万ドル」、すなわち約2000万ドルで同
一プロセスグループを実現しているという事
実もわかる。

経営者にすれば、この一般会計および外部
報告のピアグループのパフォーマンスを目標
に設定すれば、毎年約2000万ドルのランニン
グコストが果実として刈り取れる。またその
果実の規模に対して、どれだけの投資（IT
化費用、コンサルタント費用等）をかけるべ
きかという、いわば「改革の採算（ROI）計

表2　プロセスグループ単位で可視化できる現状コスト、対比較対象企業とのコスト差の例

財務・経理プロセスグループ
ABC社のコスト
（万ドル）

ピアグループとの
コスト差
（万ドル）

ワールドクラスとの
コスト差
（万ドル）

支払サイクル 1,740 1,010 1,340

収益サイクル 1,710 180 540

一般会計および外部報告 5,210 2,090 3,160

税務管理 2,650 640 830

財務管理 1,520 510 690

コンプライアンス管理 3,350 750 960

事業計画および収益管理業務 2,180 740 1,450

事業分析 3,510 1,260 1,420

財務・経理業務機能の管理 1,790 620 1,390

プロセスコスト合計 23,660 ── ──

テクノロジーコスト 3,770 690 1,080

その他のコスト 5,030 120 370

財務・経理コスト合計 32,470 ── ──

注）コスト差表示が「正」の場合、ABC社は比較対象企業群より「コスト高」
出所）野村総合研究所およびハケット（The Hackett Group）
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画」も手にすることができる。
グローバル有力企業の多くはこのようなベ

ンチマーキングサービスを、人間でいえば
「人間ドック」のように、毎年あるいは２年
に一度、定期的に活用している。世の中で利
用可能な技術やビジネスルールが変更になれ
ば、ピアグループやワールドクラスのパフォ
ーマンスもその時点ごとに当然変化する。す
なわち、常に移動するターゲット（ムービン
グターゲット）に対して、自社の相対的なポ
ジショニングを意識して恒常的に業務改革を
施しているのである。

また、外部からのガバナンスが徹底してい
る企業では、取締役会が、間接機能のパフォ
ーマンスの客観的なスコアカードとしてハケ
ットのサービスを利用し、自社のＣレベルオ
フィサーのパフォーマンスを業績評価すると
いう、透明性の高い活用の仕方もある。ある
いは、公益性の高い企業、たとえば電力会社
などが料金改定の際に、その金額の正当性を
検証する材料として、ハケットにベンチマー
キング分析を依頼することもある。すなわ
ち、業界他社と比較して、当該電力会社は合
理化の努力を十分しており、電力料金改定

（値上げ）を正当化するというロジック（論
理）の傍証に活用するのである。

2	 国内の萌芽事例
	 ──Ａ社の財務・経理ベンチマー

ク、Ｂ社のITベンチマーク、
Ｃ社の４機能ベンチマーク
の経営判断に至った背景と
問題意識

日本企業の間にも、このグローバル・ベン
チマーキングを自社の間接機能改革のツール

に採用する企業が出始めている。以下に日本
の有力企業３社がグローバル・ベンチマーキ
ングを採用するに至った背景や問題意識につ
いて簡単に紹介する。問題意識および経営環
境は各社各様であるものの、いずれの企業も、
グローバル展開に対する強い焦燥感と、経営
陣レベルでの改革のオーナーシップ（当事者
意識）の所在という２点は共通していた。

①B2BメーカーＡ社の財務・経理ベンチマ
ーク

グローバル市場でトップシェアのポジショ
ンを維持するB2B（企業間取引）メーカーの
Ａ社は、自社の財務・経理のコスト水準と業
務品質（経営の意思決定を支える経営情報の
報告速度、および事業部門の判断に資する経
理情報の加工提供）を一層高めたいと考えて
いた。特に「意思決定の速度と品質」につい
ては、グローバルな競争相手に差をつけられ
ているという認識があった。

しかし、財務・経理の他社情報は極めて限
られており、客観性と信憑性のある定量デー
タを探し求めて、最終的にNRIが提供するグ
ローバル・ベンチマーキングを採用するに至
った。実際に財務・経理部門を統括する担当
役員が、本プロジェクトのスポンサー兼オー
ナーとなり旗を振った。

②B2CメーカーＢ社のITベンチマーク
グローバルなM&Aを何案件か成功させ、

現在では海外に先進的なRHQを有するB2C
（企業・個人間取引）メーカーＢ社は、複数
RHQの統合というビジョンのもと、各RHQ
の諸機能のなかでも情報システムの統合を優
先的に進める判断をした。そのために、まず
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は各地域のIT機能パフォーマンスの実態把
握が必要となり、NRIのグローバル・ベンチ
マーキングを照会した。Ｂ社のケースでも、
海外のRHQに駐在する上級役員クラスが旗
を振り、それをIT部門長が受けてベンチマ
ーキング分析を推進した。グローバルな有力
競争相手は、いわゆる「One Firm体制」を
すでに実現しており、Ｂ社の危機感を一層強
いものへと駆り立てていた。

③消費財メーカーＣ社の４機能ベンチマーク
もう一つの例は、アジアを中心にグローバ

ル展開を加速するものの、意図したスピード
で海外収益比率が高まらず、依然として日本
的な管理間接業務で海外拠点を統制しようと

表3　グローバル・ベンチマーキングの有効活用シーン

想定される利用シーン ベンチマーキング結果の活用で実施可能なアクション

新しい経営体制下での現状評価 ● 間接機能の全体を評価
● パフォーマンスレベルの評価基準を作成
● プロセスごとのリソース（経営資源）配置状況を可視化
● 網羅的な課題の抽出と優先順位の把握

グローバル本社機能の設計 ● 現行の本社機能を、少数精鋭型の「ピュアグローバル企画」と「グローバルオペレー
ション支援」という、間接支援機能へと「分化」させる場合の機能設計材料

間接コスト削減 ● コストが過剰になっているプロセスの把握
● コストドライバーの把握
● 事業部門への間接機能のサービス対価の提示
● 作業の集約化程度の評価

業務改善計画の策定 ● 間接機能のプロセスごとの効率性・有効性の評価
● 各プロセスの変更の余地の把握・評価
● 新システム導入に伴う（先行させる）業務プロセス変更方針の策定
● 業務プロセスの変更に伴うスキル要件の変更

標準化・統合化の効果測定 ● グループ会社全体における間接機能の各プロセスの配置構成をトップ企業と比較
● 地域または拠点ごとの人的コストの効率性を相対比較
● 組織横断のプロセス標準化やシステム統合に向けて必要となる制度の変更の整理
● 標準化・統合化によって削減可能なコストの見積もり

アウトソース機会評価 ● 事業部門からのサービスレベルの期待値の把握
● プロセスコストの高さの原因の把握（人件費、手順の未成熟さ、自動化の不足など）
● パフォーマンス向上とコスト削減の両立を目指す方針の決定
● 業務改善戦略の方針決定

継続的なパフォーマンス向上 ● 前回のベンチマーキング結果との比較
● すでに終了した業務改善プロジェクトの効果の把握
● 業務改善プロジェクトの次の「打ち手」の検討
● 業務改善の評価指標とゴールの設定

コラム：「ベンチマーキング」に対する日本企業の誤解

　グローバル・ベンチマーキングについて、日本企業の多く
の企画スタッフは「誤解」をしている。それはおおよそ以下
のとおりである。
 「競合企業のことは相当調べ上げている。それ以上の内部情
報を持っているのか」「当社と瓜二つの企業など存在しない。
したがってベンチマークは不可能である」「ベンチマークな
ら毎年アンケートが回ってきて、すでに実施済みである」。
本稿で詳細に解説するとおり、ここで紹介しているグローバ
ル・ベンチマーキングは、企画スタッフのこのような「誤解」
とは全く異なる手法である。
　そもそも本ベンチマーキングは、「裏調査」のように個別
具体的な企業の内部情報を収集するのではなく、客観的かつ
グローバル標準の業務区分に沿って、社内データを集計・計
測する手法である。また、比較対象同士が瓜二つでなくても、
間接業務量の大きな決定要素となる「企業規模」と「複雑性」
が類似していれば、そうした企業の間接業務間の比較は統計
的に有意であることが証明されている。
　さらに、無償協力を要請される官公庁関連アンケートや業
界内アンケート、あるいはITベンダーによるアンケートと異
なり、本サービスは経営改革を真剣に考えるユーザー経営者
自身が、時間と費用、エネルギーを投入して提供する精度の
高い企業内部データがモノサシとなっている。プロフェッ
ショナリティの極めて高い専門情報サービスである。
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していた消費財メーカーＣ社である。
同社は、今後のグローバルオペレーション

のさらなる拡大と収益性確保を考えて、改革
の対象機能を絞り込むために、最初に４つの
間接機能（財務・経理、人事・人材、購買、
IT）を広く浅くアセスメント（事前評価）
し、業績管理指標として正しいKPIを見出
したいというニーズを持っていた。ちょうど
そのときにハケットとNRIが協働で企画推進
していた「世界の消費財メーカーのベンチマ
ーク調査」というマルチクライアント型の簡
易スタディ（調査）を活用する判断を下した。

このように日本企業でもすでに、グローバ
ル・ベンチマーキングを自社の「改革の入り
口診断ツール」に採用し始めている。前ペー
ジの表３に、今の日本企業にとってグローバ
ル・ベンチマーキングを採用・活用する際の
ロジックや積極的理由などを一覧にした。

Ⅳ	 日本企業の本社・間接機能の
	 構造的な問題点

これまでに蓄積した日本企業の業務改革の
ナレッジ（知識・知恵）、およびハケットと
の連携により提供してきたグローバル・ベン
チマーキングのソリューションから、日本企
業特有の本社・間接機能の構造的なパフォー
マンス不良が明らかになってきた。以下にそ
の一部を示す。

1	 処理系業務の標準化・自動化の
	 遅れ

日本企業の多くでは、財務・経理業務の一
部である小口精算、与信・債権管理、請求・

入金管理といった処理系業務が自動化されて
おらず、人件費の高い正規社員が二重、とき
には三重にこれらをチェックしている。グロ
ーバル企業では、こうした処理系業務は徹底
的に自動化してエラーを排除し、同時にコス
トダウンを図るのは常識である。

また、自動集計された経営情報を分析し、
それをもとにスピーディーな経営陣の意思決
定へと導く業務に、日本企業は十分な時間を
かけていない。グローバル企業ではこの業務
こそが正規社員の果たすべき職務であり、こ
うした付加価値業務に人件費をかけ、高度な
専門資格を有するプロフェッショナルスタッ
フを配置している。

2	 企画スタッフの時間を占有する
	 データ収集・資料作成・報告業務

日本企業の企画系スタッフ（多くは経営企
画部門、あるいは経営管理部門に所属）の業
務時間の配分は、グローバル標準から大きく
ずれている。なかでも「社内経営情報・デー
タの収集・編集～資料作成～内部報告」とい
う業務に、恒常的あるいは季節に応じて、多
くの時間を割いている。これは後述するよう
な「十分に使いこなされないBI（ビジネス
インテリジェンス）ツール」の問題とも表裏
一体であろう。

すなわち、企画系スタッフは経営陣（多く
の場合、自身の評価者でもある）が要求す
る、さまざまな切り口の社内データを手作業
で収集・編集してきれいな報告資料にまと
め、それを社内に持ち回り、会議の場でプレ
ゼンテーションしている。グローバル企業で
は、これらの「データ収集・編集業務」は非
付加価値業務とみなされる。
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3	 会計・報告業務における
	 BIツール利用の遅れ

日本企業の間にもBIは相当程度浸透して
きている。しかし、その活用方法はまだまだ
限定的である。そもそもBIの導入されてい
る業務が「生産管理」や「会計報告」中心で
あり、その使途も「レポーティング」目的が
圧倒的多数を占める。業務進捗のモニタリン
グや将来の予測分析、シナリオ分析といっ
た、さらに高度な使い方が課題である。全社
連結ベースで見ると、グローバル他社と比較
して、はるかに多岐にわたるBIツールが、
現場レベルでばらばらに導入されている傾向
もある。

4	 パッケージソフトの過度な自社
	 カスタマイズに伴う高コスト化

ERPパッケージ（統合業務パッケージ）な
どの汎用ソフトウェアを活用する場合も、日
本企業は一般的に、そのカスタマイズの度合
いが高い。製品開発や生産など「コア領域」
であれば許容されるが、会計、人事、購買、
コーポレートサービスといった汎用的かつ

「非コア領域」のツールのカスタマイズにも
手間をかけているケースが多い。汎用ソフト
ウェア本来のメリットを、自ら摘み取ってし
まっている典型である。

5	 多様な人材を前提とした
	 人事関連業務の不備

組織開発や多様性マネジメントといった業
務のコスト効率は、日本企業の場合、一見非
常に高いように思える。しかし実態を精査す
ると、そもそもこれらの業務の重要性や必要
性が正しく認識されておらず、そのため人事

スタッフがここに充当されていないケースも
見られる。企業活動を担う人材は、従来は、
伝統的に日本人だけで運営されてきたが、こ
こ数年間で、地理的にも国籍でも、加速度的
に多様化してきている。多様な人材のベクト
ルを合わせたり、さまざまな価値観を持った
人材のモチベーションを維持・向上させたり
する業務に対して、日本企業もアテンション

（関心）を注ぐ時期にきている。

Ⅴ	 比較すべきは常に進化する
	 グローバル有力企業の
	 プラクティス

1	 間接機能ごとの専門家が集う
	 「場」で行き交う実務ナレッジ

グローバル有力企業では、CFO、COO（最
高執行責任者）、CTO、CHOなどのＣレベル
オフィサーという、特定間接機能での専門性
とトラックレコード（収益実績）を有する執
行役員が活躍している。多くの場合、これら
の上級管理職は、企業の境界線を越えて、自
身の有する職能専門性を追求しながらキャリ
アアップを図り、自身と同じ職能専門性を有
する仲間たちとの情報交換の「場」を持って
いる。その「場」には、第三者的な役割であ
るコンサルティングファームが主催するカン
ファレンスのような場もあれば、情報を自発
的にギブ・アンド・テイクするようなボラン
タリー（任意）な会合もある。

ハケットとの提携以降、NRIは、グローバ
ルに展開されるこうした会合に継続的に参画
してきた。たとえばハケットは、同社の主要
市場である米国（アトランタ）と欧州（ロン
ドン）の２拠点で半年おきに、職能ごとの機
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能改革事例の発表・交流の場である「ベスト
プラクティスカンファレンス」を主催してい
る。

ハケットのユーザーを中心に、名だたるグ
ローバル有力企業のＣレベルオフィサーが集
い、職能の機能ごとに最新の調査研究の成果
や関連業界のマネージャー同士が、生きた実
務ナレッジをギブ・アンド・テイクしてい
る。

残念ながら、そのような会合の場での日本
籍企業のプレゼンスは皆無に等しい。英語力
の問題というのは独りよがりの言い訳であ
る。NRIはこれまで参画してきたグローバル
なカンファレンスにおいて、日本のエグゼク
ティブ以下の英語を駆使しながらもグローバ
ル有力企業の仲間入りを果たそうと、積極果
敢にネットワーキングをする欧州企業やラテ
ンアメリカ企業、アジア企業の姿を見てき
た。それは語学力ではなく、明らかにマイン
ドセット（価値観・思考）の問題である。

2	 ガラパゴス状態の日本本社、
	 その根本にある「日日取引」

そのようなグローバル有力企業と、日本の
大手企業の本社まわりの機構や業務プロセス
に触れていると、日本企業の本社が完全に

「ガラパゴス化」している事実に驚く。なぜ
そのような日本固有の進化に至ったのか。わ
れわれは一つの仮説を導き出した。それは、
海外売上（利益）比率が高まる過程にあって
も、日本の大手企業の多くは「日日取引」、
すなわち日本籍企業間取引をそのまま海外に
持ち出して海外事業を拡大してきたのではな
いか、という仮説である。

日本企業の海外展開は、多くの場合、納入

先企業が先に進出し、そこにサプライヤー
（部品供給会社）がトランスプラント（移植
工場）の形態で追随して、日本国内で行って
きた従来の取引を継続する。実際の製造・販
売にかかわる従業員や販売市場こそ海外にシ
フトするが、その裏にあるのは、海外進出以
前と同じ日日取引である。

日日取引を引きずったままだと、たとえば
納入先との与信管理や納入契約の条件が、一
切見直されないまま海外に引き継がれる。国
内での信頼関係に基づいた与信管理・契約条
件管理が海外でも継続されるということは、
逆にいえば、国籍や商慣習の全く異なるグロ
ーバルパートナーとの商売に必要な本社・間
接機能が研ぎ澄まされないことを意味する。
実際に、グローバル顧客に納入しようと努力
するものの、あまりに異なる商慣習（グロー
バル基準のコスト要求、長期的コミットメン
トより短期のQCD〈品質・価格・納期〉を
重視するサプライヤー管理、厳格なリスク管
理・与信管理等々）のために、食い込むこと
すらなかなかできない日本の部品メーカーや
モジュールメーカーの苦労話を多く聞く。

一方、グローバルに活躍する有力企業の多
くは、おそらく、海外売上（利益）比率の高
まりと連動するように、母国籍パートナー以
外との取引量を拡大させ、それに伴って、本
社・間接機能もグローバル標準へと鍛え上げ
られていく。このような商慣習や取引慣行こ
そが、まさに「グローバルスタンダード」で
ある。日日取引のぬるま湯から脱し、グロー
バルパートナーとの取引を真に開拓すること
が、ガラパゴス状態からの脱出につながると
考える。
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注

1	 実施時期：2008年９月
実施方法：郵送によるアンケート票の配布・返信
対象企業：東京証券取引所、名古屋証券取引

所、大阪証券取引所の第一・二部上
場企業および未上場の大手製造業を
中心とした約2500社

	 有効回答企業数：196社（有効回答率約7.8％）
2	 実施時期：2011年12月末〜12年１月

実施方法：郵送によるアンケート票の配布・返
信

対象企業：連結売上高500億円以上、上場・非上
場の製造業、情報・通信、運輸・郵
便、建設業1409社

	 有効回答企業数：145社（有効回答率10.3％）
3	 間接業務のパフォーマンスは企業の「オペレー

ション規模（＝連結売り上げで近似）」と「複雑
性（組織階層、事業分野数、展開国数・拠点

	 数、従業員数などの複合指標を考慮）」が大きく
影響する。規模が大きく違う同業他社と比較す
るよりも、同等程度の「規模×複雑性」の他業
界・類似業界他社と比較することのほうが統計
的意義は大きい

4	 実際のベンチマークは、表１のたとえば「①支
払債務管理」「②旅費・交通費、その他経費」な
どの「プロセス単位」で分析する。「プロセスグ
ループ」とは、関連性の強い複数のプロセスを
束ねた単位を指す

著 者

森沢  徹（もりさわとおる）
経営情報コンサルティング部担当部長、上席コンサ
ルタント
専門はグローバル経営管理システム革新、業績評価
管理制度革新、全社戦略立案、CSR革新、製造業・サー
ビス業・非営利組織経営
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KPI管理の高度化を目指して

CONTENTS Ⅰ　求められるKPI管理の高度化
Ⅱ　日本企業のBIシステム導入状況
Ⅲ　BIシステム導入のメリット
Ⅳ　BIシステムの活用事例
Ⅴ　BIシステム活用を成功させるためのポイント

1	 急速な環境変化に対応するために近年の企業経営は、迅速かつ正確な意思決定
が求められる。この実現には、あるべき経営管理のルールやプロセスなどの仕
組みの設計と、それに合ったKPI（キー・パフォーマンス・インディケータ
ー：重要業績評価指標）管理のための情報システムの構築が不可欠である。た
だ、日本企業の多くはKPI管理に必要なデータ集計を社員の手作業に頼ってお
り、これがKPI管理の高度化と業務効率化の両面でボトルネックとなっている。

2	 BI（ビジネスインテリジェンス）システムを活用すれば、社内外に散在する
大量のデータから、必要な情報を、必要なタイミングで、必要な相手に提供で
きるようになる。加えて分析業務の効率化も進み、人的リソースをより付加価
値の高い業務にシフトすることも可能になる。

3	 BIシステムの活用事例には、業績を左右する原因を可視化する「課題発見と
将来予測」に加え、各部門の業務上の成果指標と経営管理上のKPIを統合的に
管理する「経営と業務の統合管理」に活用するケースが増えている。これは、
今後のBIシステムを活用したKPI管理の高度化に対する期待が、従来の業績の
可視化にとどまらず、より高度な活用にまで高まりつつあることを示している。

4	 KPI管理の高度化に向けたBIシステム活用への期待が高まる一方で、日本企業
のBIシステム導入は必ずしも成功事例ばかりとはいえない。成功させるには、
①適切なKPIの設定、②業務内容と適合したBIシステムの選択、③現場への徹
底した定着化活動──の３つを押さえる必要がある。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1

要約

名取滋樹 寺山哲史
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Ⅰ	 求められるKPI管理の高度化

1	 KPI管理の高度化が
	 求められる背景
近年の企業経営は、急速に変化する市場環
境に対応するため迅速かつ正確な意思決定が
求められるようになっている。これを実現す
るには、あるべき経営管理のルールやプロセ
スといった仕組みを設計するとともに、それ
に合ったKPI（キー・パフォーマンス・イン
ディケーター：重要業績評価指標）管理のた
めの情報システムを構築することが不可欠で
ある。
企業活動のさまざまな領域でIT（情報技
術）化が進んだことにより、このような情報
システムの構築に必要な環境はほぼ整備され
てきたといってよい。ERP、SCM、CRMな
どの各種の業務システムには、KPI管理に活
用可能なデータが、日々、大量に蓄積されて
いる。これらのデータから有用な情報を抽出
し、企業のKPI管理に役立てていくことは、
今日の企業経営では極めて重要な課題であ
る。

2	 日本企業におけるKPI管理の現状
このようにデータ活用が重要な経営課題と
なっているにもかかわらず、日本企業の多く
は、いまだにさまざまなデータ処理を社員の
手作業に頼っている。社内を見回すと、デー
タウェアハウスの機能を人が代替するかのよ
うに、いくつものデータを連係させて集計す
ることに日々忙殺されているケースは少なく
ない。野村総合研究所（NRI）が2011年12月
〜12年１月に、日本企業のBI（ビジネスイ
ンテリジェンス）システム導入状況につい

て、売上高500億円以上の製造業、建設業、
運輸業を中心に実施した「グローバル本社機
能のあり方に関するアンケート調査」の結果
からも、日本企業はグローバル企業と比べて
集計などを手作業で行い、それに多くの労力
をかけていることが確認されている。このこ
とは、管理高度化と業務効率化の両面で確実
に日本企業のボトルネックになっているが、
これらは、BIシステムの導入によって解決
が図れる。

Ⅱ	 日本企業のBIシステム
	 導入状況

BIシステムとは、企業の内外に散在する
情報資源を集約し、それを分析・活用するた
めの仕組みである。「BI」自体は1990年代か
ら用いられてきた概念であるが、実際に注目
を集めるようになったのは、ERPパッケージ
の導入が進み、企業のデータ環境が整備され
始めた近年からである。
BIシステムを導入すると、さまざまなデ
ータをさまざまな切り口で可視化できるよう
になる。たとえば、経営層、管理層、担当者
のそれぞれに必要な情報を必要な頻度で提供
することが可能になり、これにより、経営管
理の方向性に基づいたKPI管理をし、事業の
継続的なPDCA（計画・実行・評価・改善）
が運用できる。
また、BIシステムが提供するレポーティ
ング機能、ダッシュボード（情報を集約して
画面に表示する）機能、ドリルダウン（集計
範囲を一段階絞ってより詳細に集計する）機
能などは、企画書や報告書などのレポート作
成の負荷軽減や、問題発見を通じた企画立案
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機能の強化にも貢献する。
前述のNRIのアンケート結果によると、す
でに約８割の企業が何らかの業務にBIシス
テムを導入していることがわかった。また、
これまでBIシステム活用の主な対象は、「経
理・財務業務」「営業・マーケティング業
務」「生産業務」などのオペレーション部門
の業務効率化であったが（図１左）、今後は

「経営企画・管理業務」にも活用したいとい
う企業も多く（図１右）、経営企画をはじめ
とした付加価値部門でも導入が進むと予想さ
れる。
さらに、BIシステムの高度な機能への期
待もうかがえる。現在は「レポーティング機
能」の利用が多いが、多くの企業が今後はダ
ッシュボード機能や「分析・予測機能」を活

図1　BI（ビジネスインテリジェンス）システムの導入業務

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月

BIを導入済みの業務 今後、BIを導入したい業務
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図2　BIシステムの利用機能

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月
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用したいと考えている（図２）。

Ⅲ	 BIシステム導入のメリット

BIシステムを導入するメリットとは何か、
以下に整理したい。

1	 リアルタイム性の向上
KPIを手作業で管理する場合、数字を確定
してレポーティングまでに１、２週間のタイ
ムラグが生じることがある。BIシステムを
活用すればこのタイムラグがなくなり、現状
把握のリアルタイム性は飛躍的に向上する。
また、注視すべきポイントが見つかった場
合、それを掘り下げる分析も容易になる。こ
れらは意思決定の迅速化と正確性の向上に貢
献する。

2	 KPIの横串管理
KPIを手作業で管理すると、各事業部門・
営業拠点・生産拠点などの横比較がしにく
い。こうしたまま、さまざまな視点から分析
を試みると、各部門の帳票がばらばらにな
り、逆に管理が難しくなるケースも生じる。
これがBIシステムを導入すると、複数のシ
ステムにまたがるデータを同じ切り口で比較
しやすくなるため、部門・拠点横断の課題発
見や知見の共有が促進される。
次章で述べるとおり、部門・拠点間の状況
を可視化することは、表面的には見えていな
かった組織内の問題点を顕在化させるうえで
極めて有効な手段である。

3	 コストの削減
手作業による集計業務を削減し、人材を付

加価値の高い業務へシフトすることで、人的
コストの削減が期待できる。レポーティング
などの集計業務が定常的かつ高頻度な企業ほ
どこの効果は大きい。

Ⅳ	 BIシステムの活用事例

本章では、BIシステムを実際に活用し、
KPI管理の高度化を実現している事例を２つ
挙げたい。

1	 活用事例①
　　──課題発見・予兆管理
製造業Ａ社はBIシステムを活用し、実績
管理だけでなく、課題の発見、将来の業績予
兆を管理している。
Ａ社はアジア各国に製造拠点を、アジア・
米国・欧州に販売拠点を持つグローバル製造
業である。アジア各国の製造拠点で生産した
製品を、各販売拠点の受注状況に応じて、ア
ジア・米国・欧州に出荷している。
BIシステム導入以前には以下の２つの課
題があった。
①各製造・販売拠点での過剰在庫または在
庫不足
②各販売拠点での販売予測と実績の乖離
──である。
①は、各製造拠点・販売拠点において、過
剰在庫または在庫不足が発生していたにもか
かわらず、それらの原因が特定できず、事前
に対処できていなかったという課題である。
BIシステム導入前は、各拠点の在庫管理担
当部署が日次の在庫推移のみを管理してい
た。このため、過剰在庫または在庫不足が発
生した時点での都度対応が常態化していた。
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つまり、対応がすべて後手に回っていた。
BIシステムの導入後は、各拠点の在庫推
移を一元的に可視化し、かつ同推移の先行指
標として、

● 生産予定と実績
● 入荷予定と実績
● 出荷・販売予定と実績
● 各製造・販売拠点間の積送中在庫
──まで一元的な管理が可能になった。こ
れにより、日々の在庫推移だけでなく将来の
在庫推移の可視化ができるようになった。
将来在庫を予兆として管理し、在庫過剰・
在庫不足の発生があらかじめわかった時点
で、その原因が、品質問題の発生による生
産・出荷遅延か、拠点間の積送中在庫の滞留
かなど、どこにあるのかを在庫推移に紐づけ
て可視化する。そうすることで、品質問題の
発生率に応じた安全在庫日数の設定、海上輸
送・航空輸送の見直しなどの対策を講じるこ
とができるようになった。結果、グローバル
在庫（各製造・販売拠点および拠点間の積送
中在庫の合計）の削減を実現している。
②は、各販売拠点の販売予測の精度が低
く、結果として業績予想の修正にまで至った
という課題である。
BIシステムの導入以前、販売予測の精度
が上がらない原因は、あくまで需要予測のモ
デルやロジックが正しくないからであるとい
う認識が持たれていた。そのため販売拠点で
は、需要予測精度向上のための施策の検討ば
かりを行っていた。ところがBIシステムを
活用して各販売拠点での販売予測と実績との
乖離を分析したところ、必ずしも需要予測の
精度だけが原因ではないことが明らかになっ
た。顧客からの受注に対して、販売拠点の製

品在庫が不足しているため顧客の希望納期が
満たせずに受注キャンセルが発生し、その結
果、販売実績が予測を下回っていたのである。
これに対してＡ社は、需要予測と将来在庫
の推移を統合して管理し、そうすることで各
販売拠点の「現実的な販売可能数量・金額」
の可視化を実現した。これにより販売予測の
精度が向上することになった。
さらに、各販売拠点の在庫推移を横串で見
ると、ある販売拠点では製品が欠品している
一方で、他の販売拠点では同一製品が在庫過
剰であるケースが多いことがわかった。これ
は、製造拠点から販売拠点への製品の分配量
を拠点間会議で調整する際、往々にして拠点
間の力関係で決定されることに起因してい
た。それがBIシステム導入後は、各販売拠
点の欠品率、受注キャンセル率・金額を、実
績だけでなく将来の予測としても可視化でき
るようになったため、Ａ社は力関係によら
ず、全社最適な分配量の決定が可能になっ
た。これにより、顧客の希望納期の遵守率向
上、受注キャンセル率の削減を全社的に実現
している。
このようにＡ社は、グローバルに展開する
各拠点のKPIを統合的に可視化することで、
業績の可視化にとどまらず、課題の発見・予
兆管理としてもBIシステムを活用し、KPI管
理の高度化に成功している。

2	 活用事例②
　　──改善活動の定量効果試算
製造業Ｂ社では、調達・生産・販売などの
各部門が管理している業務上の管理指標を、
経営管理上のKPIに紐づけることで、業務に
おける改善活動を定量的に評価し、適切な投
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資判断を下すことを可能にした。
Ｂ社は、各部門で毎年テーマを定めて改善
活動を行うことを慣習にしてきた。ところ
が、こうした改善活動がどのような経営効果
をもたらすのかの定量的な評価ができなかっ
たため、この活動にどれだけの経営資源を投
じればよいのかを、適切に判断できない状態
が続いていた。そのため、各部門は日々の実
業務を優先するようになり、改善活動は次第
に停滞してしまった。
たとえば、これまで製品の品質不良のコス
ト（品質損金）は、各部門が独自に管理して
いた。同コストには、一般に以下がある。

● 工程内の再検査コスト
● 不良品に費やした製造コスト
● 不良品の廃棄コスト
● 市場に出回った不良品の回収コスト
これらのコストを累計すると、全社に与え
るインパクトは非常に大きいが、具体的な金
額が可視化されていなかったため、コスト削
減に見合うだけの投資が十分に行われず、毎
年膨大な品質損金が発生し続けていた。
そこでＢ社はBIシステムを導入し、これ
まで部門単位で管理していた各指標を「横
串」で管理するように改め、さらにそれを金
額に可視化した。まず第１段階では、経営上
管理すべき指標をKPIとして定め、関係する
各部門に割り振った。第２段階になると、各
部門の改善活動がどの指標に対応しているの
かを明確にした。さらに最終段階では、KPI
への各部門の改善活動の貢献率を部門横断で
試算し、金額に配分した。
これにより、各改善活動から想定される経
営効果が可視化され、各部門は適切な投資が
可能となり、改善活動も積極的に推進できる

ようになった。
そして、KPIの進捗と併せて改善活動の進
捗もBIシステム上で可視化できるようにし、
経営会議で四半期ごとにレビューをした。前
述の品質不良のコスト改善のケースでは、
BIシステム上に、月次の品質不良率および
各部門で発生した品質損金の累計額を前年比
で可視化し、それに品質改善活動の進捗を照
合することで、改善活動の推進・効果の刈り
取りを実現した。
Ｂ社は、ここまで述べてきた品質管理部門
だけでなく、調達・製造・販売・営業各部門
でも同様の取り組みを展開し、その結果、
BIシステム上で各部門の日々の業務の進捗
管理・実績評価までを可能にした。

Ⅴ	 BIシステム活用を成功させる
	 ためのポイント

1	 BIシステムへの期待の高まり
これまでのBIシステムは、大量のデータ
を統合し、現状（実績）を可視化するツール
に利用されるケースが多かった。しかしなが
ら、前章の２つのBIシステムの活用事例に
見られるように、近年のBIシステムの活用
方法は以下に挙げる２つの点で変化してい
る。
第１に、現状の可視化にとどまらず、課題
を発見し、将来の業績を予測するという活用
方法である。前述のNRIのアンケートで、日
本企業のBIシステムへの期待が、従来の「レ
ポーティング機能」から「分析・予測機能」
に移りつつあることがわかったように、適切
なアクションにつなげていくには、現状の可
視化だけでは不十分である。現状から課題を
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発見し、さらに将来の業績の予兆まで可視化
できるようにすることが必要になる。BIシ
ステム上において、さまざまなKPIを組織横
断で横串管理することは、分析担当者の仮
説・検証の精度を高め、事実（数値）に基づ
く意思決定を実現する。
第２に、「経営」と「業務」の２つを統合
して管理する基盤としての活用である。これ
までは、調達・生産・販売といったサプライ
チェーン上での実業務の結果が、経営指標上
どのような効果を挙げているのかは直接的に
紐づけられていなかった。各部門の業務上の
管理指標と経営管理上のKPIとが紐づけられ
ていないことによって、「経営効果を意識し
ない業務改善」「アクションにつながらない
経営管理」になってしまっていた。
「１億円を投資しなかったために毎年５億円
の品質損金を垂れ流す」という本末転倒な事
態を避けるには、各部門の日々の業務上の指
標を部門横串で管理し、かつ最終的には経営
管理上のKPIに紐づけて可視化することが重
要である。これを実現するには、各部門の指
標とKPIとを統合的に紐づけるBIシステムが
必要となる。

2	 BIシステム導入の難しさ
BIシステムへの期待は高まる一方である
が、必ずしも成功事例ばかりではない。成功
するための留意点を十分に意識しておく必要
がある。
図３に示したのは、NRIがBIシステムのユ
ーザー企業（日本および米国）の情報システ
ム部門勤務者を対象に、2011年８〜10月に実
施した「企業情報システムとITキーワード
調査」の結果である。ここから以下の２つの

ことが読み取れる。
第１に、日本企業は米国企業と比べて、
BIシステムの導入効果を、「期待していたほ
ど実感できていないこと」である。つまり、
日本企業のBIシステム導入は、必ずしも成
功事例ばかりではないのである。
第２に、日本企業はBIシステムを効果的
に活用していくうえでの課題として、「活用
目的の明確化」を挙げる割合が非常に高いこ
とである。これはすなわち、使い方の議論が
不十分なまま導入が先行してしまっているこ
とにほかならない。結果的には、このことが
期待どおりの効果を実感できない要因になっ
ていると推察できる。

3	 BIシステム活用成功のための
	 ポイント
BIシステムの導入で最も重要なのは、使
い方の議論を十分に尽くすことである。まず
経営管理のあるべき姿を設計し、そのなかで
のBIシステムの位置づけと業務の設計を十
分に練り上げる。この部分が不明瞭なままた
だBIシステムを導入してしまうと、多額の
投資に対して十分な効果が得られない状況に
陥ってしまう。
BIシステム導入支援のプロジェクト経験
から、NRIはBIシステムの活用を成功させる
ポイントは３つに集約できると考えている。
１つ目は、「適切なKPIの設定」である。
BIシステム導入に際してまずしなければな
らないのは、経営管理のあるべき姿を実現す
るために、可視化すべきKPIを適切に設定す
ることである。BIシステムはあらゆるデー
タを収集し、紐づけられることから、見るべ
き指標が曖昧なままシステムが導入されるケ
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ースがあり、本来の目的が達成されないとい
う結果になりがちである。
管理すべき指標をKPIとして定め、全社が
同じ視点で管理することが何よりも重要であ
る。さらに、BIシステムで予兆管理を実現
するには、KPIに影響すると予想される要因
は何かを十分議論して仮説を立て、KPIと紐
づけて可視化することが重要である。
２つ目のポイントは、「業務内容と適合し
たBIシステムの選択」である。ひとくちに
BIシステムといっても一般にはさまざまな
パッケージが存在し、実現できる機能や費用

がそれぞれ大きく異なっている。
BIシステムを選定する際の代表的な評価
軸は以下の４つである（次ページの表１）。
①機能性
②他システムとの親和性
③導入費用
④導入実績・評価
上述の評価軸を中心に、BIシステムの導
入目的と導入業務を考慮し、適切なBIシス
テムを選択することが重要である。
近年では、本格導入前に２カ月程度の評価
期間を設ける企業が増えている。簡易的な

図3　BIシステムの導入効果と、BIシステムを効果的に活用していくための課題

出所）野村総合研究所「企業情報システムとITキーワード調査」2011年8～ 10月
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BIシステムのパイロット環境を構築し、実
際の利用イメージを評価したうえで、導入す
るBIシステムを選択する方法であり、これ
は、適切なBIシステムの選定に効果を上げ
ている。
またこのような選定方法を採れば、検討の
初期段階から、現場であるユーザー部門を巻
き込むことができる。
BIシステム導入の際に起こりがちな失敗
例として、情報システム部門主導で導入を進
めた結果、現場であるユーザー部門にとって
は使いにくいシステムとなり、定着が困難に
なるというケースがある。このような事態を
避けるためにも、パイロット環境を構築する
段階から、情報システム部門と現場であるユ
ーザー部門との間で、利用イメージに関して
コミュニケーションを密に図っていく必要が
ある。

３つ目のポイントは、「現場への徹底した
定着化活動」である。仮に、情報システム部
門とユーザー部門が共同で要件を練り上げた
BIシステムであったとしても、導入当初か
ら改善の余地がないシステムを構築すること
は容易でない。むしろ、BIシステムの活用
状況を定常的にモニタリングし、利用者への
ヒアリングなどを通じて課題や新たな活用方
法を吸い上げ、システムの改善に反映させて
いくプロセスが重要である。
このような活動の実現には、それを推進す
る体制を整備しなければならない。情報シス
テム部門と、業務改善に関する現場の社内推
進者で委員会形式のタスクフォースを組成
し、システム改善を定期的に検討していくこ
とが重要である。多額の投資に対して十分な
効果が得られないという事態を避けるために
も、現場への徹底した定着化活動は必要不可

表1　BIシステムの代表的な評価軸

評価軸 各評価軸の考え方

①機能性 ● データ統合機能
● 可視化・分析機能　など

● データ構造はシンプルだが、さまざまな切り口による集計分
析を行う業務の場合には、BIシステムの可視化・分析機能を
重視すべきである

● 複雑なデータ構造のデータベースを連携させて現状を可視化
する業務の場合には、BIシステムのデータ統合機能を重視す
べきある

● 傾向として、前者は経営管理、後者は業務管理で重視される
場合が多い

②他システムとの
親和性

● 他システム（ERPパッケージな
ど）とのデータ連携の容易性

● 標準インターフェースの有無　
など

● 既存システムと連携させるための標準インターフェースが用
意されていることが望ましい

● 標準インターフェースが用意されていない場合、①個別開発
が必要、②リアルタイム性を重視した要件の実現が困難──
などのデメリットが発生する場合がある

③導入費用 ● パッケージ費用
● 開発費用
● ライセンス費用　など

● BIシステムのユーザ数が多い場合、ライセンス費用を重視す
べきである

● ユーザ数が少ない場合、初期費用であるパッケージ費用、開
発費用を重視すべきである

④導入実績・評価 ● 類似業界での導入実績
● 導入企業からの評価　など

● 対象業務へのパッケージの適合性、導入後のサポート体制な
どを判断するため、可能であれば導入実績が明確であるほう
が望ましい
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欠である。
BIシステムは、導入したら完了というた
ぐいのものではなく、導入後の継続的な改善
活動を通じてその有効性を高めていくシステ
ムである。すでに社内でBIシステムを導入
済みであれば、現状の活用状況をもう一度点
検し、KPI管理の高度化に向けて、改善課題
を洗い出し、新しい活用方法を再検討するこ
とを推奨したい。
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生産性の向上に向けたワークスタイル改革
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ス タ イ ル 改 革 を 中 心 に

CONTENTS Ⅰ　ワークスタイル改革とは
Ⅱ　コミュニケーション・スタイル改革を支える環境整備
Ⅲ　失敗しないワークスタイル改革の進め方
　　──ワークスタイル改革を定着させるための４つのステップ

1	 近年、オフィスワーカーの働き方（ワークスタイル）が大きく変わり始めてい
る。「ペーパーレス」と「フリーアドレス」は以前から取り組まれてきたが、
近年のコミュニケーション技術の発展やモバイル端末の普及などにより、さま
ざまな業界による新たな取り組みが本格化している。

2	 ペーパーレスのねらいは、単純に紙の使用量を減らして印刷費や紙の保管スペ
ースを削減するというだけではなく、主要な媒体を紙から電子ファイルに置き
換え、併せて、業務改革や社内のIT（情報技術）インフラを通じ、企業内で
のナレッジ（知識・知恵）共有を強化し、さらなる生産性向上を図ることにあ
る。フリーアドレスも同様に、経費削減だけがねらいではなく、社内コミュニ
ケーションの促進や情報漏えいリスクの低減などの効果もある。

3	 しかし、ワークスタイル改革を推し進めるのは容易ではない。全社を巻き込ん
で社員一人ひとりの仕事のやり方を変えていくには、乗り越えるべき障壁がい
くつもある。野村総合研究所（NRI）ではそうした障壁に対して、①プレ効果
試算、②構想策定、③仕組み設計、④現場定着──の４つの改革ステップの実
施を推奨する。このステップを踏むことにより、トップの強いコミットメント
（関与）を引き出すとともに、現場社員の意見をボトムアップで吸い上げ、そ
れにより全社を巻き込んだ「運動」に昇華させ、ワークスタイルを改革してい
くことが可能となる。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1

要約

田口孝紀
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Ⅰ	 ワークスタイル改革とは

1	 なぜ今、ワークスタイル改革か
（1） 	ワークスタイル改革が注目される 
	 3つの理由

「ペーパーレス」や「フリーアドレス」は最
近つくられた経営用語ではなく、むしろ使い
古された感さえある。しかし、昨今こうした
キーワードを総称し、「ワークスタイル改
革」として取り組む企業が多い。こうした活
動があらためて注目されているのには、大き
く以下の３つの理由が考えられる（図１）。

（2）	 理由 ①：コミュニケーション技術の発展

第１に、近年のコミュニケーション技術の
著しい発展がある。今までにもペーパーレス
やフリーアドレスに取り組んだ企業は多いと
思われるが、そうした活動が長く続いている
企業は意外と少ないのではないだろうか。野
村総合研究所（NRI）でも、2000年代初期に
コンサルティング事業本部がフリーアドレス
を数カ月間試行したものの、必ずしも定着し
なかった。一方、「ノンペーパー活動」は、数々
の困難を乗り越えてようやく実現している。

こうした活動がこれまで定着しなかった理
由には、会議をペーパーレスで開催できる環
境や、ユニファイド・コミュニケーション注1

といった新たなワークスタイルを支えるコミ
ュニケーション環境が社内に備わっていなか
ったことがある。コミュニケーション技術に
ついては後に詳述するとして、今まで多くの
企業が取り組んできたワークスタイル改革
は、「しかるべき武器を持たずに精神論だけ
で挑んだ戦い」だったといっても過言ではな
い。このため「ワークスタイル改革＝職場環

境の改悪」とネガティブな印象を持つ企業も
多いはずである。

しかし、近年のさまざまなコミュニケーシ
ョン技術の発展により、ワークスタイル改革
にあらためて焦点が当たり始めている。

（3）	 理由 ②：新たな費用削減の手段 
	 としての注目度アップ

第２に、従来のコスト削減手法に限界を感
じ、新たなコスト削減の手段としてワークス
タイル改革を志向する企業が増えていること
である。

光熱費や通信費、事務用品など一般経費の
削減ではもはやコスト削減は難しくなってき
ており、次の「打ち手」として、働き方を抜
本的に改めることで印刷費やコピー費、家
賃・引っ越し費用の一層の削減を見込む動き
もある。昨今のオフィスの賃料低下に伴い、

「高くて古いオフィス」から「安くて新しい
オフィス」に移転し、それを機にフリーアド
レスを導入してよりコンパクトなオフィスに
しようという企業がそうした例である。

図1　ワークスタイル改革が注目される3つの理由

理由①

コミュニケーション
技術の発展

理由②

新たな費用削減の手段として
（直接費用の削減に限界）

理由③

情報マネジメントの見直し

ワークスタイル改革を
志向する企業が増加
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（４）	 理由 ③：情報マネジメントの見直し

第３に、情報の取り扱いを抜本的に見直す
企業が増えていることもある。ここでいう

「情報の取り扱い」とは、グループウェア
（メールやスケジューラーなど）を介した社
内コミュニケーションや、社内の共有フォル
ダーや個人のパソコン内に蓄積されている電
子ファイルの取り扱いのことを指す。これら
を抜本的に見直すには、「オフェンシブな改
革」と「ディフェンシブな改革」の両方に取
り組む必要がある。

オフェンシブな改革とは、働く拠点が自社
オフィスにとどまらず海外を含む支社・支
店、自宅または客先などと多様化するのに伴
い発生する「物理的」な情報ギャップを解消
するため、コミュニケーション技術を導入し
て「どこでもオフィス」を実現しようという
試みである。特に、外勤や顧客先常駐の多い
営業要員およびエンジニアの生産性と働きや
すさを向上させようというねらいがある。

また、時間とともに蓄積される情報を企業
の知的資産として継続的に集積し、それを社
内共有できる仕組みをつくろうという企業も
ある。これは、従来個人の頭のなかやファイ
ル内にあった情報を、誰もが容易に検索・活
用可能なようにして「時間的」な情報ギャッ
プを埋めようとする試みである。

一方、後者のディフェンシブな改革には、
機密情報や個人情報の漏えい対策がある。情
報漏えいの多くは、紙媒体の盗難や紛失、誤
配布によるものであり、情報管理とワークス
タイルとを同時に見直すことで、そうしたヒ
ューマンエラーを抜本的に解消しようという
企業が増えている。

2	 ワークスタイル改革の定義と
	 考え方

（1） 	ワークスタイル改革の全体像

ひとことで「ワークスタイル改革」といっ
てもその範囲は非常に広く、言葉から連想す
る内容は人それぞれ異なる場合が多い。そこ
で、本稿ではワークスタイル改革を図２のと
おりに定義する。そのうえで、ここではワー
クスタイル改革を、

①コミュニケーション・スタイル改革（ペ
ーパーレスとフリーアドレス）

②タブレット端末導入などによる営業生産
性改革

③事務処理業務の集中化・外部化（シェア
ード化）

──に大別する。いずれも、たとえばタブ
レット端末の導入、オフィス改修、紙の削減
といった単発の取り組みで終わらせるのでは
なく、経営目標と紐づけて継続的な全社運動
につなげていくことが定着のポイントであ
る。本稿では、このなかから経営への影響度
や即効性が特に高く、かつワークスタイル改
革全体の基礎となる社内ITインフラの整備
を含む、①のコミュニケーション・スタイル
改革について、ペーパーレスとフリーアドレ
スを中心に、具体事例を挙げながら成功要因
を論じる。 

（2）	 コミュニケーション・スタイルを変える

コミュニケーション・スタイルを変えるね
らいは、単純な紙の削減（ペーパーレス化）
や、座席を自由にすること（フリーアドレ
ス）による執務スペースの効率的化だけにと
どまらない。これらの取り組みはもちろん象
徴的なゴールの一つになりうるが、経営目標



47生産性の向上に向けたワークスタイル改革

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

に紐づけるなら、あくまでも効果の一つと捉
えるべきである。より広い概念で効果を追い
求めなければこれらは単発の取り組みに終わ
り、新たなワークスタイルの定着までには至
らない。

コミュニケーション・スタイル改革を広く
捉えると、それは情報伝達の方法を変えるこ
ととほぼ同義である。すなわち、「紙」から

「電子媒体」を通じたコミュニケーションへ
の変革が「ペーパーレス」であり、「場所

（または部署）」から「人」を通じたコミュニ
ケーションへの変革が「フリーアドレス」と
言い換えられる。こうした基本思想をないが

しろにして改革を実行すると、多くのケース
で、「社内資料処分の活動（『捨て捨て』活動）」
や「単純な席数減らし」といった目先の対応
になりがちで、数カ月も続かずに元に戻った
り、最悪の場合は、職場環境が悪くなってそ
のまま放置されたりする事態も起こりうる。

3	 コミュニケーション・スタイル
	 改革で得られる効果

（1） ペーパーレス
 ──「紙」から「電子媒体」へ

これまで述べてきたように、ペーパーレス
とは、文字どおり社内のあらゆる紙媒体を電

図2　ワークスタイル改革の定義
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子化する取り組みであり、その対象は、社内
会議資料、顧客向けの提案資料（広告・ちら
しを含む）、会計伝票、契約書関連書類など
多岐にわたる。

ペーパーレスによって得られる第１の効果
は印刷費の削減である。プリンターから印刷
される紙の種類や量は業種により異なるが、
社内のITインフラを整備し、それに伴い社
内資料の管理規定や申請・承認などのワーク
フローを見直せば、資料の大半は印刷する必
要がなくなる。

第２の効果は、資料の保管スペースの減少
に伴う家賃の削減である。企業として保管義
務のある契約書や会計関連の伝票、そして社
員個人が保管する資料まで含めた「紙」に関
連する保管スペースは、実際は想像以上に大
きい。家賃が削減できるかどうかは賃借期間
など契約条件により変わってくるが、たとえ
削減スペースを家賃に還元できなくても、資
料を削減した分は有効スペースになる。その
スペースを会議室やリフレッシュメントコー
ナーにすることで、社員の生産性向上やコミ
ュニケーション活性化につなげられる。

第３の効果は業務効率化である。見逃しが

ちな効果であるが、社内会議の準備（会議の
参加者全員分の資料のコピーや製本、事前配
布など）にかかる業務や、会議終了後に資料
をファイリングする業務などは、一つひとつ
は小さな業務量であっても、会議のたびに行
われるそれらを合算すると、実はかなりの時
間が費やされている。社内会議の準備のため
だけに若手社員が２時間早く出社するという
話もよく聞かれる。しかし、社内会議をペー
パーレス化すれば会議の前後に発生するこう
した雑務がほぼなくなり、業務効率化という
観点からも効果が得られる。また、資料を作
成する側も会議直前まで資料に変更を加えら
れるようになる。

第４の効果としては、セキュリティの向上
がある。機密情報や個人情報、あるいは社内
でも閲覧制限があるような資料は、プリンタ
ーで印刷またはコピーされることで、紛失・
漏えいするリスクが格段に高まる。これがペ
ーパーレス化されれば、機密性の高いそうし
た資料は出力せずに、特定ユーザーのみに閲
覧権限を付与したり、あるいは印刷制限がか
かった状態で端末上で閲覧・参照させたりす
ることで情報漏えいリスクは減少する。

表1　ペーパーレスによる効果事例

企業名 取り組み概要 効果
野村総合研究所 ワークスタイル革新活動として、「A.整理整頓」「B.オ

フィス改善」「C.会議の効率化」「D.情報共有化」を実
施

印刷枚数
紙保管量
紙保管コスト

：30％削減（年間約4億円削減）
：60%削減（8.0FM/人→3.0FM/人）
：年間約3億円削減

日本ユニシス オフィスのリニューアルを機に、フリーアドレスの導
入、ペーパーレスを推進

印刷枚数
紙保管量
紙保管コスト

：34%減 
：約70%廃棄、約20%外部保管
：家賃8%減（2フロア、4,000m2分削減）

大和証券グループ ペーパーレス担当者を選任し、ペーパーレス活動（ペー
パーレス会議など）を推進

印刷枚数 ：30%削減

ドトールコーヒー 各店舗から送信されるFAXのペーパーレス化を実施 印刷枚数
印刷コスト

：23%削減
：33%削減

ゴルフダイジェスト・
オンライン

本社オフィス移転を機に、フリーアドレスの導入、ペー
パーレスを推進

印刷コスト
紙保管量

：65%削減
：80%削減

三井不動産住宅リース 社内ナレッジ共有の強化を主目的に、ITインフラの強
化を検討。同時にペーパーレス活動も推進予定

紙保管量 ：約70%削減
（目標値：現在ペーパーレス化推進中）

注）FM：ファイルメーターの略。紙を積み上げた際の高さで、1メートル＝1FM
出所）各種公開情報および野村総合研究所プロジェクト実績から作成
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こうしたペーパーレス化の事例を表１にま
とめた。前述のとおり、保管している紙の種
類や量は業種や企業の特性に応じて異なる
が、印刷費でおおむね30%程度、保管スペー
スでは60～80%削減と、大きな効果がある。

（2） フリーアドレス
 ──「場所」から「人」へ

フリーアドレスは1987年に清水建設が取り
組んだ事例が始まりとされる。その後1990年
から2000年ごろにかけ、数多くの日本企業に
おいて、在席率の低い主に営業部門で試行さ
れた。しかし、「ITインフラが整備されてお
らず作業環境がむしろ悪化した」「自席が失
われた感覚にとらわれ社員のモチベーション
が低下した」などの理由により継続できなか
った企業も多い。また「外部からの侵入者に
気づきにくい」などのリスクもあり、当時は
セキュリティの面から導入を見送る企業も多
かった。

しかし、昨今ではオフィスビルの入退館シ
ステムが強化されてセキュリティ面の不安が
払拭され、さらには無線LANやノートパソ
コンの普及、ユニファイド・コミュニケーシ
ョン技術の発展によるコミュニケーション面
の環境改善から、フリーアドレスがあらため
て見直されるようになってきている。

フリーアドレスで得られる最大のメリット
は家賃の削減である。フリーアドレスの座席
数は、一般に想定利用人数の７、８割で設計さ
れるケースが多く、座席数の削減で賃借スペ
ースを減らし、家賃負担を低減する。

第２の効果としては情報セキュリティの向
上が挙げられる。フリーアドレスを導入する
と、自席に備え付けられる引き出しや袖机が
廃止され、物の管理は基本的に個人ロッカー
になる。これにより、帰宅時には自分の机上
を必ず整理整頓し（自分の固定席ではないた
め正確にはすべての物を片づける）、物は個
人ロッカーに収める、もしくは破棄するよう

図3　ペーパーレス・フリーアドレスの効果のまとめ
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になり、機密書類が不用意に放置されている
状態が基本的にはなくなる。

第３の効果は社内コミュニケーションの活
性化である。固定席では日常会話を交わす範
囲が周囲に限られるため、同じ部署であって
もコミュニケーションの相手が限定されがち
である。一方、フリーアドレスの場合、周囲
の社員が基本的に毎日替わり、会話する機会
のなかった社員とも交流が生まれる。また、
プロジェクトチームなど社内横断的な業務を
求められるケースでも、メンバー同士が近く
に座り合うなどの工夫を凝らすことによっ
て、チーム内の議論をより活発化できるよう
になる。

前ページの図３にペーパーレスとフリーア
ドレスの効果をまとめた。

Ⅱ	 コミュニケーション・スタイル
	 改革を支える環境整備

1	「紙」なしで働くためのITイン
	 フラ整備（電子化支援システム、
	 電子化対応会議室、その他のIT
	 インフラ）

ペーパーレスならびにフリーアドレスを実
現するために必要な社内ITインフラは、大
きく、

①データベース系
②ネットワーク系
③OA設備系
──に分けられる。

（1）	 データベース系

ペーパーレスによってコミュニケーション
媒体が紙から電子データに替わるため、その

データを保存し共有できる環境を構築する必
要が生じる。それにはまず共有サーバーを導
入しなければならないが、それだけにとどめ
ると膨大な電子ファイルで共有サーバーがパ
ンクしたり、誰もがファイル共有できたりす
ることから情報が漏えいしやすくなる。

これらの問題解決に向けて重要になるの
は、電子ファイルの保存や共有に関する運用
ルールの設計と、サーバーやフォルダー単位
のアクセス権限である。また、大量の情報を
記録・蓄積し、ファイル作成や検索を支援す
るECM注2パッケージを導入し、ペーパーレ
スの作業をより効率的な環境に変えることも
考慮すべきである。

（2）	 ネットワーク系

ネットワーク系の強化も必要である。従来
の有線LAN環境でもフリーアドレスは可能
であったが、社内移動の自由度を高めるには
無線LAN環境の構築は必須になる。また、
VPN注3を導入して社外から社内システムへ
のアクセスを可能とすることで、移動時に営
業日報をまとめるなど、従来は非稼働とされ
てきた時間を有効活用する「どこでもオフィ
ス」が実現する。

（3）	 OA設備系

ペーパーレスによって求められるのが、紙
の資料を電子化できる環境の構築である。最
近では、電子化作業には必須のスキャナー機
能に加え、紙の資料と電子ファイルの紐づけ
を容易にするQRコード（二次元バーコード
の一つ）の自動生成、電子ファイルをリネー
ムし特定フォルダーに自動保存する機能など
を備える多機能型の複合機関連システムも登
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場している。また、印刷の際には社員証など
での認証が求められる認証機能およびプリン
トサーバーを設置し、「必要以上の紙を出力
しない」意識づけを高め、ペーパーレス活動
を促進するという動きも増えている。

既存の紙媒体の資料を電子化する専任の支
援組織を設置している企業も見られる。その
場合、多くは総務部内に専任チームを設けた
り、シェアードサービス会社に業務委託をし
たりするケースが多い。

社内会議をペーパーレスにする場合は、各
会議室へのプロジェクターとスクリーン（ま
たはそれを代替する大型モニターなど）の設
置は必須である。また、遠隔地の拠点間で会
議をするために、テレビ会議やパソコン画面
を共有するシステムの導入も検討すべきであ
る。これにより、拠点間の移動にかかるコス
トおよび時間が削減する。

2	「人」をベースにしたコミュニケー
	 ションを支えるツール整備

（1）	 人の所在を明らかにする 
	 「在席管理システム」

フリーアドレスを導入すると、コミュニケ
ーションの起点が「場所」から「人」にな
る。そのため、探している人の現在の所在が
明らかでなければならない。初対面の人を探
す場合はなおさらである。それには「在席管
理システム」が必須である。

これはその名のとおり、人の所在を地図形
式で表示する仕組みで、NRIでも、部署と名
前で社員を検索すると、その社員が在席か不
在か、在席の場合、その場所を地図上に表示
するシステムを導入している。このシステム
を活用するうえでの課題は、「在席情報の入

力促進」である。在席していても、それが入
力されていなければその社員を探し当てるこ
とはできない。そのため社内ポータルなどか
ら容易に入力できるようにし、さらに着席と
ともに入力を促す運用ルールを徹底するよう
なオフィス環境を整えておく。

（2）	 顔と名前を一致させる 
	 「ノウフーシステム」

コミュニケーションの促進という観点で
は、「ノウフーシステム」の構築もその一助
となる。NRIでは「KAONA（カオナ）」と
いうシステムを1990年代から導入している。
社員の「顔」と「名前」を一致させる仕組み
で、各社員がWeb上に自己紹介ページを持
ち、そこに所属部署や専門領域、趣味などを
公開する。探している相手が初対面の場合
は、過去のプロジェクト経験や趣味・特技な
ども頭に入れられるので、対面時のハードル
が低くなる。フリーアドレスを導入する際に
は、在席管理システムとともにこのノウフー
システムをセットで導入すると、コミュニケ
ーションの促進につながる。

またKAONAの場合、プロジェクトデータ
ベースやコンタクトレポートとも連動してお
り、「ちえのわ」の名称で社内ポータルとし
ても運用されている。これにより、その社員
がどういう業界に詳しいのか、どのようなテ
ーマに精通しているのかも検索できる。一方
で、「不動産業界の営業改革に詳しい人材
は」というような問いに対しても、業界軸お
よびテーマ軸からその分野で実績のある社員
を探し当てることができる。これも、「場
所」から「人」を起点としたコミュニケーシ
ョンのシフトに大きな効果をもたらす。
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Ⅲ 失敗しないワークスタイル
 改革の進め方
 ──ワークスタイル改革を定着
 させるための4つのステップ

ワークスタイル改革を実施した企業に話を
聞くと、「導入直後は効果が上がるが、何カ
月か経つとリバウンドする（元に戻る）」と
いう話をよく耳にする。つまり、「紙を捨て
よう」といくら声を上げても新しいワークス
タイルが定着せず、結局、紙をベースにした
元の方法に戻ってしまうのである。こうした

「罠」に陥ることなくワークスタイル改革を
着実に実践していくには、４つのステップで
段階的に進める（図４）。これがリバウンド
しないための必須要件である。

①効果を定量化する「プレ効果試算フェーズ」
②ワークスタイルのあるべき姿を定義する
「構想策定フェーズ」

③新たなワークスタイルの環境整備「仕組
み設計フェーズ」

④すべての成否を決める「現場定着フェーズ」
どこにボトルネックがあるのかにもよる

が、ワークスタイル改革で重要なことは、一
つひとつのフェーズにじっくり時間をかける
のではなく、①のプレ効果試算や②の構想策
定はむしろ迅速に実施すべきである。以下に
各フェーズの実施タスクとその要諦を述べる。

1	 効果を定量化する「プレ効果
	 試算フェーズ」

（1） プレ効果試算フェーズの必要性

最初のフェーズとして、プレ効果試算を実
施する。その理由は主に２点である。１つ
は、今後効果を継続的に測定していくに当た
って、スタート時の実態を把握するためと、
もう１点はペーパーレスやフリーアドレスが
経営に与えるインパクトを定量化し、社内に

図4　ワークスタイル改革の進め方

注）OA：オフィスオートメーション、PDCA：計画・実行・評価・改善
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一定数いる懐疑派・反対派への説得材料にす
るためである。ここでは、プレ効果試算で
NRIが通常実施する２つの調査について説明
する。

（2） 業務量調査

ワークスタイル改革の前と後で、業務量が
どのように変化したのかを把握するため、改
革対象となる全従業員に「業務量調査」を実
施する。本調査には、一定期間ランダムサン
プリングする方式や基幹システムのアクセス
ログを解析する方式など、さまざまな方式が
あるが、本稿では、従業員に自身の業務時間
を思い起こさせ、どの業務にどのくらい時間
をかけたのかを記録することで概算時間を割
り出す方法を紹介する。

この調査では、業務をどの程度の粒度で把
握するかがポイントとなる。NRIでは豊富な
業務テンプレートをもとに、縦軸に部署別の
単位業務を列挙する。通常であればこの単位

業務でも把握できるが、これだけでは業務に
存在する単純作業を見つけ出し、それを改善
につなげることは難しい。そこで横軸に、ど
の単位業務でも共通して発生しうるアクティ
ビティ（活動）を記述し、「単位業務×アク
ティビティ」単位で業務量を調査する。これ
により、たとえばワークスタイル改革で改善
対象となる「社内会議」や「会議の準備」、
会議の前後に発生する「コピー、ファイリン
グ作業」などの業務量が把握できる。こうし
て測定した業務量の調査結果をもとに業務量
の目標値を立て、かつ本調査を定期的に実施
することで効果を「見える化」していく。

（3） 文書棚卸し調査

もう１つの重要な調査が「文書棚卸し調
査」で、これはその名のとおり、社内にどの
ような紙の書類や資料・実ファイルがどの程
度存在するのかを測定する調査である。

具体的には、実ファイルに関してはキャビ

図5　A社における紙のタイプ分類と効果例
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ネットを一段ずつ精査し、全社のおおむねの
紙の量をタイプ別に分類する。その後、ファ
イルのタイプごとに今後の活用方針を設定
し、その方針に基づいて効果を試算する（前
ページの図５）。

ここでは、個人のファイルや社内の検討資
料はもちろん、取引先や個人の顧客との契約
書や、社内の申請・承認ファイルが電子化で
きるかどうかが全体のコスト削減効果に大き
く影響する。顧客との契約書については、電
子化したうえで外部の倉庫に保管する。社内
の申請・承認ファイルはワークフローを見直
し、電子申請・電子承認システムとすること
で、より大きなペーパーレス効果が得られる。

2	 ワークスタイルのあるべき姿を
	 定義する「構想策定フェーズ」

（1） ワークスタイルの検討手順

ワークスタイル改革をどのような目線で捉
え、どのようなフレームワークで検討してい
くべきかが次のフェーズである。その際は自
社の「目指すべきワークスタイル」の議論を
最初に定義し、次いで「業務」「オフィス」

「OA（オフィスオートメーション）機器導
入」「社内システム」をどう改革していくの

かを並行して議論する（図６）。
この順序を誤ると、前述したような失敗や

一時的な効果に陥りがちとなる。特にありが
ちな失敗は、「業務改革」の議論から入って

「社内システム」の整備が追いつかない例
（武器を与えない精神論の改革）や、その逆
に、タブレット端末など「OA機器」を導入
しただけで「業務改革」が伴わない例（端末
の配布のみ）などである。

（2） トップと現場を巻き込むワーク
 ショップ型検討ステップ

ワークスタイルを規定することは非常に曖
昧で難しいが、上述したとおり、この議論を
抜きにしていきなり施策レベルから入ると、
何をどこまで実施すれば十分なのかの目標を
見失ってしまう。そうした事態を回避するに
は、ワークスタイル改革の錦の御旗と呼ぶべ
き「あるべき姿」について、社内の一定人数
を巻き込んで議論しておく必要がある。

このとき重要なのは、議論に巻き込むべき
範囲を明確にすることである。これまでの経
験でいえば、経営層から現場社員に至るま
で、さまざまな階層の社員を一定数以上巻き
込むと効果的である。トップとボトムの意見
を融合させて一つの基本思想に取りまとめ
る。こうした形式で議論を重ねることで、ワ
ークスタイル改革の実施に不可欠な経営層の
コミットメント（関与）を引き出すととも
に、現場社員が「与えられた感」を感じず、
個別の施策に対して前向きに取り組む姿勢が
期待できる。

（3） 情報処理フロー型フレームワーク

議論のフレームワークを明確にしておくこ

図6　ワークスタイル改革の検討フレームワーク 

業務改革 オフィス改修 OA機器導入

社内システム改修（構築）

ワークスタイル構想
（目指すべきワークスタイル）
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とも重要である。ワークスタイルの議論の軸
はいくつかあるが、ここでは情報処理フロー
と、対象空間の広がりに則ったワークスタイ
ル検討フレームワークを紹介する（図７）。

日常の生産業務では、何かしら情報を「イ
ンプット」し、電子ファイル（または紙媒
体）で資料を「作成・加工」し、「議論や情
報交換」を経て、その情報を第三者に「提
出」したり、「保存」したりしている。また
その情報を再利用する際は「検索」が行われ
る。すべての業務をこのフレームワークに当
てはめるのは難しいが、何らかのデスクワー
クが発生するワーカーには適用しやすいフレ
ームワークであるといえる。

そしてそこに「空間」という概念を加える
ことにより、物理的な制約が発生した場合の
働き方と、実現に向けた課題とを整理するこ
とができる。そのなかにはITインフラの整
備はもちろん、就業規則など社内規定面での
課題や、運用ルールの設計など業務面での課
題が含まれる。

あるべきワークスタイルを実際に議論する
際には、経営層から現場社員までをいくつか

のワーキンググループ（以下、WG）に分
け、他社事例や最新の技術動向などをインプ
ットしながら、自社が目指すべきワークスタ
イルについて議論するのが望ましい。その議
論で重要となってくるのがファシリテーター
の役割である。ファシリテーターとは、WG
のメンバーに他社事例などをインプットし、

「自社はどのレベルのワークスタイルを目指
すのか」「それをどのようなステップで実現
していくのか」──といった議論を経て出て
くる曖昧な意見を取りまとめながら、合意形
成を図っていく役割を担う。そしてそれらを
最終的にはビジョンに落とし込んで、目指す
べきワークスタイルを定義する。

3	 新たなワークスタイルの環境整備
	 「仕組み設計フェーズ」

（1）	 実施すべき4つの改革

ワークスタイル改革の基本構想が策定され
た後は、いよいよ改革の実行段階に移る。す
なわち、業務改革、オフィス改修、OA機器
導入、社内システム改修（構築）の４つの視
点で計画を実行に移していく。

図7　「情報処理フロー×空間」をベースとしたワークスタイル検討フレームワーク 

空間の広がり

情
報
処
理
フ
ロ
ー

自社内
常駐先・

外部オフィス
など

外出先、
自宅など

海外拠点国内他拠点同ビル内の
別の場所自席

情報収集

加工

議論・
情報交換

蓄積・提出

保存・管理



56 知的資産創造／2012年12月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

この４つに視点に関しては、現行の社内
ITインフラや将来像の構想をどのレベルに
設定するかによって、各取り組みのウェイト
が大きく変わってくる。しかし前述のとお
り、どの視点が欠けてもワークスタイル改革
の実行と定着は難しく、業務、オフィス、
OA機器、社内システムそれぞれに精通した
メンバーによるバランスの取れた議論が欠か
せない。

　
（2）	 誰がイニシアチブを取るべきか

全社を巻き込んだこうした業務改革を実施
する際には必ず、誰が主体となるのかという
問題がついてくる。正解はないものの、多く
のケースでは、特定の部署がイニシアチブを
取るとその部署の専門性の高い部分に議論が
引きずられ、バランスを欠く。

たとえば総務部主体の場合は、オフィス改
修や印刷・紙のコスト削減のような、まさに
総務的な視点の改革は進めやすいが、ITイ
ンフラの整備や業務改革という視点では後手
に回るケースが多い。情報システム部やライ
ン部門の業務企画部が主体になる場合も同様
で、ITインフラや業務というそれぞれの視
点の改革に偏りがちである。

したがって、ワークスタイル改革のような

全社型業務改革の場合には、全社プロジェク
トチーム（または全社委員会）を立ち上げる
ことが有効である。全社改革の企画から日常
の進行役にはスタッフ部門（経営企画部や総
務部など）が中心となり、改革の対象となる
ライン部門からはプロジェクトメンバーとし
て、現場に対して影響力を持つメンバーに参
画してもらう。ミーティングの頻度は月に
１、２回とし、改革の進捗状況や効果測定の
結果報告、各部の取り組み事例などを毎回共
有する。

このようにして、業務、オフィス、OA機
器、社内システムのそれぞれの視点を持った
メンバー同士がタッグを組み、全社型業務改
革を地道に実行していくのがワークスタイル
改革を成功させる近道である。

4	 すべての成否を決める
	 「現場定着フェーズ」

（1）	 KPIの設定と定期的な進捗管理

全社型業務改革を実行するこのプロジェク
トチームは、ワークスタイル改革の効果を見
える化するため、表２のようなKPI（重要業
績評価指標）を設定し、効果を定期的にモニ
タリングしていく。そのうえで、成功してい
る部署の取り組みを横展開したり、あるいは

表2　ワークスタイル改革のKPI（重要業績評価指標）事例

切り口 KPI 目的 試算方法

ペーパーレス 1人当たりFM値 紙媒体の削減 ドキュメント量（キャビネット＋個
人デスク）

印刷枚数（コピー用紙発注量） コピーの削減 印刷カウント（コピー用紙発注量）

社内会議のペーパーレス化 電子化率 ノンペーパー会議の推進 ペーパーレス会議の本数

キャビネット削減 キャビネット本数 キャビネット削減 キャビネットの残存数

余剰率 キャビネット削減余地の発見 キャビネット内の充填率

フリーアドレス 在席率 フリーアドレスの適合度確認 在席時間（≒オフィス内滞在時間）
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効果の上がらない部署には適切な指導したり
するなどの対策を実行し、現場の部署ひいて
は社員一人ひとりが新しいワークスタイルへ
移行できるように、丁寧かつ粘り強くフォロ
ーアップをしていく。

（2）	 最後はトップのコミットメント

全社型業務改革が定着するかどうかの最後
の最後は、トップのコミットメントにかかわ
る部分が大きい。現場定着フェーズになって
からは、トップが改革の意図や目標を社内に
宣言し、改革実行後も現場を定期的に視察し
叱咤激励することで、この改革が不退転の活
動であることを周知徹底させる。

一方、ワークスタイル改革に対して、当初
は懐疑的な経営層も多い。そうした経営層に
は、最初のフェーズのプレ効果試算の結果を
定量的に示し、その効果は一度顕在化すると
継続的に効いてくることを説明する。その結
果、ワークスタイル改革にいち早く取り組む
べきと、積極的な旗振り役に転じる経営層も
いる。

ワークスタイル改革は一見、複雑で途方も
ない作業に感じられるかもしれないが、全社
を巻き込みながら構想を立案し、それを無理
のない実現範囲と実行計画に落とし込む。そ
して一時の活動で終わらせるのではなく、ト
ップのコミットメントを得ながら全社の運動

に昇華させて効果の顕在化を辛抱強く待て
ば、確実に効果が出てくる活動である。

本稿ではコミュニケーション・スタイル改
革を中心に具体的な進め方について論じてき
たが、「営業生産性改革」や「事務処理業務
の集中化・外部化」も同様で、しかるべきス
テップを踏めば、改革を実現し定着させるこ
とは難しいものではない。

従業員の生産性向上施策の一つとして、ワ
ークスタイル改革をぜひ検討いただきたい。

注

1	 音声通話やファクス、電子メール、インスタン
トメッセージ（IM）、VoIP（Voice over IP〈イ
ンターネットプロトコル〉）などを一つのシステ
ムへ統合してコミュニケーションを効率化しよ
うという技術

2	 Enterprise Contents Managementの略。大量の
ファイル管理を支援する技術やシステムの総称
である。情報の蓄積・管理・検索・共有などの
基本機能に加え、ファイルの共同作成や紙媒体
の電子化を支援する機能まで持つものもある

3	 Virtual Private Networkの略。公衆回線を専用
回線であるかのように利用できるサービス。企
業内ネットワークの拠点間接続や外部からのア
クセスに活用され、専用回線よりコストを抑制
できる

著 者

田口孝紀（たぐちたかのり）
経営情報コンサルティング部上級コンサルタント
専門は業務コンサルティング。特にワークスタイル
改革、営業・CRM改革、業務システム再構築など
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平時の業務改革を通じた
事業継続能力の向上
今後想定される大規模災害を前提としたインセンティブづくりの重要性

CONTENTS Ⅰ　次の大規模災害で想定される事態
Ⅱ　従来のパラダイムにおける一般的なBCP（事業継続計画）の問題点
Ⅲ　BCP策定を取り巻く新たなパラダイム

1	 近い将来、巨大地震の発生が予見されている。予想される南海トラフ巨大地震
では、揺れ・液状化・津波による被害が広域に及ぶ。東海地方はもとより、太
平洋ベルト地帯全体を丸ごと含む地域で壊滅的な被害が想定される。

2	 南海トラフ巨大地震は、近年大規模な災害に見舞われてこなかった東京、大
阪、名古屋という経済の中枢を混乱させる。なかでも東海地方は製造業の生産
拠点が集中しているため、生産機能や物流機能に大きな影響を与える。

3	 こうした巨大地震への備えとして、東日本大震災の教訓も踏まえたBCP
（Business Continuity Plan：事業継続計画）を新規に策定・見直す企業が増
えている。しかしながら、BCPを教科書的に策定・改善するというパラダイム
のみでは実効性が担保できない。被害想定の見直し、事業環境の変化、モチベ
ーションの低下などの要因により、BCPの実効性は劣化する宿命にある。

4	 BCPの実効性の劣化をくい止め、維持・向上させるには、BCPに関する本質的
な問題点や矛盾点を解決しながら、組織の事業継続能力の向上を常に目指す必
要がある。

5	 組織の事業継続能力を高めるうえで特に重要なポイントは、BCPを通じた組織
にとってのインセンティブづくりであると考える。とりわけ、BCPを業務・構
造改革の契機にして事業継続能力と企業の体質強化を図る施策を企画・実行し
続けることが重要である。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1

要約

浅野憲周 山口隆夫
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Ⅰ	 次の大規模災害で想定される
	 事態

1	 巨大地震は近い将来確実に
	 発生

2011年３月11日に発生した東日本大震災
は、「千年に一度の未曾有の大災害」といわ
れている。しかし、次の巨大地震が確実に発
生することは、日本で繰り返し発生している
過去の歴史を見ても明らかである。

中央防災会議（内閣府所管）は2002年に、
「東海地震対策専門調査会」および「東南
海、南海地震等に関する専門調査会」を設置
し、連動型巨大地震災害に関する被害想定な
どを検討して対策を強化している。また、東
日本大震災の教訓を踏まえ、想定しうる最大
規模の地震災害への対策強化を目的として南
海トラフ巨大地震対策（内閣府所管）の検討
も進めており、マグニチュード（以下、Ｍ）
９級の巨大地震災害のシナリオを公表してい
る（2012年８月29日）。

同時に首都直下地震についても、震度６強
を最大とする従来の災害シナリオを見直し、
震度７の発生も視野に入れた検討を始めてお
り、2012年度中にはその検討結果が公表され
る見込みとなっている。

東日本大震災の発生により、株主や顧客を
はじめとするステークホルダー（利害関係
者）の災害対策への関心も高まっており、企
業経営者は株主総会などの場で、大規模災害
への対応についての明確な説明を求められる
状況となっている。サプライチェーン（供給
網）構成企業は、顧客企業から取引継続の条
件として、リスク軽減対策の強化を求められ
る可能性もありうる。企業経営者にとって、

企業存続をかけた今後の防災投資への決断は
避けられないと考えられる。

2	 被害は超広域、国の大動脈を分断
政府の南海トラフ巨大地震対策では、前述

のようにＭ９級の超巨大地震発生を想定して
対策強化の検討を進めているが、本稿では、
企業経営の観点から喫緊の対応を求められる
対象地震として、Ｍ８級の東海・東南海・南
海地震で想定される事態について言及する。

（1）	 揺れ・液状化・津波による 
	 広域同時被災

東海・東南海・南海地震の特徴は、影響範
囲の広域性と被害の甚大性にある。影響範囲
は、わが国最大の生産拠点である東海地方は
もとより、太平洋ベルト地帯全体を丸ごと含
む広さである。東日本大震災と比較すると震
源域が陸に極めて近いため、揺れ・液状化・
津波による同時被災により、太平洋側の沿岸
部を中心として壊滅的な被害が生じることが
予想される。

（2）	 生産拠点の被災

わが国最大の生産拠点である東海地方の被
災が想定される。特に自動車産業は、この地
域に大企業の本社と生産拠点、それを支える
多様なサプライヤー（部品供給者）の拠点が
高度に集積している。これまで経験のない、
本社、生産拠点、サプライチェーンの同時被
災の可能性も考えられ、その影響は、東日本
大震災をはるかに上回るおそれがある。

（3）	 東京、大阪、名古屋の中枢機能が混乱

東京、大阪、名古屋の３大都市圏には超高
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層ビルが集積し、湾岸部には大規模な石油コ
ンビナート地帯が形成されている。これらの
長大構造物は、固有周期（建物ごとの揺れの
周期）が一般建築物と比較すると長いため、
長周期地震動と共振しやすくその影響を受け
やすい。東海・東南海・南海地震などの連動
型巨大地震の震源域は東京、名古屋、大阪か
ら100km程度以内と近いため、長周期地震動
が発生した場合には、東京や大阪の高層ビル
のみならず、湾岸部に点在する石油コンビナ
ートや、名古屋では、伊勢湾沿岸に集中する
火力発電所などの長大構造物が被災し、中枢
機能に混乱が生じるおそれがある。

（4）	 国の大動脈を分断

東名高速道路や新東名高速道路、東海道新
幹線などの国の大動脈は、震度６強から７が
想定される激震地を走り、天竜川、大井川、
富士川といった大河川を横断している。特に
河口部付近で地盤の大変位が生じた場合、橋
梁のずれや倒壊により長期間通行止めとなる
可能性がある。名古屋港や大阪港周辺地域は
液状化の危険度が非常に高く、港湾地区への
アクセス道路が寸断されるおそれがある。こ
のように、陸と海の大動脈が長期間寸断され
て国土が広域ブロック単位で分断され、互い
に孤立する可能性が高い。

Ⅱ	 従来のパラダイムにおける
	 一般的なBCP（事業継続計画）
	 の問題点

1	 BCPの策定状況に応じた
	 グループ分け

上述のような政府の被害想定の見直しに伴

い、企業もBCP（Business Continuity Plan：
事業継続計画）注1の新規策定および見直し
に動いている。BCPへの取り組み状況に応じ
て各社の現状の対応は、

①未策定グループ（BCPは未策定で、現在
BCPの策定を計画している企業群）

②導入グループ（従来のリスク管理などを
BCPに改善し、BCPの策定を進めている
企業群）

③先進グループ（BCPはすでに策定済み
で、定着・浸透に重点を置いている企業群）

──の３グループに分類でき、それぞれの
グループによって課題は必然的に異なる。

2	 各グループの共通課題
（1）	 未策定グループ

これほど被害想定の見直しが騒がれるな
か、大規模災害のリスクになぜ対処しようと
しないのか。

端的にいえば、その理由は企業経営者の関
心の低さによるところが大きい。BCPを策定
するノウハウやスキルを持った人材がいない
ことを主な理由に挙げる企業もある。比較的
規模の小さい企業にその傾向が見られるが、
今や中小企業庁（http://www.chusho.meti.
go.jp/bcp）もBCPのテンプレートを無料で
公開し、書店には関連書籍が多数並び、その
ノウハウを安価に取得できる。その意味で
は、ノウハウや人材確保にコストがかかるこ
とがBCP未策定の決定的な理由とはならな
い。

行き着くところ、企業経営者が強い問題意
識を持つに至っていない、もしくは至近の経
営上の重要テーマが常に最優先されているの
が未策定グループの実態といってよい。
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（2）	 導入グループ

導入グループの共通課題は２つに分けられ
る。１つは「BCPのコンテンツ」そのもの、
２つ目は「BCPの策定プロセス」の課題であ
る。

BCPのコンテンツの課題とは、BCPをどの
程度まで詳細に策定すればよいのかという
BCP策定の担当者の悩みを示している。BCP
は一般的なフローに従って策定することはで
きるものの、どの程度まで詳細に文書化すべ
きなのかという漠然とした悩みを抱えている
担当者が多い。

一方、BCPの策定プロセスの課題は、いわ
ゆる「孤独との戦い」と呼ばれるケースであ
る。BCPの策定を任された担当者の多くは、
BCPの学習から策定までの一連のプロセスに
おいて孤軍奮闘している。経営陣は策定され
たBCPを承認はするものの、中身までチェッ
クしないケースが多いのではないか。策定し
た担当者はBCPをよく理解していても、周知
の方法が不十分であれば、従業員や経営陣も
知らない、外部に説明するだけのいわば「形
式的なBCP」ができあがってしまう。

（3）	 先進グループ

先進グループの共通課題は、「定着化」と
「実効性の向上」である。定着化とは一般に、
訓練や教育によって従業員にBCPを浸透させ
ることであり、実効性の向上とは、訓練など
で得られた課題や、実行シーンをイメージし
た際の違和感を、BCPやその他の防災・減災
の準備に反映させることを指す。先進グルー
プのBCP策定の担当者にとっては、①BCPの
精度を高めるべく、入念な訓練で得られた課
題をBCPにもれなく反映すること、②低下し

がちな大災害への備えと危機意識を、いかに
維持するかということ──が課題となる。

3	 課題に対する「打ち手」と
	 全グループに共通する
	 根本的な問い

（1）	 未策定グループ

このグループに見られる課題は、BCPより
も事業の成長のほうを優先させる企業体質に
ある。では、企業経営者に対してBCPの重要
性をいかに説くのか。筆者らの経験に照らし
ても、企業経営者の理解を獲得するには時間
を要すると思われる。そうだとすれば、不本
意であっても、形だけの初動対応でも短期間
に策定することが「打ち手」として望ましい。

（2）	 導入グループ・先進グループ

この両グループには、BCPの文書化や訓練
の設計などの技術的な課題が多い。これらは
一般的には、他企業の事例研究や外部機関の
ノウハウを活用することが打ち手になる。
BCPのテンプレートの活用や訓練実績のある
外部専門家の支援を得ることが、技術的課題
の解決には有効である。

（3）	 根本的な問い

しかし、筆者らはどのグループにも共通す
る根本的な問いがあると考えている。それは
企業がBCPを策定する際に、BCPをどのよう
に捉えているのか、その基本的な考え方への
問いそのものである。

BCP策定に関する上述の動向や課題のグル
ープ分けには、前提となるパラダイム（既成
概念）がある。それは、企業や人の通常の行
動・習慣、インセンティブ、制約要件はとも
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かくとして、「災害時の事業継続のためには
BCPを策定し、訓練などを通じて経営陣・従
業員にそれを徹底させる」ということである。
ただし、マニュアルや実行計画を策定したと
しても、企業はそのとおりには行動できな
い。また、いくら未曾有の大規模災害への対
策を講じるとはいえ、その対策を人的、物
的、資金的、地理的条件などの制約要件な
しに策定したのでは、BCPは絵に描いた餅に
なってしまう。

図１に示すとおり、BCPの実効性には時間
の経過とともに劣化する性質がある。従来の
パラダイムのもとでBCPを策定しマネジメン
トをしていたのでは、こうした劣化は避けら
れない。そうならないよう、BCPを維持して
いくためのマネジメントが欠かせない。で
は、どのようにすればBCPの実効性を高め続
けることができるのだろうか。

Ⅲ BCP策定を取り巻く
 新たなパラダイム

1	 BCPの新たなパラダイム
（1） BCPとは何か

「BCPとは何か」。このシンプルな問いに、

一般的な回答ではなく、「独自」の答えを用
意できる企業は少ないと筆者らは考える。

図２は各社のBCPの定義の範囲を示してい
る。最も多くの企業に見られるのは、Ｃの

「初動対応重視」である。これは、大規模災
害が発生した後、経営陣・従業員はどのよう
な行動を取ればよいのかを時系列で示し、短
期間での現状復旧に焦点を当てた行動を指
す。一方、最も少ないのは、BCPをＡの「戦
略・計画論重視」と定義している企業であ
る。内閣府はBCPを「事業継続を追求する計
画」としており、それに従えば、BCPとは、
初動対応はもちろん、事業継続を追求する計
画も含まれ、図２のいずれの要素も必要であ
るといえる。

（2） 組織の事業継続能力を高める
 戦略としてのBCP

しかし、初動対応を定めても、また事業継
続のための戦略・計画を教科書的に定めただ
けでも事業の継続計画は機能しない。そこで
本稿ではBCPを「組織の事業継続能力を高め
ていくための戦略」と定義し、BCPの実効性
が劣化することを前提に、事業継続能力を高
める施策について述べたい。そして、それら

図1　BCPの実効性劣化のイメージと従来のパラダイムにおける問題点

●　いくら最初に堅牢かつ詳細なBCPを
策定しても、①新たな被害想定による
前提の見直し、②経営上の財務的限界
（コストプレッシャー）、③事業を取り
巻く外部環境の変化──などにより、
BCPの実効性が劣化する

●　BCPの策定と定着化のみをゴールに
すると、マイナーな改善点への固執
や新たな被害想定などがないかぎり、
継続的な意識（モチベーション）の
維持や、定着化のための取り組み施
策が「品切れ」になり、結局形骸化
するおそれがある

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
実
効
性

時間

モチベーションの
低下

継続的な施策の「品切れ」

新たな被害想定

コストプレッシャー

事業を取り巻く
外部環境の変化
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の施策をマネジメントすること、すなわち、
「組織の事業継続能力を高める戦略・計画を実
行するためのマネジメントを「BCM（Business 
Continuity Management）」と定義する。

これまではPDCA（基本方針策定・BCP策
定・評価・見直し）サイクルのなかでBCPを
見直し、改善していくことがBCMであると
捉えられてきた。しかし、本稿のBCMは、
組織の事業継続能力を高めるために「平時」
における事業をどのようにマネジメントする
かに焦点を当てる。したがって、その取り組
みは各社ごとに異なり、戦略・計画の違いに
よって事業継続能力に大きく差が生じる新た
なパラダイムである。

2	 事業継続能力とは何か
（1） 事業継続能力とは何か

本稿での組織の事業継続能力とは、これま

でいわれてきたような、事業復旧のための能
力要件を単に揃えることではない。事業継続
能力を高めていくには、企業や人の行動・習
慣、および経済活動を営む企業としての考え
方を深く理解し、そのうえで戦略・計画を策
定しなければならない。

野村総合研究所（NRI）は、組織を動かす
ことの道理にかなったBCPでなければ、事業
継続は成し遂げられないと考えている。しか
しながら従来のパラダイムを前提にしたBCP
では、組織をマネジメントするうえでの問題
点を抱えている。

（2） 従来のBCPのジレンマ

①不合理行動問題
初動対応のマニュアルをいくら精緻に定め

たところで、従業員が実際にそのとおりに行
動できるわけではない。これを「不合理行

図2　BCPの定義の範囲

注）ISO22301：事業継続計画の国際規格
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動」という。「行動の指示を詳細にマニュア
ルに定めておけば、人はそのとおりに行動す
る」ことを「合理的行動」とすると、経営陣
や従業員が災害時に取るであろう、無意識や
それまでの学習経験に基づく行動は不合理行
動に近いといえる。

災害時の社員の行動をマニュアルで定義す
ることの限界を深く認識し始めている企業が
複数ある。これらの企業は、必要最低限の初
動対応以外の行動の規定やマニュアル類の整
備に多くの労力をかけることを合理的とは考
えていない。

②パターナリズム問題
「パターナリズム問題」とは、所管部署が初
動対応からBCPなど何から何までをつくり上
げて統制を利かせることにより生じる問題で
ある。従業員には何もさせないという前提に
立ち、従業員一人ひとりは受け身の状態にさ
せられる。これをガバナンスの問題に置き換
えると、極度に中央集権的なBCPを策定して
いるのが現状といえる。

なかでも問題なのは、事業再開や人命確保
に当たる工場、および顧客接点のある従業員
の巻き込みが少ないことである。本質的に
は、工場のラインや顧客接点のある従業員が
初動対応や事業継続の方法を熟知しているこ
とが重要である。

③「心の会計」問題
「心の会計」とは、「心（頭）のなかで実行
する大雑把な計算」と定義でき、この問題は
BCP策定とも関連づけて説明できる。すなわ
ち、いつ起きるとも知れない大規模災害への
備えに人的資源を投入したり、設備や情報シ

ステムのバックアップや防災対策に投資した
りすることのインセンティブを精緻に計算で
きない（しない）という問題である。生産設
備や情報システムは、一度損壊すると再開ま
でに多額の費用がかかる。とはいえ、未発生
の大規模災害に備えこれらを二重に保有する
こと、およびデータセンターの移転による費
用は高額になる。

この問題解決にはシミュレーションしか方
法はない。生産設備や情報システムの二重化
およびデータセンターの移転は、精緻に見積
もれば金額の算定は可能である。ところが、
被害想定や具体的な移転先を決めないまま費
用を概算すると、「高く」て「手間がかかる」
という印象論ばかりの議論が多くなる。なぜ
であろうか。多くの前提を置いたシミュレー
ションをいくら精緻にしたところで意味がな
いと考える企業経営者に、心の会計問題が発
生してしまうからである。

3	 事業継続能力を高めるための
	 処方箋

BCP策定に見られるこのような矛盾点（ジ
レンマ）にどのように対処していくべきなの
であろうか。

（1）	 行動指針を研ぎ澄ます

災害時に経営陣や従業員が合理的行動を取
れないことは前述のとおりである。そのとき
従業員は無意識かつ他人の行動に追従した行
動を取る傾向があるとすれば、マニュアルど
おりの行動は期待できない。これには大きく
２つの面から対処していく。１つは、初動対
応とBCPを明確に分けることで、２つ目は初
動対応には多くを盛り込まず、行動指針に基
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づくよう各従業員に端的に伝えることである。
具体的な行動までを従業員に教育するのは事
実上難しい。どう行動するかではなく、どの
ような「考え方」に基づいて行動するのか─
─事故や復旧対応に経験を積んできた企業ほ
ど、こうした考え方に立ち戻る傾向がある。

（2）	 ガバナンス体系を変える

人は不合理行動を取る。そのことを前提に
したうえで、実効性の高い初動対応やBCPを
いかに策定すればよいのであろうか。従来型
BCP策定の前提であったパターナリズムの場
合、合理的な行動を取る人を想定しすぎ、実
態に合わない初動対応やBCPを策定しがちで
ある。そこでパターナリズムを改め、BCPは
あくまで「業務を日々行っている従業員自ら
が策定するものであり、ガバナンス体系はそ
の指針にとどめるべき」という考え方が受け
入れられつつある。

初動対応やBCPが全社の規程のなかで特別
な存在として策定され、各種規程との関係
や、生産現場、営業所、部署単位で作成され
ているマニュアルなどとの整合が図れていな
いケースも散見する。誤っても、「文書を作
成することがBCPである」などと、手段と目
的とを取り違えてはならない。ましてや「全
社統一のBCP」と称して特定の部署が形式的
なBCPを策定しては意味がない。そうならな
いためにも、誰が誰の責任で初動対応やBCP
を策定し、実効性が劣化しないよう、どのよ
うにメンテナンスをしていくのかを明確にす
る。現場に近い部署では、ルールが決められ
ていないそのような規程類のメンテナンスは
なおざりにされる。「うちのBCPはどこにあ
るのか」という基本的なことさえ周知されて

いない現状を、根本から解決することはでき
ない。

（3）	 業務・構造改革の取り組みとして 
	 捉え直す

本稿では、BCPを「組織の事業継続能力を
高めていくための戦略」であると定義した。
事業継続のために防災・減災対策を検討して
いくことは、事業収益向上にかけるべき人材
の時間をそこに費やし、また、企業を守るた
めの投資であることから、企業競争力の低下
を招くことが懸念される。懸念の原因はどこ
にあるのか。それは、BCPに取り組むインセ
ンティブが少なすぎるという心の会計問題に
対処できていないからであろう。

具体的なインセンティブとは何か。それ
は、事業継続能力を高めるために、「Win（事
業の継続性）」と、もう一つの「Win（改革
によるメリット）」を通じた「非ゼロ和的な
取り組み」と説明できる。BCP策定というプ
ロセスを通じて業務・構造改革を進め、コス
ト削減や付加価値拡大を同時に満足させるよ
うな、１つのインセンティブで２つの機会を
もたらすことである。むろん、人命保護を差
し置いてまでコスト削減をしようとするもの
ではない。人命保護を大前提にさまざまな制
約要件があるなか、企業の事業継続能力の向
上をいかに定めていくのか。そこに向けた議
論こそが必要であると強調したい。

4	 業務・構造改革の接点と
	 事業継続能力の向上

（1）	 業務・構造改革の接点の探索

インセンティブの機会をどのように探索す
るのか。次ページの図３に示すように、
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● 全社的視点
● 経営管理機能面の視点
● 営業機能面の視点
● 商品開発・製造・物流機能面の視点
──の４つの視点からBCP検討のプロセス

と業務・構造改革の接点を見つけ出す。それ
ぞれの視点からどのような切り口の業務改
善・構造改革が可能なのか。すでに報告のあ
る改革事例および改革の可能性がある領域に
ついて考察する。

（2） 業務・構造改革接点の改革事例

【全社的視点：拠点配置】
──「災害対策本部への参集性評価」対「コ

スト削減」を前提にしたオフィス移転
本社機能の一部や支店、シェアード（間接

業務の集約）機能の入った事業所は、現在の
場所にあることが絶対条件であるのか。災害

時の災害対策本部の適切な場所を検討するプ
ロセスにおいて、支店やシェアード機能を担
っている事業所の移転は、コスト削減余地を
含んだ一つの検討ポイントになりうる。

大規模災害発生時、多くの企業は社長を本
部長とする災害対策本部を設置する。しかし
ながら、同本部のメンバーは本当にそこに参
集できるのか。本社ビルに災害対策本部を設
ける企業は多いが、そこがメンバー全員にと
って遠い場所であるケースも少なくない。

東日本大震災直後は本社機能の分散論が議
論された。しかし現実には、経営によほど余
裕のある企業でないかぎり本社機能を過分に
保有するのは難しい。

とはいえ、経営陣の１割にも満たない参集
率を前提とする災害対策本部をかたくなに本
社に設ける意義は薄い。コスト削減を切り口
に、最適な災害対策本部を支店やシェアード

図3　BCPを切り口にした業務・構造改革の視点

注）B/S：貸借対照表、C/F:キャッシュフロー計算書、P/L：損益計算書

全社的視点 経営管理機能面の視点

営業機能面の視点 商品開発・製造・物流機能面の視点

1.  企業ビジョン
2.  事業ドメイン
3.  企業戦略
4.  事業ポートフォリオ
5.  組織体制
6.  人員配置
7.  社員意識
8.  企業・部門風土

9.    社内規程
10.  社内インフラ
11.  経営数値
   　P/L、B/S、C/F

12.  財務指標
13.  競合戦略

14.  管理会計制度
15.  人事制度
16.  福利厚生制度
17.  現場業務支援
18.  情報収集・分析・提供
19.  情報システム
20.  会議体
21.  施設管理

22.  権限･責任体系
23.  業界団体対応
24.  経営企画
25.  財務管理
26.  広告宣伝
27.  リスク管理
28.  関係会社管理

29.  販売・卸政策
30.  顧客開発
31.  顧客管理
32.  業務フロー・業務生産性
33.  労務（社員・派遣）管理
34.  在庫・固定資産管理
35.  売上債権管理
36.  与信管理

37.  価格設定
38.  人材教育
39.  事業所設置
40.  経費管理
41.  数値管理
42.  動機づけ
43.  業績評価

44.  研修開発（商品開発）
45.  顧客・現場ニーズ収集
46.  技術力（得意・重点技術分野）
47.  物流
48.  仕入先との関係
49.  生産
50.  アウトソーシング活用
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機能の事業所に分化・移転させることも一考
である。

【経営管理機能面の視点：情報システム】
──「バックアップ検討」対「オペレーシ

ョンの改善」
BCPを検討するに当たっては、通常、情報

システムのバックアップや二重化に関連する
投資が議論されがちである。しかしながら、
それでは企業の競争力が低下するため、情報
システム関連投資のオプション（選択肢）
と、目指す事業継続（サービスレベル）のト
レードオフを検討する。すなわち、現状の情
報システムを分析・評価することで、投資の
抑制とBCPの両立を図る策を検討するのであ
る。

たとえば顧客接点のあるサービス業の場
合、システム端末の一部を手作業にして顧客
情報処理や業務処理を行うと、サービスレベ
ルが通常時に比べてどの程度低下するのかを
検討する。企業のビジョンと被災シミュレー
ションに鑑みれば、そのレベルが許容可能か
どうかを判断できる。また、重要な情報を定
期的に紙に印刷・保管するという、堅実では
あるが非効率な作業を一部に導入すること
で、BCPに関連する情報システムの投資を抑
制できる可能性が判断できる。それには、現
状の情報システムが提供している業務オペレ
ーションを手作業で代替する可能性の評価が
重要なポイントになる。

【経営管理機能面の視点：業界対応】
──「自社負担」対「業界分担」
東日本大震災では、自社内で対応すること

のコスト的な限界により、あるいは自社独自

で対応したことにより、顧客全体に不利益な
事態を招いた事例もあった。前者の事例とし
てはデータセンターのバックアップがあり、
後者には金融業界がある。

これらの具体的な対策としては、データセ
ンターを業界内で一部共同保有することがあ
る。また、金融業界の場合、たとえば、企業
ごとに異なる事務や、顧客に対する条件に優
劣を与えることで競争優位を確保する環境を
抑制することを業界として定めるなど、業界
内の関係をより密にすることで、事業継続、
コスト抑制、消費者保護をバランスさせるこ
とができる。

【商品開発・製造・物流機能面の視点：在
庫管理】
──「在庫保有」対「在庫削減」
製造業や流通業にとって、在庫・仕掛品を

持たないにもかかわらず、災害時に製商品の
供給を維持することは、究極的な課題の一つ
といってもよい。このトレードオフにどのよ
うに対処するのか。これには、BCPで発生す
る追加負担を、通常業務の工夫によっていか
に低減するかがポイントになる。

自社または関連会社の生産機能が壊滅的な
被害を受けた場合、復旧期間にどの程度を要
するのか。その復旧期間分が在庫保有の最長
期間である。しかし、復旧期間の見積もりを
誤れば在庫量は増え、平時の負担は高まる。
既存のサプライチェーンのなかで、その在庫
保有負担を軽減できるような連携を、自社お
よび仕入先・販売先との間でいかに強めてお
くかが重要である。製商品のブランド会社だ
けが在庫を保有するのではなく、仕入れ、
卸・販売先を含めた連携により、平時の負担
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を軽減しようとする動きがすでに始まってい
る。

【商品開発・製造・物流機能面の視点：仕
入管理】
──「仕入先関係強化」対「仕入先再編」
仕入先は在庫負担を軽減するパートナーで

あると同時に、重要業務を継続するために欠
かせない取引先でもある。製造業に見られる
ような強い系列関係にない企業同士の場合、
自社の重要な製商品の生産・販売ができるよ
うにするには、仕入先が自社を重要顧客先と
して選定し、指定した期間内に納品できるこ
とが前提条件になる。

重要仕入先との間での協定や契約をより強
固に結ぶ動きも見られるが、ひるがえればこ
のことは、自社がBCPの要件を満たさない場
合、取引が見直される可能性があることも示
唆している。事業継続が可能かどうかは、納
入先企業との力関係によって異なる。企業間
の関係性が弱いと考えられる企業にとって
は、取引先企業または仕入先との関係性を平
時にいかに強めておくかが重要なポイントで
ある。

（3）	 可能性のある改革検討領域

【経営管理機能面の視点：福利厚生制度】
──「耐震補強」対「福利厚生制度再考」
たとえば、寮や社宅制度とBCPは異なる次

元のようでもある。しかしリスク管理をトー
タルにする場合、古い寮や社宅の耐震構造を
評価し、耐震工事や建て替えをすべきかどう
かを確認すること、すなわち、リスクにさら
される可能性が高い資産や業務、抱える社内
の福利厚生制度をどう評価し見直すかは、経

営における重要テーマである。
この場合も、前提はあくまでも人命保護で

ある。とはいえ、人命と、耐震工事や建て替
え・住み替えを促進するための予算とは比較
できない。比較すべきは、①福利厚生制度を
維持した場合の耐震・建て替えのための投
資、②同制度を維持しない場合による制度改
定および運用上のコスト試算──である。コ
スト最適な制度維持、または報酬制度を含め
た福利厚生制度の対応が求められる。これは
心の会計で済ませてしまうのではなく、人命
を失うという最大のリスクをヘッジ（回避）
するための大局的視点が必要である。

【営業機能面の視点：営業体制のサクセッ
ションプラン】
──「災害時の営業体制」対「平時の営業
	 	 体制」
自社の事業復旧のプロセスにおいて、顧客

をどのように支援していくのかという営業復
旧戦略の議論も始まっている。たとえば、営
業担当の従業員は実質的にどの程度の時間で
顧客先を訪問できるのかということが挙げら
れる。ここでのポイントは、重要顧客先への
フォロー体制を平時の営業プロセスに組み込
んでおくことにある。

仮に重要顧客先の担当者が遠方に居住して
いたとしても、駆けつけられる近隣の自社社
員を災害時のフォロー体制のメンバーに選出
しておくなど、平時にあっても災害時をより
意識することがバランスの取れた実際的な対
応である。災害時のみの特別なフォロー体制
を検討しているだけでは、おそらく十全に機
能しないであろう。
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5	 組織の事業継続能力向上に
	 関する今後の展望

従来のBCPでは、重要業務を目標時間内に
いかに復旧させるかが議論の中心であり、組
織の事業継続能力も、そうした大規模災害発
生後からいかに迅速に復旧できるかの能力に
焦点が当てられてきた。

しかしながら筆者らは、企業・組織や人間
の行動はそれほど単純ではなく複雑であると
いう前提に立っている。初動対応のルールを
決めたからといっても、そのとおりに動ける
ものではない。防災・減災のための備えをし
ろといっても資源は有限である。人の習慣や
行動、組織を動かすインセンティブが何であ
るかに十分に注意を払い、その何かをインセ
ンティブにできてこそ、組織と人とを動かす
実効性の高い新しいパラダイムでのBCPが策
定できる。

確実に発生するといわれる巨大地震に、ど
う知恵を出して組織の事業継続能力向上や業
務・構造改革に活かすのか。2012年度以降見
られる企業の動向にも注目していきたい。

注

1	 内閣府「事業継続ガイドライン第二版──わが	
国企業の減災と災害対応の向上のために」で
は、「災害や事故で被害を受けても、取引先等の
利害関係者から、重要業務が中断しないこと、
中断しても可能な限り短い期間で再開すること
が望まれている。また、事業継続は企業自らに
とっても、重要業務中断に伴う顧客の他社への
流出、マーケットシェアの低下、企業評価の低
下などから企業を守る経営レベルの戦略的課題
と位置づけられる。この事業継続を追求する計
画を『事業継続計画』（BCP：Business Conti-
nuity Plan）」と呼ぶ、としている
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企業情報システムの老朽化と
刷新への取り組み

C O N T E N T S
Ⅰ　企業情報システムの老朽化と課題
Ⅱ　ユーザー企業のIT投資動向と重点テーマ
Ⅲ　企業情報システムの構造変遷とスリム化・コスト削減対策
Ⅳ　基幹業務系システムの刷新への取り組み

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 企業の情報システムの中核をなす基幹業務系システムは老朽化が進み、維持コ
ストの増加と、経年疲労による障害発生の危険度増という課題を抱えている。
今後５年間で再構築したいという企業は45％に上っているが、現行システムの
コスト削減が優先され再構築予算の獲得がネックとなっている。

2	 企業のIT（情報技術）投資額は2008年のリーマン・ショックの影響で大きく
落ち込んだ後、ゆるやかな回復傾向にある。IT投資の重点テーマは、コスト
削減や経営管理強化につながるテーマが優先され、新事業や営業力強化のテー
マは厳選されるという状況にある。

3	 企業の情報システムは、これまで２度にわたる技術変革や新規ビジネス拡大へ
の対応で大規模化・複雑化し、個別最適なシステム構造となった。ITガバナ
ンスの強化やERPパッケージの採用などでスリム化が図られてきたが、リーマ
ン・ショック以降はサービスレベルの引き下げ、システム基盤の統合、外部サ
ービスへの切り替えといったITコスト削減策が緊急テーマとなった。

4	 基幹業務系システムの刷新に当たっては、①競合他社との差別化やグローバル
での事業展開などにどう寄与できるか、②今後のビジネスモデルに沿った業務
プロセスへの革新をどう実現できるか、③外部サービスの活用やソフトウェア
資産の流用などでITコストをどう削減できるか──を明確にして、中期経営
戦略に組み込むべきである。

稲月  修
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Ⅰ	 企業情報システムの老朽化と
	 課題

近年、高速道路や橋梁など社会インフラ
が、老朽化による機能低下および事故の危険
性などの問題を抱えていることが指摘されて
いる。同様に、企業の情報システムも老朽化
により改修範囲の調査や特定に時間がかか
り、テストの負荷が増えることで維持コスト
が増大しており、経年疲労やブラックボック
ス化で障害発生の危険性が増しているなどの
課題を抱えている。

2011年、大手銀行で大量の振り込みが処理
できず、ATM（現金自動預払機）が長時間
全面停止するトラブルが発生した。直接的に
は大量取引が集中して処理できるリミット値
を超過したことが原因であるが、遠因として
は、勘定系システムを大幅刷新することなく
20数年間使い続けてきた点が挙げられてい
る。構築当時は設計していなかった取引業務
が出てきたり、維持管理のためのノウハウが
暗黙知となったままで担当者の世代交代で引
き継ぎが不十分となっていたり、企業合併の
対応で情報システム間の連携に制約があった
りしたことなどが想定される。ビジネスや技
術の変遷に合わせて情報システムを定期的に
刷新することは必須といえよう。

ユーザー企業の情報システム部門では、中
長期的なIT戦略のなかに情報システムの刷新
計画を組み込んでいたが、2008年のリーマン・
ショックの影響を受けてその計画をいったん
棚上げし、現行システムのコスト削減を優先
して対応してきた。そうして情報システムの
刷新が停滞した結果、その中核である基幹業
務系システムの老朽化が課題となっている。

日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
の『企業IT動向調査報告書 2012』文献1によ
れば、代表的な基幹業務系システムの開発時
期は「１～10年前」が71.4％、「11年以上前」
が25.6％であった。すなわちユーザー企業の
４社に１社の基幹業務系システムは、1990年
代のビジネスや技術環境をベースに稼働して
いることになる。ただしハードウェアは新型
に更新されており、制度変更などへの対応も
なされていて当面は問題ない。

とはいえ、同報告書によれば、代表的な基
幹業務系システムの今後の利用予定は、「１
～５年」が45.1％、「６～10年」が34.1％、

「11年以上」が7.2％であった。開発時期に合
わせて鑑みると、1990年代と2000年代前半に
構築した基幹業務系システムを、今後５年以
内に再構築したいと考えているユーザー企業
は約45％にも上ることになる。

基幹業務系システムの老朽化はシステムリ
スクの一つである。その刷新によって業務プ
ロセスのスリム化やシステムコストの削減が
推進でき、新事業の展開に迅速なシステム支
援が可能な基盤が実現できる。経営者は中期
経営戦略の一環に基幹業務系システムの刷新
を組み込むべきである。

情報システム刷新の取り組みを述べるに当
たり、まず、ユーザー企業のIT投資の動向、
および情報システムの構造の変遷について確
認しておく。

Ⅱ	 ユーザー企業のIT投資動向と
	 重点テーマ

野村総合研究所（NRI）では、ユーザー企
業の情報システム担当役員を対象に「ユーザ



72 知的資産創造／2012年12月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ー企業のIT活用実態調査」（以下、実態調
査）を毎年実施している。2011年12月に実施
した実態調査によれば、IT投資額の12年度予
想は11年度より「増額する」企業が33.2％、

「ほぼ同額」の企業が46.2％、「減額する」企
業が16.6%であった。

IT投資の推移を見ると、2008年はリーマ
ン・ショックの影響で大きく落ち込んだが、
それ以降はゆるやかな回復傾向にある。2011
年度のIT投資額は東日本大震災や円高など
の影響で若干減ったものの、12年度はIT投
資を増額する企業が増える見込みとなった

（図１）。ただし、欧州の信用不安や海外の景
気減速などの経営環境の変化を踏まえ、IT
投資の時期を遅らせる判断も出てこよう。

また、ユーザー企業がIT活用で実現した
い重点テーマは、実態調査によればこの６年
間同じ傾向にある。１位が「業務プロセスの
標準化」（システム化による業務手順の統一

等）、２位が「業務の効率化」（業務の自動化
等）、３位が「経営管理の機能強化」（経営情
報の提供、管理会計、内部統制の整備等）と
なっている。IT活用による「新事業・新サ
ービスの創造」よりも、デフレ対策であるコ
スト削減や、既存事業のグローバル展開への
対応など目前のテーマの優先度が高い。

IT面の重点テーマからも同様の傾向が見
られる。NRIではユーザー企業の情報システ
ム部門を対象に、「企業情報システムとITキ
ーワードに関する調査」も毎年実施してい
る。2012年２月の同調査によれば、重要度が
高い上位テーマは、①サーバー統合やクラウ
ドコンピューティング（以下、クラウド）活
用といったコスト削減テーマ、②DR（災害
復旧）・BCP（事業継続計画）や法規制対応
といったガバナンステーマ、③モバイル端末
の導入やビッグデータ関連の事業拡大テー
マ、④情報システムの老朽化対策──であっ
た（表１右）。

これらの調査結果を踏まえると、ユーザー
企業は業績が厳しいためIT投資の増額には
慎重であり、その用途はコスト削減や経営管
理強化につながるテーマが優先され、新事業
や営業力強化のテーマは投資対効果を吟味し
て厳選される傾向にあるといえよう。

Ⅲ	 企業情報システムの構造変遷と
	 スリム化・コスト削減対策

ユーザー企業が経営戦略を進める際には
ITの活用が密接にかかわっていくことから、
情報システムの規模は拡大し続けている。す
でにユーザー企業の情報システムは過去２度
にわたる技術変革の波を受けて大規模化し、

図1　日本企業におけるIT（情報技術）投資額の増減

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2003、05、07、09、11年
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かつ複雑な構造となっている。
情報システムの歴史を紐解くと、メインフ

レームによる集中処理時代からクライアント・
サーバー方式によるオープン・分散化時代、
Web方式によるインターネット化時代を経
てきた。これら技術転換期に合わせて、ユー
ザー企業の情報システムも整理・整頓された
かというと、実はそうでもない。過去の情報
システムの資産をすべて新たな技術基盤に移
行することは、コスト面・時間面の制約から
できていない。中核を占めるハードウェアの
種類を2011年の実態調査から見ると、メイン
フレームが残っている企業は約50％（図２の
アミがけの部分）あり、そのうちメインフレ
ーム主体の企業は約30％もある。特に金融業
では約50％がメインフレーム主体となってい
る。すなわち、ユーザー企業の業務システム
は３世代ないし２世代が混在した技術基盤の
上で稼働しており、それらの密結合的な連携
処理によって全体の情報システムが成り立っ
ている状況にある。

一方、新規ビジネス向けにはスピード優先
で個別最適な情報システムを構築してきたと
いう事情もある。さらにサプライチェーン（供
給網）への対応やインターネットビジネスの
拡大により情報システムの規模は拡大し複雑
さ（社外ユーザー向けと社内向けシステムの
連動やサービス時間の延長など）が増すこと
になった。たとえば個別最適なシステム（サ
ブシステム）開発の結果、ある大手企業では

表1　重要度が最も高いIT

2011年2月 2012年2月

順位 技術名 回答（%）（5段階
評価で5と4を選択）

技術名 回答（%）（5段階
評価で5と4を選択）

1 サーバー統合への取り組み 46.7 サーバー統合への取り組み 48.2

2 Windows7への移行 44.0 Windows7への移行 46.7

3 IAサーバー仮想化技術の採用 34.0 DR・BCP（事業継続計画） 45.6

4 クラウドコンピューティングの活用 31.0 クラウドコンピューティングの活用 35.3

5 データウェアハウスやBIによる情報分析 29.2 IAサーバー仮想化技術の採用 34.8

6 各種コンプライアンス対応（SOX法など） 28.9 スマートフォンやタブレット端末の導入 33.1

7 データ統合基盤の構築 27.3 データウェアハウスやBIによる情報分析 31.8

8 ERPシステムの導入・更新 24.6 データ統合基盤の構築 28.2

9 レガシーマイグレーションの実施 23.6 各種法規制や業界ガイドライン対応 27.9

10 DR（災害復旧） 22.0 レガシーマイグレーションの実施 25.1

N＝1,049 N＝927

注）BI：ビジネスインテリジェンス、ERPパッケージ：統合業務パッケージ、IA：インテルアーキテクチャー、SOX法：サーベンス・オクスリー法
出所）野村総合研究所「企業情報システムとITキーワードに関する調査」2011年2月、12年2月

図2　中核を占めるハードウェア

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」
2011年
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1990年代後半からの10年間で、サブシステム
数が50倍（３→150）、主要サーバー数が70倍

（10台→700台）の規模に膨張してしまった。
その対策として、「サイロ化」したこのよ

うな情報システムの構造改革もなされてきた。
大規模化し複雑化した情報システムを全体最
適化してスリム化するために、2000年代前半
にEA（エンタープライズアーキテクチャ
ー）が導入された。これは、①情報システム
のみならず肥大化した組織や硬直化した業務
プロセスを見直して、②ビジネス戦略に沿っ
た業務とシステムの「あるべき姿（目標）」を
策定し、③ビジネス・データ・アプリケーシ
ョン・テクノロジーの各アーキテクチャーを
標準化して、あるべき姿に向けたロードマッ
プを策定する──ものである（図３）。この
結果、業務やシステムが仕分け・見える化さ

れて優先づけされ、IT投資とIT活用のガバ
ナンスが回る仕組みが構築された。

アプリケーション面では、ERPパッケージ
（統合業務パッケージ）が多く導入された。
ERPパッケージの採用によって開発コストの
削減と開発期間の短縮を実現するとともに、
先進企業に準拠した業務プロセス改革を進め、
これをグローバルに事業展開する際の共通業
務基盤とした。実態調査によれば、基幹業務
系システムにおけるERPパッケージの適用度
は、財務会計や人事管理が62.5、46.6％と高く、
販売管理・購買管理・生産管理でも26.4、
21.9、17.3％と、年々増加している（図４）。

ただし大規模化し複雑化した情報システム
の構造改革は一括しては実行できず、逐次再
構築しながらあるべき姿にしていくことにな
るため、５年以上かかる。その過程でリーマ

図3　全体最適化アプローチの実現ステップ

最適化計画・モデル

IT運営

①現状EAモデルの作成 ②将来EAモデルの策定

現状EA 将来EA

データ
アーキテクチャー

（DA）

アプリケーション
アーキテクチャー

（AA）

テクノロジー
アーキテクチャー

（TA）

ビジネス
アーキテクチャー

（BA）

ビジネス
アーキテクチャー

（BA）

データ
アーキテクチャー

（DA）

アプリケーション
アーキテクチャー

（AA）

テクノロジー
アーキテクチャー

（TA）

③ロードマップの策定

④個別システム開発の実施 ⑤EAの評価・改善

上記最適化計画と整合を取りながら、
個別のシステム開発を実施

業務環境、技術動向の変化を踏まえ、
最適化計画・モデル見直しを適宜実施

注）EA：エンタープライズアーキテクチャー
出所）野村総合研究所システムコンサルティング事業本部『図解CIOハンドブック 改訂版』日経BP社、2009年

移行ロードマップの策定
（実施計画）
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ン・ショックが起こり、改革がいったん棚上
げされ、現行システムのコスト削減が最優先
事項となった。その状況は2012年時点まで変
わっておらず、情報システム部門はコスト削
減に向けて毎年「乾いた雑巾をさらに絞る」
ような施策を重ねてきている。たとえば、

①機能変更や基盤変更をせず既存システム
をそのまま使い続ける凍結施策

②ハードウェア・ソフトウェア保守費の打
ち切りやアプリケーション維持体制の縮
小施策

③調達方法の変更による価格の低減施策
④サーバーの仮想化・統合化およびオープ

ンソースの活用施策
⑤外部サービスやBPO（業務の外部委託）

への切り替え施策
──などである（図５）。特にサーバーの

仮想化技術により、システム基盤の寿命に合
わせてアプリケーションに大きな対応を施さ
なくてもよくなり、維持負荷が軽減できてき
ている。

以上のようにここ数年の状況を見ると、
IT投資額は漸増傾向にあるものの、基幹業
務系システムを大幅刷新するまでの余力はな
いことがわかる。

Ⅳ	 基幹業務系システムの
	 刷新への取り組み

情報サービス産業協会（JISA）が2010年
12月に実施した「情報システム化の現状と将
来動向の調査（ユーザ調査：経営企画部門）」
によれば、「今後最も優先的に構築・更新し
たい情報システム」は、１位が「ERPシステ
ム」、２位が「その他の基幹系システム」、３

図4　ERPパッケージ（統合業務パッケージ）の適用状況

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2005、07、09、11年

財務会計

管理会計
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図5　IT投資・費用の適正化（複数回答）

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2011年
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位が「CRM（カスタマーリレーションシッ
プマネジメントシステム）」であり、「BI（ビ
ジネス・インテリジェンス）」や「モバイル
関連システム」など、新規技術を活用して事
業展開を支援する分野よりも優先度が高い

（図６）。このことからも基幹業務系システム
の老朽化が進み、刷新の時期が迫っていると
いえよう。

これと関連して、JUAS「第14回 企業IT
動向調査2008」文献2から代表的な基幹業務系
システムのERPパッケージの利用状況を分類
すると、「自社開発（自社開発のみ＆主体）」
が75％、「ERPパッケージ（ERPパッケージ
のみ＆主体）」が25％であった。自社開発の
比率が高い理由を、JUASは「他社との差別

化をするため」と分析している。今後はユー
ザー企業のコア（中核）業務での差別化視点
や所有から利用への意識変化があり、ERPパ
ッケージの利用が増えるであろう。ただ、代
表的な基幹業務系システムの利用期間（ライ
フサイクル）は、ERPパッケージ系が自社開
発系より２～５年ほど短いと分析している。
これは、ERPパッケージを採用した場合、ユ
ーザー企業の実態に合わせてカスタマイズす
ることが多く、ビジネスや業務の経年変化に
対応しきれなくなるからであろう。

さて、情報システム刷新に当たって留意す
べき重要な点は、

①ビジネス戦略への寄与
②業務プロセスの革新

図6　今後最も優先的に構築・更新したい情報システム（単一回答）
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処理など）

コラボレーションツール（グループウェア）

セキュリティ関連システム

SFA（セールスフォースオートメーションシステム）

EAI（工ンタープライズアプリケーション統合）

SCM（サプライチェーンマネジメントシステム）

企業間電子商取引関連システム（BtoB） 

BI（ビジネス・インテリジェンス）
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その他

出所）情報サービス産業協会（JISA）「情報システム化の現状と将来動向の調査（ユーザ調査：経営企画部門） 」2010年12月、09年9月
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③ITコストの削減
──である。ビジネス戦略面では、競合他

社との差別化や営業力強化にどう寄与する
か、グローバルでの事業展開や新事業拡大に
どう寄与するか、経営情報の迅速・的確な把
握やコンプライアンス（法令遵守）の強化に
どう寄与するか──といった観点でシステム
刷新の必要性を明確化しておきたい。

基幹業務系システムは事業基盤を支えると
いう位置づけのため、寄与度を定量的に表す
ことは難しい。たとえば「納期短縮・在庫削
減のために販売先・調達先と連携したSCM

（供給連鎖管理）を構築するIT基盤」といっ
たように、経営層に理解されやすい説明が必
要であろう。今後ビッグデータやモバイルを
効率的に活用するには、基幹業務系システム
のデータベースやアプリケーションが柔軟な
構造になっている必要もある。

また、東日本大震災を受けてDR・BCPの
重要度も高まった。クラウドサービスの拡大
によりDRが低コストで実現できるようにな

ったためで、リスク対策としてシステム刷新
にもこのDR・BCPを盛り込みたい。

次に業務プロセスの革新だが、業務プロセ
スを変える覚悟がなければ、システム刷新は
しないほうがよいといえよう。たとえばある
大手証券会社は、他社との差別化にならない
顧客管理や精算機能については自社独自シス
テムの開発をやめ、共同利用型サービスであ
る総合証券バックオフィスシステムを採用し
た。最低限のカスタマイズはするものの、膨
れ上がった現状の業務支援機能を絞り込み、
業務の変更での対応とした。これには業務プ
ロセスと業務内容の変更を伴うので、現場の
移行負荷は大変大きいが、中期的な経営戦略
に基づき業務改革の一環として経営トップが
英断を下した事例である。

業務プロセスの革新には２種類の方法があ
る。自社環境に即して独自に構築する方法
と、外部サービスないしはERPパッケージに
身の丈を合わせつつ最低限のカスタマイズを
する方法である。競合他社と差別化でき競争

図7　業種グループ別業務プロセスの共通化の状況（最も売り上げが高い商品）

全体（N＝549）
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全世界で共通化済み 全世界で共通化の予定
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％
出所）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）『企業IT動向調査報告書2012──ユーザー企業のIT投資・活用の最新動向（2011年

度調査）』日経BP社、2012年
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優位に立てるコアな業務であれば自社で独自
開発すべきであろうが、それ以外の業務は
BPOも含めて外部サービスを活用すべきで
あろう。

また、グローバル展開では地域の特殊性も
かかわってくる。前述のJUASの調査による
と、業務プロセスを「全世界で共通化済み、
ないし予定」の企業は21.2％、「地域ごとに
共通化済み、ないし予定」の企業は36.8％と
なっている（前ページの図７）。業務プロセ
スの整備に合わせて情報システムも、全世界
で共通な機能、地域で共通な機能、個別機能
という３階層構造が必要となり、これらを稼
働させるデータセンターの分散化も検討課題

である。
３番目のITコストの削減では、情報シス

テム刷新により投資分を含めたITの維持・
運用費用の削減を実現することも経営命題で
ある。外部サービス活用も解決策の一つであ
り、その場合、多くはコア機能しかカバーさ
れないため、自社独自分のシステム開発は残
る。独自開発分のコスト削減には、「現行機
能のすべてを継承しないこと」が一番であ
る。過去のシステム構築プロジェクトの失敗
の要因の一つが、現行機能の継承という現場
の声に負けたことにある。情報システム部門
はユーザー部門とシステム刷新の意義を共有
して、現行機能にとらわれず業務改革を目指

図8　ITモダナイゼーション（情報システムの刷新）の体系図

ITモダナイゼーションの準備作業 ITモダナイゼーションの手法

レガシーシステムの利用状況や
重要性などをビジネス的な視点
で調査し、採用する方式や優先
順位などを検討する

レガシーシステムのプログラ
ム、データなどを解析しレポー
トする。仕様書を生成する
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ITモダナイゼーションの
方向性提示
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注）BPR：ビジネスプロセス・リエンジニアリング、SaaS：ソフトウェア・アズ・ア・サービス、SOA：サービス・オリエンテッド・アーキテクチャー
出所）野村総合研究所技術調査部『ITロードマップ 2011年版』東洋経済新報社、2010年
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ていくための基礎となる。
NRIの実態調査の結果によれば、経営者

（社長）のIT認知度の分析結果は、「ITコス
トについて総額は把握しているが、中身にま
では踏み込んで理解していない」「IT投資効
果の有効性について、一応聞いてはいるが受
け身の理解にとどまっている」が１、２位で
あった。基幹業務系システムの刷新を計画す
るに当たっては、まず経営者のIT認知度を
もっと向上させる日ごろからの取り組みが必
要であろう。それを通じて、経営における基
幹業務系システムの重要性や老朽化対策の必
要性への理解を深めていくべきである。その
方策として、経営者が参加するITにかかわ
る方針決定会議（ITステアリングコミティ）
やIT投資の評価制度の導入を図るのも有効
である。

参 考 文 献

1	 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）『企
業IT動向調査報告書2012──ユーザー企業のIT
投資・活用の最新動向（2011年度調査）』日経
BP社、2012年

2	 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）「第
14回 企業IT動向調査 2008」http://www.juas.
or.jp/servey/it08/sumary2008_v12-7.pdf

3	 情報サービス産業協会（JISA）『情報サービス
産業白書 2011-2012』日経BP社、2011年

4	 野村総合研究所システムコンサルティング事業
本部『図解CIOハンドブック 改訂版』日経BP
社、2009年

5	 野村総合研究所技術調査部『ITロードマップ
2011年版』東洋経済新報社、2010年
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した開発に当たるべきである。
また、既存ソフトウェア資産を流用して開

発コストを削減する方法もある。前述のよう
に、現在メインフレームを利用しているユー
ザー企業は依然として50％を超えており、メ
インフレームからオープン系システムに刷新
するのは悩みの種である。メインフレーム上
のレガシー（旧）システムは提供ベンダー固
有の構造で、言語もCOBOL（コボル）など
旧世代のため単純移行ができない。

情報システムを刷新することを、技術面か
らは「ITモダナイゼーション」と称す。そ
の体系や手法を図８に示す。このなかで昨今
は、プラットフォームだけをオープン化する

「Re-Host（リ・ホスト）」のツールが整備さ
れてきたので検討する価値がある。ただし、
アプリケーションは従来のままなので、その
維持費用は削減できないことに注意する必要
がある。

基幹業務系システムの刷新は、企業の組織
構造やビジネスモデルの変化を踏まえて、10
～15年サイクルで計画的に実施すべき重要な
テーマである。外部サービスも含めて最新の
モノを活用し、多くのヒトとカネを投入する
一大プロジェクトとなる。当然ながら、その
責任者と推進チームの人選がプロジェクトの
成功を左右するため、コンサルティング力・
技術力・マネジメント力に優れた経験豊富な
外部パートナーを活用するのも一策である。

また情報システムの刷新は、現場での世代
交代の好機でもある。業務部門での業務分析
や要件定義の技術、情報システム部門の大規
模開発技術などの次世代社員へのノウハウ継
承が、IT活用による経営を持続的に推進し
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増加する企業の債券発行
神宮  健 　中国における企業の債券発行は、過去数年増加してきた。景気刺

激策の財源となっていることに加えて、新商品の導入など、債券市
場を発展させようとする動きもある。

上 述 の 分 類 に よ れ ば、 企 業 債、
MTN、CPの形で発行されている。

最近の動向を見ると、2011年に
は企業の債券発行が全体で増加する
なか、企業債の発行額が前年比で減
少した。この背景には、2011年４
月ごろに雲南省の融資平台にデフォ
ルト（債務不履行）懸念が発生し、
企業債の発行がその後半年ほど低迷
したことがある。資金調達の一部は
MTNやCPによって代替されたと見
られる。CP市場においても、2012
年４月ごろにデフォルト懸念が生じ
た。

こうした展開を受けて企業の信用
格差が金利に反映されるようになっ
ている。以前のように超優良な発行
体しか資金調達できない状況とは異
なり、信用力の点で発行体が徐々に
多様化しつつある。一方、MTNの
発行金利は銀行融資金利より低い場
合もあり、優良企業にとっては直接
金融のほうが有利となる状況も生じ
ている。

マクロ経済面の要因と並行して、
債券市場改革の進展も企業の債券発
行を後押ししている（表１）。それに
は第１に、商品の多様化がある。ま
ず、銀行間債券市場についての経緯
を振り返ると、2005年にCP（満期
1年以内）が導入された。発行につ

達は旺盛である（図１）。
なお、企業の発行する債券につい

ては、発展改革委員会（発改委）が
企業債を、証券監督管理委員会（証
監会）が公司債を、中国銀行間市場
交易商協会（NAFMII、主管部門は
中国人民銀行）がCP・MTNなどを
それぞれ管理している。

企業の債券発行増加の背景には、
2009年以降の景気刺激策がある。
具体的には、都市インフラ・社会保
障性住宅建設や中小企業金融のサポ
ートなどである。そして、地方政府
の融資平台は、これらのプロジェク
トの資金調達のために、いわゆる「城
投債」（都市投資債券）を発行して
きた。城投債の概念は比較的広く、

景気刺激のための資金調達と
新商品の導入

中国の非金融企業（地方政府の融
資平台注1を含む）の債券発行による
資金調達は、過去数年間増加してき
た。2011年の国債等を含む債券発行
は、全体で約７兆7000億元となり
前年比20.4％減少したが、非金融企
業による発行額は約２兆3000億元
と前年比29.6％増加し注2、債券市
場全体に占める割合は30.3％に上
昇した（ちなみに08年は13.7％）。
企業による債券発行の主力は、短期
融資券（CP）、中期手形（MTN）、
企業債、社債（公司債）で、2011
年はこれらが企業発行債券の約８割
を占めた。2012年も企業の資金調

図1 企業の債券発行額

注） 主な債券のみ。2012年は8月まで。PPNは「非公開定向発行非金融企業債務融資工具」
出所） 『中国金融市場発展報告2011』、上海清算所、ChinaBond、中国証券登記結算公司より作成
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いては認可制でなく登録制を取った
点が特徴である。また、CP導入に
関連して中国人民銀行によりNAFMII
が設立され、銀行間市場の自律組織
として銀行間債券市場・コール市場
等を管理している。そして2008年
にはMTN（満期３～５年）も導入
された。

2009年には、同じく銀行間債券
市場で中小企業集合手形が導入され
た。２社以上10社以下の非金融中
小企業が共同発行する手形であり、
単体での債券発行が難しい中小企業
の資金調達を可能にする意図があ
る。現在は、一定の地域において技
術力や将来性のある商品を持つ中小
企業が、地方政府のサポートを得て
中小企業集合手形を発行する形も生
まれている注3。2010年には、超短
期融資券（超短期CP、満期270日
まで）が導入された注4。

2011年には、「非公開定向発行非
金融企業債務融資工具（PPN）」が
導入された。これは、非金融企業が
特定投資家向けに私募発行する債券
で、株式・金融債についで非金融企
業債券でも私募発行が導入されたこ
とになる。2011年はエネルギー・
交通運輸業などの優良企業がこの
PPNを発行したが注5、信用格付け
の低い中小企業の利用も考えられる。

銀行間市場以外の市場は、銀行間
債券市場の商品の急速な多様化に対
する手を打っている。2012年に証
券取引所は中小企業私募債を導入し
た注6。8月時点で、証券会社59社の
中小企業私募債の引受実施案が出て
いる。また、発改委は、社会保障性
住宅建設等の資金調達においてプロ
ジェクト収益債（レベニュー債）の
推進を考えている模様である注7。

第２は、発行手続きの改善である。
CPやMTNが登録制であることに対
して、発改委は2008年に企業債の
発行簡素化の措置を取った注8。一方、
証監会も、一定の条件を満たす場合、

社債の発行審査期間を短縮した注9。

監督当局間の競争
異なる監督当局による企業債券市

場の分割管理は問題視されてきた
が、上で述べたように、監督当局間
の競争をテコに、許認可・行政指導
からマーケットメカニズムを発揮さ
せる方向へ改革が進んでいる面もあ
る。

長らく望まれている直接金融の活
性化や資本市場の多様化の動きが見
られることは評価できる。一方、企
業の債券発行の増加といっても、地
方政府の融資平台によるものが多い
ことも事実である。景気鈍化のなか、
安定成長を目指す中国政府にとっ
て、現在、即効性のある景気刺激手
段はやはり地方政府の固定資産投資
である。すでに地方政府の土地財政
依存が難しくなっているなかで、景
気下支えの資金調達をしやすくする
ために債券発行の規制緩和を急げば
リスクを伴うことになる。情報開示
の透明性を高めた資金調達手段が必
要と思われる。

注

1	 政府投資プロジェクトの資金調達を
行う、地方政府が設立した独立法人

2	 後述の超短期CPを含む
3	 2011年導入の「地域集優」。集合手

形の発行額は今のところ少ない
4	 区分上はマネーマーケット商品とみ

なされよう
5	『 中 国 債 券 市 場 発 展 報 告2011』

NAFMII
6	 なお、証券業協会は2012年５月23

日に「証券会社中小企業私募債引受
業務試行弁法」を発表。私募債引受
業務を行う証券会社は、直近1年の
分類評価がＢ類以上、純資本が10
億元以上、直近1年間に行政処罰を
受けておらず、私募債引受業務の試
行実施プランと業務規則を制定して
いることなどの条件がある。また、
証券会社は、私募債引き受けの際、
投資家のリスク判別能力・許容度を
評価しなければならない

7	『中国証券報』（2012年9月21日）
などの報道による

8	 まず規模を認可してその後に発行を
認可する２段階方式を１段階にした

9	 発行体の純資産規模が100億元以
上、格付けがAAA、社債の満期が
比較的短期（3～5年）の条件の１
つを満たす場合。この「緑色通道制
度」を使った最初の発行は2011年
３月である

『金融ITフォーカス』2012年11月号
より転載

表1 企業の発行する主な債券

MTN・CP 企業債 社債 中小企業私募債

監督管理機関 NAFMII 発改委 証監会 証券取引所
審査許可方式 登録制 認可制 認可制 登録制
発行者条件 法人資格を持つ

非金融企業
非上場会社、
企業

上場会社 非上場の中小零細（工
業信息化部の分類によ
る）企業（当面、金融・
不動産企業を除く）

発行方式 公開発行 公開発行 公開発行 非公開発行（投資家数
は200人以下）

発行規模 企業純資産の
40％以下

企業純資産
の40％以下

企業純資産の
40％以下

制限なし

満期 MTNは3～5年、
CPは1年以内

（中長期） （中期） 1年以上（深圳取引所）、
3年以下（上海取引所）

取引市場 銀行間市場 銀行間市場、
証券取引所

証券取引所 証券取引所における取
引プラットフォーム、
証券会社

出所）『債券』（2012年8月号、中国国債登記結算有限責任公司）などより作成
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IT構造改革に向けた組織・人材戦略

コストセンターから
ビジネスパートナーへ

IT部門に対する経営の期待が
システムの構築と安定稼働にあっ
た時代、IT部門では経営・事業
部門が決定した要件に従ってシス
テムを確実に構築し安定的な運用
を行うことが最も重視された。経
営から見ればIT部門はコストセ
ンターであり、IT部門に求めら
れたのはそのかぎりでのQCD（品
質・コスト・納期）を向上させる
ことであった。

しかしながら現在では、IT部
門に対する期待はより高度化して
きている。企業は今、国内市場の
成熟やグローバル化の進展を背景
とする業界再編など経営環境の大
きな変化に直面する一方、ビッグ

データやクラウドコンピューティ
ングといったITの進化を事業に
活かすチャンスを手にしている。
そのため経営はIT部門に対して、

「ビジネスプロセスの変革」や「ビ
ジネスモデルの変革」のような経
営課題を解決するためのITの仕
組みを提供し、経営に直接的に貢
献することを求めるようになって
きている。IT部門はコストセン
ターから脱却して、経営・事業を
直接的に支援する「ビジネスパー
トナー」に進化することが求めら
れているのである。

IT部門が強化すべき
２つのコア機能 

IT部門がビジネスパートナー
に進化するためには、経営・事業

とITの連携を緊密にし、 IT活用
の効果を最大化する仕組みが必要
である。その中心となるのが、「事
業・ITリレーションシップ機能」
と「IT戦略・ガバナンス機能」と
いう２つのコア機能である（図１）。

事業・ITリレーションシップ
機能とは、事業・業務特性に応じ
た実効性のあるIT活用の推進・
支援を行い、事業部門と協働で業
務プロセスの変革を実現すること
である。

IT戦略・ガバナンス機能とは、
経営戦略を具体化するための全社
的な中長期のIT戦略・ガバナン
ス方針策定で中心的な役割を果た
し、経営戦略とITが融合したビ
ジョンを提示することである。以
下では、この２つのコア機能を強
化する策を述べる。

２つのコア機能を強化する
ための構造改革 

IT部門の２つのコア機能を強
化するには、組織・人事に新たな
仕組みを導入するなどの構造改革
が不可欠である。ここでは３つの
主な施策を示す。

（1）	 IT組織の変革

事業・ITリレーションシップ
機能強化のためのIT組織変革の

清水一史

N R I  N E W S

経営がIT（情報技術）に対して期待する内容が変化し
ているのを背景に、IT部門はコストセンター（収益を上
げずコストに対して責任を持つ部門）から脱却して、経営・
事業部門のビジネスパートナーに進化することが求められ
ている。それに向けては、経営・事業とITとの連携を緊
密にし、IT活用の効果を最大化する仕組み（コア機能）
を強化すべく、IT組織とIT人材モデルを、戦略・事業・
ITを円滑に連携する形へと変革・転換させるとともに、
経営の要請スピードに応えるため、外部パートナーの活用
も含めてIT構造を改革する必要がある。
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ポイントは、IT部門のなかにあ
って、事業とITというそれぞれ
の立場から、事業部門とともに
IT活用を検討する組織と人材を
つくることである。

野村総合研究所（NRI）では、
IT部門のなかでも事業部門の立
場でIT活用を推進する人材を「IT
ビジネスリーダー」、IT部門の立
場で IT活用を推進する人材を

「ITアナリスト」と呼んでいる。 
▪ITビジネスリーダー
ITビジネスリーダーは、全社

的な視点から業務改革における
IT活用の可能性を企画・提案す
る。事業・業務の特性やITの先
進的な活用事例を踏まえ、事業部
門と協働で業務改革を推進してい
く。

▪ITアナリスト
一方、ITアナリストはITビジ

ネスリーダーを支援してIT活用
の実効性を高める役割を担う。個
別の業務プロセスについて、IT
活用が可能かどうか、どれだけの
効果があるかなどを検証し、業務
改革における具体的なIT活用の
方法を提案していく。

このように事業・ITリレーシ
ョンシップ機能を強化することに
より、双方の人材が密接に連携し
てビジネスプロセスの変革やビジ
ネスモデルの変革を強力に支援・
推進することが可能になる。
▪ITストラテジスト
次のIT戦略・ガバナンス機能

強化のためのIT組織変革のポイ
ントは、IT戦略・ガバナンス方

針を策定する役割を持った「 IT
ストラテジスト」が、事業・IT
リレーションシップ機能の核とな
るITビジネスリーダーやITアナ
リストと密接に連携してIT戦略
を策定することである。

経営・事業部門が求めるIT化
の方向性とIT部門から見たIT化
の方向性とは、本来、一致してい
なければならない。このための仕
組みが、 ITストラテジスト、IT
ビジネスリーダー、ITアナリス
トとの連携である。ITビジネス
リーダーがIT戦略・ガバナンス
方針の策定に参加することで、具
体化した施策を各事業部門に徹底
させやすくなる効果もある。なお、
IT戦略・ガバナンス方針の策定
は全社最適の視点が必要なため、

図1　IT部門の2つのコア機能強化に向けた新たな仕組み
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活用を推進事業部門

経営企画

IT部門



84 知的資産創造／2012年12月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

IT部門のなかでも専任の組織を
設けることが望ましい。

（2）	 IT人材モデルの転換

IT部門のコア機能強化の核と
なるITビジネスリーダーやITア
ナリスト、またIT戦略・ガバナ
ンス方針策定の中心となるITス
トラテジストは、従来のIT人材
モデルのなかでは必要な人材像と
して明確に位置づけられていなか
ったことから、キャリアマネジメ
ントの転換による育成・確保が必
須となる（図２）。

まずは、事業とITの双方に精
通した人材を育成するために、事
業部門とIT部門間での人事ロー
テーションを確立する必要があ

る。これは、多くの企業で見られ
るようなIT部門と事業部門との
関係構築や開発・保守を意識した
業務理解を目的としたものではな
く、ITビジネスリーダーやITア
ナリストへのキャリアパスを見す
えた選抜型の人材育成である。ま
たIT戦略・ガバナンス機能は、
全社最適の視点が必要なことか
ら、経営企画部門との兼務や人事
ローテーションの導入が望まれ
る。人材育成は短期間でできるも
のではなく、中長期的な計画が必
要である。その計画に沿って、必
要な人材像とキャリアパスを明確
化し、人材を早期に選抜して育成
していくのである。

（3）	 外部パートナーを活用した
	 機能強化

これまで説明してきた機能強化
の取り組みは、そのための人材確
保に加え、経営の要請するスピー
ドに対応する必要もあることか
ら、企業が独自に行うには困難な
ケースが想定される。IT構造改
革に向けた大胆なリソース（経営
資源）シフトの結果、基本的な機
能を低下させてしまっては本末転
倒である。自社のリソースが限ら
れるなかで、開発・保守・運用機
能のレベルを維持しつつIT構造
改革をどう実現していくのかは大
きな課題である。

従来のような開発・保守・運用
だけのアウトソーシング（外部委

図2　IT人材モデルの転換
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サービスを組み合わせ、最適なサー
ビスを提供

ソフトウェアの開発、システムの
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託）ではなく、IT戦略をはじめ
としたコア機能についても包括的
に外部パートナーを活用すること
によって、これらの課題解決が可
能になる（図３）。 

IT戦略・ガバナンス機能や事
業・ITリレーションシップ機能
において、外部パートナーから方
法論や事例の提供を受け、場合に
よっては人材の支援を受ける。ま
た、コア機能を支える人材を育成
するためには外部での経験の機会
も確保する。一方、システム開発・
保守・運用機能については、リソ
ースシフトによって手薄となった

要員の補完も含め、アウトソーサ
ーの支援を得て品質を高めてい
く。このような外部パートナーの
活用も進めながらIT構造改革を
実現していくのである。

経営の期待に応えられる
IT部門へ

事業環境の変化に対しては、こ
れまでの積み上げ型の改善では組
織・人材の変革は困難であり、
IT構造改革の実現は難しい。IT
部門が、以前から求められていた
コア機能強化を実現できず、コス
トセンターのままであり続けれ

ば、存在意義を問われる事態にも
なりかねない。 

IT部門は、組織の役割を見直
し、機能強化のための新たな仕組
みを構築し、IT人材モデルを転
換しなければならない。これを実
現することが、経営からの期待に
応えられるビジネスパートナーに
進化するための道である。

『ITソリューションフロンティア』
2012年11月号より転載

清水一史（しみずかずふみ）
ITマネジメントコンサルティング部主
任コンサルタント

図3　外部パートナーの包括的な活用
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自社事業・ システムの知見

プロパー人材

自社

注）Off-JT：職場外訓練、OJT：職場内訓練、R&D：研究開発、PM：プロジェクトマネジメント
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野村総合研究所（NRI）は、名古屋において「未
来創発フォーラム2012」を開催した。約1000人の来
場者があり、「新しい可能性への挑戦。」をテーマに
講演とパネルディスカッションが行われた。
■講演１「真価の時代 美意識がつくる未来」（グラ

フィックデザイナー 原研哉氏）
先進性とは、モノだけではなく価値を生み出し影

響力をつくり出すこと。文化の本質はローカリティ
にある。ローカルを磨き抜き、グローバルな文脈で
発信していくことで価値が生まれる。日本の場合は、

「繊細・丁寧・緻密・簡潔」といった美意識や、「空
っぽ」を『多様なイメージを受け入れる受容器』と
して見立てるコミュニケーション方法などが、価値
創造の資源である。デザインとは、そのような資源
を未来産業のなかで運用していく営みである。
■講演２「社会価値イノベーションへの挑戦」（NRI

未来創発センター副センター長 執行役員 村田佳生）
社会課題は山積している。世代間、地域間、所得

間で限られた富を分配するのではなく、新しい社会
価値を創造することで目の前の社会課題を解いてい
く必要がある。社会価値の創造者は、「挑戦力」「観
察力」「人とのつながり」といった「価値発見力」
がめざましく高い。そうした人材を育成するには、
実践体験の場や「探求型学習」の場が大切である。
■パネルディスカッション「未来をつくり伝えてい

くために」（パネリスト：経済学者 佐々木雅幸氏、
数学者 新井紀子氏、NPOフローレンス代表理事 駒
崎弘樹氏、NRIパートナー 三﨑冨査雄、モデレ
ーター：産業戦略研究所代表 村上輝康氏）
佐々木氏　日本が今必要なのは「創造性革命」。

先進国は、大量生産の工業経済から「創造経済」に

移行している。創造都市にはアーティストや職人な
ど多様な人々が混じり合っている。伝統を大切にし
つつも、最先端の文化や芸術に触れる場をつくって
いくことが重要である。

新井氏　コンピューターや機械に代替される仕事
はなくなっていく。多様性とリスクを求める人に投
資する必要がある。多様な「小商い」こそ創造的な
活動であり、小商いに社会的な評価がもっと必要で
ある。次の世代の若い人たちがリスクを取ることを
後押ししてほしい。

駒崎氏　アートやデザインの分野だけでなく、一
市民の手づくりの活動や挑戦にこそ創造性が必要で
ある。官僚や政治家も、日本を良くしようと非常に
複雑なシステムのなかでもがいている。市民は一人
ひとりが日常で行動を起こし、「半径５mから社会
をつくる」必要がある。そして、それに挑戦する人
には拍手を送ってほしい。

三﨑　日本人は触発されているのにアクションを
起こしていない。コミュニケーションやネゴシエー
ションの場がそぎ落とされているのではないか。創
発のためには、多様な人々とネゴシエーションを重
ねる「ややこしい」状況がもっと必要である。

最後に村上氏が以下のように締めくくった。
村上氏　価値発見型人材、価値実現型人材、価値

伝達型人材──それぞれに役割がある。小さなイノ
ベーションをたくさん積み重ねていくことが、「未
来をつくり伝えていくために」は重要になってく
る。

F O R U M  &  S E M I N A R

未来創発フォーラム2012・名古屋

新しい可能性への挑戦。

主催：野村総合研究所　2012年10月12日　会場：名古屋国際会議場（センチュリーホール）

本フォーラムについてのお問い合わせは下記へ
　コーポレートコミュニケーション部　墨屋宏明
　電話 03-6660-8370 メール kouhou@nri.co.jp
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特集
2月号　災害対応の新たなあり方──事業継続計画
　　　  （BCP）の新しいパラダイム
事業継続計画（BCP）を含む事業戦略構築の仕組みへ
事業継続計画（BCP）再考──大震災から企業は何を学ぶ

べきか
災害で見直されるグローバルSCMのあり方
不確実性時代における危機管理システムの展望
3月号　急拡大するインド市場と日本企業の課題  3
インドの社会インフラ産業に見る日系企業の事業機会
モバイルを中心にすでに利活用フェーズに入ったインド

ICT産業
インドの物流環境改善に向けた官民の戦略的投資
インドの新エネルギー産業における日本企業の参入機会と

課題
インドの財閥・企業と外資企業の戦略提携・投資に向けた

秘訣
4月号　先行き不透明な時代に求められる組織・
　　　  人材開発
事業の創造と破壊に向けた組織づくり、人づくり
次世代経営リーダー育成の潮流
先行き不透明な時代のミドルマネージャー育成に向けて
共創（Co-creation）のためのチームビルディング

「企業道」を持つ経営
5月号　日本の成長に向けて　財政と金融市場の
　　　　再構築
財政再建成功の条件
日本の財政再建に向けた出口戦略のあり方
財政再建と長期金利
取引所統合を阻む２つの壁と「日本取引所」構想
6月号　スマート化時代におけるデジタル
　　　  アイデンティティ活用戦略
生活者と事業者のID情報活用の実態と課題
ID情報分析による戦略的マーケティングの萌芽
ソーシャルメディア時代におけるマルチチャネル・マーケ

ティング分析
共通番号制度の実現に向けた「本人確認」のあるべき姿
7月号　期待される農林漁業の新たな
　　　  ビジネスモデルの確立
新たなビジネスモデルに挑戦する農林漁業
異業種とのパートナーシップが６次産業化を成功に導く
米（コメ）農業事業化の方向性
東アジアにおける「フードチェーン」形成のあり方
持続可能な森林経営に向けた改革の方向性

2012年 1 〜12月号の内容

8月号　新興国におけるヘルスケア市場の展望と
　　　  日本企業の事業機会
急拡大する新興国ヘルスケア市場に対して求められる日本

企業の戦略再構築
日本の医療の発展と新興国市場展開への示唆
新興国ヘルスケア市場の発展段階モデルと日本企業の事業

機会
中国のヘルスケア市場の動向と日系企業の事業機会
医療ビッグデータ活用による製薬企業の営業改革
医療技術評価（HTA：Health Technology Assessment）

の政策動向と製薬企業における薬剤経済学の活用
9月号　中国で本格化する「都市型成長」と
　　　  「高齢化」──今後の成長市場と事業機会

「都市化成長」から「都市型成長」への転換の時代に移行
する中国

中国の高齢化社会が抱える課題と日本企業の事業機会
中国の都市型成長を支える「物聯網（ウーレンワン）」と

日本企業の事業機会
10月号　中国におけるBtoC事業の新展開
二極化する中国都市部の消費市場への対応
成長する中国の地方市場とその開拓
中国の消費者動向とマーケティング戦略
構造転換を迫られる中国小売業
11月号　日本企業の新興国PMIにおける成長戦略
新興国PMI（買収後統合）ASEAN・インドで事業成長す

るために
日本企業の新興国PMIにおける成長戦略の要諦
日本企業の新興国PMIにおける戦略統合プロセスの成功に

向けて
日本企業の新興国PMIにおける業務統合プロセス成功のポ

イント
日本企業の新興国PMIにおける人材・組織の統合
12月号　全社型業務改革で切り開く
　　　　  新たな経営スタイル  1
今求められる全社型業務改革の意義と成功要因
グローバル本社機能の再構築
KPI管理の高度化を目指して
生産性の向上に向けたワークスタイル改革
平時の業務改革を通じた事業継続能力の向上　

NAVIGATION & SOLUTION
1月号
国際競争に備えたデータセンターの省エネ性能指標標準化
新興国・途上国における王道戦略としてのBoPビジネスの

実践（上）
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●丸数字は月号を表す

知的資産経営における特許偏重の問題
清涼飲料の自動販売機における電子マネーを活用した新た

なマーケティング戦略
2月号
実現段階に入ったリアルとネットの融合
4月号
新興国・途上国における王道戦略としてのBoPビジネスの

実践（下）
5月号
スマートデバイスとソーシャルメディアの融合による新た

な顧客価値の創出
マーケティングPDCAの抜本的強化
6月号
企業の変革とIT活用
7月号
マイナンバー制度を活用した政策評価へ向けて
9月号
ビッグデータ社会におけるプライバシー
10月号

「復興」から始まる「都市システム」の創発
11月号
ASEAN成長国の生活者動向と小売市場の拡大
12月号
企業情報システムの老朽化と刷新への取り組み

MESSAGE
環（わ）の年　①
企業が変わればグローバル人材が育つ　②
知識サービス産業のフロンティア　③
あなたは誰？　④

「想定外」はまた起こる　⑤
震災からの教訓──BCPの総点検　⑥
流れる川とサステナビリティ　⑦
顧客とともに栄える　⑧
イノベーション　⑨
日本企業のイノベーション力の再生　⑩
情報セキュリティの新たな潮流を創る　⑪

「模倣」と「創造」　⑫

FINANCIAL OUTLOOK
欧米銀行ROE経営のパラダイムシフト　①
トップ交代後の中国の金融監督管理　②
進化するパフォーマンス要因分析業務　③
中国証券投信業界の2012年の課題　④

経営戦略に沿った海外の資産運用会社の買収・出資　⑤
具体化する中国の資本・金融自由化の道筋　⑥
中国自動車保険市場の魅力と参入の課題　⑨
中国における金利自由化の再開　⑩
加速する中国証券業界の規制緩和　⑪
増加する企業の債券発行　⑫

NRI NEWS
業務システムで進行するUI革命　①
大きな変化を迎える衛星測位システム　②
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